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『國學院大學教育開発推進機構紀要』発刊の辞
　

機構長　赤井　益久

　平成21年4月に、國學院大學教育開発推進機構が発足した。現在、高等
教育とりわけ大学が置かれている状況を鑑みれば直ちに了解されるよう
に、大学を取り巻く環境の変化はまことに激しいものがある。大学教育に
対する社会からの要請は、より具体的になり、その質的な保証を求めてき
ている。一方、大学の門戸をたたく入学者は従前の比率から言えば大幅に
減じながら、進学率は18歳人口の約半数に及ぼうとしている。初等教育・
中等教育の学習の結果としての履修の履歴が、多様化のなかで従前ほどの
効果を果たさず、入学試験も必ずしも大学の学修を前提としたものではな
くなってきている状況がある。
　そうした激しい変化の波が大学に押し寄せてきていることを、大学の構
成員は日に日に認識を新たにし、研究活動に限らず、大学の本来の役割で
ある教育機能に求められる役割が従前に増して大きくなってきていること
を痛感している。
　学生の資質が変化している以上、それを受け入れ、教育に当たる教職員
が従来のままでの認識やスキルではなかなか対応できにくい。教育の方法
や、体制、制度を大学全体で研究開発し推進していかなければならないと
の合意に基づき「教育開発推進機構」が発足したのである。とりわけ、全
学共通教育に責任を持って開発研究し、運営に当たる機関として位置づけ
られていることは、学士力や社会人基礎力といった社会の求める力を、い
かに大学の教育課程に反映させていくことができるかが問われている。そ
の対応を、全学的に発信して行くことが共通理解には不可欠であろう。
　ＦＤ活動の今後、教育支援・学修支援のあり方や機能、教職員の職能開
発につき、これまでの経験や蓄積を活かしながら、更なる発展を続けるた
めには、大学に集う学生、教職員が協力してことに当たらねばならない。
　本機構紀要は、その成果の情報発信の機関誌としてさまざまな声を拾い
上げ、経験と知恵の集積として位置づけたいと考えている。國學院大學の
教育開発、高等教育における調査分析、研究報告など幅広い成果を公刊し、
日本における高等教育の発展にいささかでも貢献できればと考えている。
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エンロールメント・マネジメントに基づく大学の教学経営
―「学士課程教育の構築に向けて」答申の具体化に向けて―

赤井　益久

１. はじめに

　大学を取り巻く環境が大きく変化してき
ている。変化を促す理由は、大別して三つ
考えられる。大学進学人口いわゆる18歳
人口の減少、大学進学の多様化と進学率の
増加、そして社会の大学に求める需要の変
化である。大学は、志願者確保に腐心する
ことなく入学試験で一定の学力を持った学
生を選抜できた時代から「全入時代」へと
推移し、志願者を確保できない大学は、そ
の存在が危ぶまれ、淘汰される時代が到来
したのである。大学が入学者を選抜した時
代から、志願者が大学を選別する時代に立
ち至ったのである。
　人口動態や志願者確保の課題から、この
ことはつとに予知され、文部科学省の施策・
答申や私立大学連盟の種々の調査・答申は、
各大学における自己努力による改革に警鐘
を鳴らしてきている。大学の危機を社会の

危機ととらえた「我が国の高等教育の将来
像」答申（2005年1月28日）、これからの
大学院教育の在り方を示した「新時代の大
学院教育―国際的に魅力ある大学院教育の
構築に向けて―」答申（2005年9月5日）、
そして、平成20年12月に出された中央教
育審議会答申「学士課程教育の構築に向け
て」（2008、12、24。以下「答申」とい
うのは、これを指す。）は、「大学院」答申
と相俟って、その集大成ともいえるもので
あろう。
　この答申を貫く主張は、各大学の個性を
尊重しつつ、大学を取り巻く様々な課題を
総体として把握し、それに対して具体的な
対応策を提言していることである。また、
各施策が計画的かつ可視化をめざし、ＰＤ
ＣＡサイクルを前提に立案されていること
であろう。この答申が示唆する考えや政策
は、大学における個々の事情や歴史的な経
緯を捨象して、なお大学の改革を考える上

【要　旨】
　「学士課程教育の構築に向けて」答申は、現在大学の置かれているさまざまな課題に対して具体的な対
応策の大枠を示している。その枠組みは、これからの大学にとって多くの示唆を与えるとともに、歴史的
背景や異なる建学の理念を有する大学からの臨床教育学的な検証を経て、はじめて有意義な提案となる。
各大学にとっては、これまでの改革と突き合わせ、いかなる課題が横たわっているかを洗い出し、検討す
る必要があるだろう。答申の具体化に必要な大学経営の指標について考察する。

【キーワード】
エンロールメント・マネジメント、学士力答申、教学経営、データ分析、具体化指標
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で貴重である。同時に、これまでに各大学
が独自に取り組んできた教育改革の施策と
いかに切り結んでいくかは、容易なことで
はない。また、教育改革の大きな枠組みを
示すのが主眼であって、各課題においては
それぞれの大学の主体性を尊重しており、
答申に対しての今後の大学における教学経
営を考える上では、各大学の取り組み事例
を検証し、答申が目指す各施策における指
標策定に具体的かつ臨床的な提言をするこ
とも必要であるだろう。
　答申が標榜する教育改革はきわめて幅広
い。本論では、とくに大学に求められる施
策が、いかに大学全体の意志決定を必要と
し、経営判断と密接に関わるかを、数値的
に検証することにより、あるべき姿や指標
をいかにしたら析出できるかを論じてゆく
こととしたい。
　そもそも、エンロールメント・マネジメ
ン ト(Enrollment Management)と は、 大
学の様々な局面でのデータの蓄積を分析し
て動向をつぶさに把握し、本来のあるべき
施策を案出する管理運営を意味し、教学面
での施策を経営的に支える要素と、経営的
な判断が教学面での施策に反映する要素と
がある。従来は、この点に関してデータの
把握や管理が部分的認識で処理され、大学
全体の意識的かつ有機的連携が必ずしも十
分ではなかった。近年、大学を取り巻く状
況の激しい変化から、データの集積と分析、
そしてそれをマネジメントに活かし、教学
改革の提言に結びつける必要性が高まって
いる。【指標１＝経営責任者・教学責任者
が大学の置かれた状況を世界規模で認識で
き、当該大学の課題を析出できるか。】

２. 自己改革努力への促し
　　―さまざまな提言―
　入学者確保に腐心することなく安定的に
推移していれば、大学は学問の府として本
来的に保守的であり、自己改革の必要性に
迫られることはなかったと思われる。いわ
ゆる危機感というものを、学長や経営者が
声高に唱えることもなかったろう。志願者
確保に苦労しない大学においても、教場で
目にする学生たちの資質や志向性の変化に
気がつくことがなければ、大学における教
育改革の必要性に教員たちも気がつかな
かったに違いない。講義をしていても理解
が十分でない学生や、演習自体が成立しな
くなったという実感が増加し、学生の資質
の変化に直面せざるをえなくなったのであ
る。しかし、それでもなお自立的・積極的
な教育改革は、従来は教員の個人レベルで
の努力に終始してきた。
　高等教育におけるユニバーサル化をわが
国より早く招来したアメリカにおいては、
こうした社会問題化した課題に対してさま
ざまな改革の方途や指針がいち早く提言さ
れてきた。こうした動向は、教育をある種
の産業として認識させることが定着し、教
育におけるグローバル化やスタンダード化
を促してきた経緯がある。いわばこれは、
アメリカによる教育の標準化を新たな産
業として輸出し、アジアやヨーロッパを巻
き込むことで市場を拡大しようとする戦略
的な枠組みを忘れてはならないであろう。
ヨーロッパは、この動きに「ボローニャ・
プロセス」などを策定して対抗した。わが
国における教育改革の動きは、こうした世
界的な潮流の中にあるということを深く認
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識する必要がある。
　平成3年の大学設置基準の大綱化以降、
自己点検・自己評価活動を促す認証評価制
度、教育改善に大学が全体で取り組むＦ
Ｄ活動の努力目標から義務化への推移など
は、行政側からの教育改革の枠組みと具体
的な施策決定を促す提言で、一定の指標と
もいうべき役割を担っている。今回の答申
は、そのもっとも整理された具体的な提案
といえるものである。
　今般の答申は、一名「学士力」答申とい
われるように、現在の社会に求められる大
学教育は、高度な専門教育ではなく、知識
基盤社会を押し広げていくことのできる自
立的かつ継続的な力の養成である。また、
経済産業省が主唱する「社会人基礎力」は、

「前に踏み出す力」「考え抜く力」「チーム
で働く力」などが求められている。これら
に端的に看取できることは、大学に求めら
れる力は人間として社会に生きる基礎力と
もいうべきもので、教育課程においていか
にその力を涵養させるかは、題目が与える
印象ほど容易ではない。
　これを全体的な計画やグランドデザイン
設計に基盤として意識させ、活かすことが
できるかが、改革全体の成否に大きく関わ
るといえるだろう。
　教育は、世界的な位置づけを持つと同時
に、自国の文化形成や伝統等と不可分の関
係を有している。アメリカやヨーロッパの
標準化を参考としつつも、それと共生し、
かつまた独自な存在意義と大学の質保障シ
ステムの指標を策定しない限り、わが国独
自の高等教育改革の実を上げることはでき
にくいのではあるまいか。とりわけ、私立
大学におけるそれぞれの建学の精神や設置

の趣旨を保持しつつ、答申に対していかに
自らの立場を主張するかが問われているの
である。とくに理事長・学長の経営者およ
び教学の最高責任者としてのリーダーシッ
プや先見性がつよく求められ、その教学に
関する施策や方向性がそれぞれの大学の構
成員に明確に示されなければならない。

３. 求められる計画性と改革のデザイン
　答申を貫く姿勢は、大学の基本的な方針
や計画性がまず問われていることに思いを
致すべきであろう。いわゆる3ポリシーに
典型的に看取される、改革全体を計画性と
それを支える具体的な施策をもってマネジ
メントできるかが問われているのである。
大学全体において、何がどのように改革さ
れなければならないか、それぞれに指摘さ
れる課題の検証と克服が必要なのである。
大学改革の拠って立つ基盤の策定があり、
それに基づいて改革の方向性を示すことが
求められていると考えられる。
　こうした改革の方向性を判断する意志決
定は、独立法人や学校法人全体の帰趨をも
決めていくことになるので、当然のことな
がら理事会（もしくは経営委員会）などの
意志決定機関によるものでなくてはならな
い。従来の学部や学科に相当する教育課程
は、その意志を踏まえ、改革全体を理解し
た上での部分を構成する意識が必須であ
る。
　基本方針の策定がなされると、それを具
現化する施策の担当者あるいは部署（部局・
委員会）が、その恒常的な責任主体となっ
てデータの集積および分析を担当し、改革
に向けての施策を提言してゆくことが求め
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られる。ここで最も重要なことは、改革計
画を全体で理解し、統御できる責任体制を
構築できるか否かに係っている。これがな
ければ改革はかけ声倒れに終わり、画餅に
帰すことになる。まさにマネジメントがこ
こに介在しなければならない。【指標２＝
指標１で析出された課題に対して、具体的
な中長期的計画を内外に示しているか】【教
育改革の基本方針・グランドデザインの有
無】【その計画を担保する組織が構築でき
ているか】

（國學院大學での取り組み）本学において
は、平成19年度に、これまで個別集中的
な事業を策定してきた常務理事会のもとに
ある「國學院大學21世紀研究教育計画委
員会」の在り方を抜本的に見直し、１年の
討議を経て規程を改訂し、大学を中心に据
えた学校法人としての計画を立案すること
とした。同時に、さらにそれを支える基本
的な方針として「研究教育開発推進に関す
る宣言」と「教職員の倫理と行動の綱領」
からなる「國學院大學における研究教育開
発推進に関する指針」（平成20年4月1日）
を策定宣言した。
　上記の指針は、教育と研究の基本方針を

「伝統と創造」「個性と共生」「地域性と国
際性」の調和と定め、これを「３つの慮（お
も）い」とし、それを支える具体的な施策
として教育基盤整備・研究基盤整備・人材
育成基盤整備・国際交流基盤整備・施設設
備基盤整備を「５つの基（もと）い」とす
る計画を新たに策定（平成21年7月）した。
　とくに、教育基盤整備では、大学におけ
る教育を学士課程教育と大学院教育との役
割を明確に位置づけ、前者においては教養
教育と専門基礎教育とし、専門教育は大学

院において行うとした。従来は学部教育と
して、学部ごとの縦割り教育による発想が
つよかったが、これを「学位」を教育の基
準に措定することによって、教養教育と専
門教育の教育課程全体を視野に入れ、学ぶ
主体としての学生個人を中心とした制度設
計へと発想を転換できるようになった。ま
たこれにより、従来は課題となる現象の出
現に対して行ってきた局所的かつ限定的な
対応から、教育改革全体を見通した教育課
程をイメージしやすくなった。とくに教育
支援・学習支援を全学的に推進する組織と
して、「教育開発推進機構」を発足させた
ことは、教員の能力開発・授業改善を組織
的に取り組み、学修支援を恒常的に行うう
えで重要であり、組織的強化を不断に行う
ことで教育力の向上と組織的な担保を保証
できる体制を整えた。
　また、研究基盤整備では、建学の理念に
基づく研究を基軸に選択と集中を行い、平
成19年度にそれまでの組織を糾合して発
足した研究開発推進機構と、改革を進める
大学院を中心に事業を進めることとした。
教育基盤整備は学士課程教育を主管し、研
究基盤整備が大学院教育を主管することと
した。研究テーマは、これまでの研究実績
や伝統を踏まえて、「共生学」「渋谷学」を
中心に展望しており、研究組織の有機的連
携や学士課程教育との接続をも視野に入れ
ることで、大学の個性を旗幟鮮明にするこ
とができた。
　人材育成基盤整備は、大学の果たす人材
養成を正課に止まらない、課外活動やキャ
ンパスアメニティーといった広い視野でと
らえ、学生を包む大学の雰囲気、卒業後の
大学との関わりにまで在学中から意識でき
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るような環境を整備し、キャリアデザイン
をできるだけ早期に持つことによって、人
生設計を自らができる人材を育成する体制
を整えることとした。狭い意味での就職支
援ではなく、自らの志向性に沿った学びの
履歴を重ね、自らの特性を見極め、徳性の
涵養を図ることこそ教育機関としては重要
であると考える。学びのポートフォリオに
つながる「自分史作成支援事業」などがそ
れを支えるシステムとしてある。　国際交
流および施設整備基盤整備は、割愛する。
　こうした大学の基本方針や計画は、独立
法人や学校法人の各年度における事業計画
の基本となり、中長期的な展望を与えると
ともに、そこに働く教職員の労働意欲や将
来展望にも大いに資するものであることは
留意されなくてはならない。これを公表
し、説明することで全学的な意志の徹底を
図り、各局面での理解と協力が計画推進に
は不可欠である。

４. 3ポリシーと学生動向・実態の把握
と分析

　3ポリシーの基本的考えは、大学として、
どのような人材育成ができるか、どのよう
な人材を社会に送り出せるか、といった「学
位授与方針」（ディプロマ・ポリシー）が
あって、そのためにはそれを保証する「教
育課程編成方針」（カリキュラム・ポリシー）
が用意され、その教育には一定の条件や志
向性・能力を有する人材を受け入れると
いった「入学者受け入れ方針」（アドミッ
ション・ポリシー）が示される必要がある、
ということである。いわば、「入り口」「中
身」「出口」を大学の責任のもとに管理し、

大学の教育の内容を可視化して示す必要が
ある。
　ここでいう学位授与の方針とは、その大
学の個性に基づく教育の明示とその質を保
証することと理解すべきであろう。つまり、
その大学における人材育成の目標と教育の
達成目標を掲げ、その実質化を教育課程に
おいて保証することになっているかが問わ
れているのである。まず大学全体での人材
育成の目標は、学校法人の寄附行為や学則・
規程によって定められているのが通例であ
り、それを受けて教育方針・達成目標を掲
げ、そのために教育課程が編成されている
かが示されなければならないのである。
　とりわけ教育におけるラーニングアウト
カムの保証は、国際競争力のもとでのもっ
とも喫緊の課題といえよう。従来の大学は、
教育の結果の総体として卒業すなわち学位
授与があった。その成果の質については問
われることはほとんどなかった。しかし、
答申はそういった結果主義的な教育を否定
し、到達目標を掲げて、それに至る教育の
過程を重視すべきであると主張しているの
である。このことは理の当然であると同時
に、従来の大学の在り方に抜本的な意識改
革を求めているのであり、その実現に際し
ては、大学ごとの改革の程度や特性を把握
し、現状の数値的分析の裏付けなしには進
めることはできない。エンロールメント・
マネジメントが求められるゆえんである。
　多くの大学では、現状を追認する形で3
ポリシーを策定することでこの求めに応じ
ているが、もっとも留意すべきは「入り口」

「出口」は、志願者動向や就職率などに左
右されるように、いわば外部要因に多く依
存するのに対して、その中間にある教育課
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程の編成や実施方針は、その大学のありの
ままの姿を反映している事実である。その
批判的分析を通して、「入り口」「出口」の
課題を考えることが、答申の現実的な対応
といって良いだろう。
　大学経営の立場から見ると、大学設置基
準に定める学部学科の教員定数や学生収容
定員などは、その背景に一定の規模を有す
る教育課程には、これだけの教員スタッフ
が必要であるとの枠組みが示されている。
しかし、設置基準の大綱化以降、教育課程
の編成にはそれ以上の制約はない。それは
大学の経営上の判断がその具現化には必須
であることを示している。一方、さまざま
な答申に一定の指標が不可欠であるとの指
摘がなされることは、その間の施策を採用
するうえで大学ごとの任意の判断に拠らざ
るを得ない事情をものがたっている。
　端的に言えば、設置基準上の必要教員定
数に基づく教育課程の編成・規模、設置ク
ラス数、１教員の授業負担、カリキュラム
編成の基本的考え方が教育課程の編成や運
営には不可欠であるにもかかわらず、それ
は示されていない。それは、大学の自主運
営や個性を制約するおそれがあることも事
実であるが、一定の指標としての提示が
求められる事情は、それが各大学にとって
もっとも留意すべき経営上の観点でもある
からだ。すべての大学に対応できる指標策
定は困難であろうが、条件を付しての提案
は、他大学にとっても参考となるはずであ
る。
　こういった教育課程を編成するうえで、
現状を批判的に検証することがなされてい
るかが問われる。つまり、これまでに入学
から卒業までの間に、どのような学生動向

の実態調査が行われ、それをいかに把握・
分析し、課題として認識されているかが、
問われているのである。もし、それがなけ
れば、当該大学にとって実りある教育課程
の編成を考えることはできないであろう。
この点において有用なのは、大学において
さまざまに実施される調査やアンケートの
活用である。たとえば、入学時の学力把握

（プレースメントテスト・学力診断など）、
「授業評価アンケート」「教員評価」などの
調査と分析である。また、現今の大学は情
報化が進んでおり、各局面での情報分析・
各種レベルでのデータ集積および調査分析
により、入学者の学力の把握、必要な初年
次教育、クラス規模による教育効果の測
定、体系履修の実際、カリキュラム編成の
実態、教員の努力や工夫が浮かび出てくる
ことになる。すでに、「授業評価アンケー
ト」の実施率は大学のほぼ７割が実施して
いるものの、さらに進んでこれを分析して
現状を把握し、改善の指標として政策提言
までのレベルに引き上げている大学は多く
はない。【指標３＝カリキュラムポリシー
を中心に据えた教学の管理運営】【ＧＰＡ、
キャップ制、などの改革指標の提示】【情
報分析の担当部署の有無】【エンロールメ
ント・マネジメントの意識と活用】【ＩＲ
養成の発想】【指標４＝情報の分析による
教育課程の検証】【開講授業数の効果的な
配分と制御】

（國學院大學の取り組み）設置基準の改定
に伴う、各学部・学科の人材養成の目的の
提示はなされているものの、明確な形での
3ポリシーの策定を急いでいる。また、各
学部・学科個別の専門教育と、横断的な教
養教育との関係が必ずしも補完的ではな
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い。それぞれの学部が広く専門教育を他学
部に開放している共通領域などの優れた点
があるにもかかわらず、その教育の充実へ
の意識が、専門教育に比して薄弱である。
教育課程編成においても、カリキュラム編
成に一定の基本原則が示されていない点
は、横断的な良さをまだ十分に発揮できて
いない恨みがある。
　これには教員組織における課題があり、
教学経営の責任者はこれを十分に認識し、
課題の推移に注意すべきである。この点に
改革のメスが入らない以上、従来の専門・
教養という枠組みに縛られて、必要な教
育課程・教育内容を提供できないことにな
る。教養教育が学士課程教育の重要なファ
クターであると認めるのであるならば、そ
の組織的な担保を考えざるをえない。人的
な保証ができて始めて教育課程が生きるの
である。この間の矛盾を克服することこ
そ、教学経営のもっとも腐心すべき課題で
ある。
　また、教育課程編成において求められる
のは、制度や概念の標準化である。たとえ
ば、カリキュラムマップでの位置づけや学
習程度を示す基準を科目コード（番号）に
付し、それを体系的に置くだけで、科目間
の位置づけや求められる準備性が受講者に
は理解できるし、管理もしやすい。同じ大
学にあっても「概論」「概説」「演習」「基
礎演習」などの科目の性質を表す概念が一
様ではなく、したがって横断的な科目認識
に齟齬が出来することになる。これは従前
に比して平均化されつつあるが、さらにい
えば教育課程編成の基本的な構造をも基準
に沿って平均化することが求められよう。
分かりやすい例を挙げれば、すでにセメ

スター化が前提で種々の制度設計なされて
いるにもかかわらず、学部・学科によって
まだ通年科目の残存を許しており、制度設
計の不備を助長し、学修支援や留学制度な
どの円滑な運用に支障を来している。4年
4サイクルから4年8サイクルへと大学の基
本的設計を移行すべきである。こうするこ
とで、学生は自らの学びの履歴をできるだ
け早く確認し、小幅な修正を繰り返すこと
で、大きなつまずきを避け、やり直しの機
会を増やすことになる。
　あわせて、横断的な教育から見た教育編
成でのこれまでの試みを挙げておく。教学
経営上開講授業科目数とその規模、および
科目内容のバランスはもっとも重要であ
る。つまり、専任教員の人数、教員一人
のノルマ、授業規模の適性維持管理、ここ
にマネジメントが介在しない大学はガバナ
ンスがないといっても過言ではない。とり
わけ私立大学にあっては、この運営管理こ
そがこれからの大学経営の帰趨を決すると
いってよい。いわば有限な人的資源の限界
効用を考えなければならないのである。
　その意味で、クラス数の適正化、少人数
クラスの定義と維持、大クラスの抑制を図
ることは、その限界効用を具現するに必要
な措置である。教育効果を左右するクラス
規模については、後に検証するとして、少
人数クラスの扱いについては、従来はほと
んど把握すらされていない状況であった。
とくに外国語の状況については、２外国語
必修であったときには、開講授業数も多く、
応用発展科目には多く認められていた。外
国語の履修規定を改定することで、学生の
志向に沿った履修を促すと同時に、大学
としてのミニマムリクワィアメントを策定
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し、基本的に25名を原則とした。一方で、
10人に満たない少人数科目は次年度開講
しない申し合わせを取り決め、全体的な開
講授業数の抑制をした。これにより一人の
教員が担当する授業の内容を勘案すること
が求められることになった。すなわち、人
文系の中クラス規模が多い学部・学科と、
比較的大きなクラスが多い社会系の学部で
は、クラス規模に偏りがあると同時に、こ
のバランスを上手に取らなければ、現在求
められる学生と教員の双方向授業の実施
や、できるだけ学生に接する機会を多く設
けたい初年次教育などに人的資源を振り分
けることができなくなる。必要な教育に必
要な人的資源を効率的に配置することこそ
マネジメントの本来の役割である。

５. 教育課程編成方針に照らしてみた受
け入れ方針

　入学してくる学生の資質や意識も大きく
変化している。そのこと自体は、過去に振
り返れば、これまでもずっとそうであった。
いや、若い人々の志向や意識が、変わらな
いほうが不思議である。しかし、ここに特
記し、注意しなければならないのは、その
変化の振幅が従前になく大きく、短い間に
激しく変わりつつあるからだ。そして、そ
の変化が、従来の授業形態や授業内容と
いった教育の根本に大きな影響を与えるよ
うになった点が重要なのである。
　その変化のもっとも著しいものが、大学
進学率と学生の資質であろう。すでに大学
進学年齢の５割の人々が大学の門を叩く時
代になった。選ばれたエリートのものだけ
ではなくなったのである。ユニバーサルア

クセスといわれたのも、すでに一昔前のこ
とである。また、大学に至る各学校におい
て、定められた履修上の教育内容が必ずし
も充分に達成されず、その達成率は小学校
において７割、中学校において５割、高等
学校において３割という調査報告がなされ
ている。その不足した部分は順次、進学す
る学校における当該の教育課程阻害要因と
して現出し、最終的に大学教育に持ち越さ
れてくることになる。
　従前の学校教育法が定めていた「初等普
通教育」「中等普通教育」「高等普通教育」
の定義に認められる単一の線状型教育がな
くなり、各学校段階での多様化が一段と進
んできている。各学校段階における入学者
の志向に沿った多様化といえば聞こえは良
いが、反面、高等学校教育までを見据えた
義務教育や指導要領に基づく教育の徹底を
欠くという指摘もある。必修科目の未履修
問題などに端的に看取できるように、本来
の中等教育が大学入試のために歪められて
いることは、大学にとって看過できない。
入学時の質保証については、従来の高等学
校教育の均質性によって保持されてきた側
面が強い。一方、全入時代を受けて大学入
試はいわゆる非教科型入試（推薦系入試）
が入学者のほぼ半分近くを占める私立大学
にあっては、その前提がすでに崩壊してい
るといって過言ではない。入試制度の抜本
的な改革と入学者受け入れ方針の背景に存
在する問題点を把握し、教育課程への政策
提言を行う必要がある。
　入学者の基礎的な学力を把握すること
が、教育課程をいかに編成するかの基本
的なデータをもたらすことは言うまでもな
い。すなわち、専門教育を受ける準備性、
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ミニマムリクワィアメント策定、教養教育
に何が求められるかを考える際にも、重要
な指標となる。学位授与方針に基づく入学
者受け入れ方針が、前述したごとく、現在
の教育環境を前提にそれを機軸として改革
を進めることが、答申の具体化には捷径で
あろう。同様に、教育課程の改革を進めな
がら、いかに「出口」管理と「入り口」管
理を行うかを考えてみたい。その際に、準
備できる「中身」となる教育課程の編成と
実施を前提に入学者の志向性や学力を大学
として把握する必要がある。志向性は、学
部・学科の選択や推薦系入試における面接
などである程度確認することができる。学
力については、習熟度別クラス編成などが
求められる英語、それぞれの専門性におい
て基礎となる学力、たとえば理系にあって
は数学や物理あるいは数的処理、文系に
あっては国語や外国語などの理解力を通し
て、中等教育までの学習を確認することが
必要であろう。ここで留意すべきは、こう
した学力の診断は入試と異なること、学習
者の入学以後の学びの履歴を確認する手だ
てとなること、を周知させていなければな
らない。成績の可否を問うものではなく、
入学時における履修の方向性を決定するこ
とを十分に理解させることが肝要である。
また、学びの履歴を積み重ねていく「学習
ポートフォリオ」の基礎となるものである。
すなわち、初年次における、入学者の補う
べき学習や強化すべき学習を主体的に把握
し、必要な学習を自らが設計できる力をつ
ける第一歩として位置づけたい。【指標５
＝学位授与方針・教育課程編成方針に基づ
く入学者受け入れ方針の検証、入学時学力
診断の必要性】【入学者の学力診断】【学習

ポートフォリオの有無】【入学試験制度の
抜本的検討】【初年次教育プログラム】【高
大接続】

（國學院大學の取り組み）入学時の学力の
把握が、入試や導入教育の制度設計に必要
であるとの指摘を受け、学長のもとで検討
され、導入を決定した。学部としては実施
しにくかった全学的な施策として、平成
19年度入学者から「入学時学力診断」が
実施された。基礎学力を知るための国語と
英語の学力診断がなされてきている。年度
ごとのデータの分析がなされ、教育課程の
編成やカリキュラム改革の方向性を示唆す
るに効果を上げている。
　この診断を通して得られた結果でもっと
も留意すべきは、学力の二極化である。得
点分布は正規分布を示さず、ふたこぶ型を
示した。成績の上位層と下位層とが大きく
二分し、入学者層の二極化がこの診断に
よって証明されたのである。詳細な分析は、
別に譲るとして、教学の基本設計に大きな
影響を与えることとなった。
　成績の下位層へのできるだけ早い手当
と、そのための処方箋を用意する必要性に
迫られた。たとえば、国語についてはより
充実させるべきであるとの判断から、教養
教育の中で、従来外国語教育といった限定
的なものをより広範に「言語」という枠組
みを設けて日本語を加えて発想し、「日本
語基礎」科目を設置することとした。これ
をさらに拡大させて大学の特色を有する科
目として置くべきであるとの指摘もされて
いる。また、英語については、外国語教育
を見直す契機となり、基礎学力の涵養を目
的として標準科目を補完するリテラシー科
目を置くべきである、発展学習を保証する
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科目配置をすべきであるなどの施策提言を
行ない、具体化された。
　一方で、この結果は、とくに入試に関わ
る課題をも映し出すことになった。すなわ
ち、現今指摘される教科型入試と推薦系入
試との学力分布の相関が指摘されている。
有試験入試の一つとしてみなされるＡＯ入
試なども、実態は推薦系入試に近接してお
り、入学者の学力保障といった観点からの
検証が求められるゆえんである。
　また、全体的な教育課程編成については、
高大接続の関係より、初年次教育の必要性
が叫ばれて導入教育の項目を検討した。導
入教育の教科書『はじめの一歩』を編集し
て、専門基礎教育の中での基礎演習などを
通して実施されることとなった。本来、初
年次教育は、専門教育の導入とは分けて、
教養教育の一環として位置づけるべきであ
るとの指摘もこの議論の中から指摘され
た。また、ＦＤ研修などを通して、4年間
のうちの２年次の意味合いが重要であり、
従来看過されがちであった二年目の空白に
注視すべきであるという提言なども得られ
た。
　初等教育・中等教育を十分認識して大学
教育の教育を考えなければならないのは、
大学教育を実りあるものとしていくために
は不可欠である。その意味で、入学時にお
ける学力の診断は、入学者受け入れ方針（ア
ドミッション・ポリシー）をかけ声倒れに
終わらせないためにも必要な施策である。

６. 教育課程方針を支えるＦＤ活動
　データの集積と分析、これを基盤に据え
た施策の策定提案がなされなければ、エン

ロールメント・マネジメントに基づく教学
経営は成立しない。その意味で、その分析
に当たるＩＲなどの専門家は、アメリカな
どでは専門の職員がそれに当たることが多
いが、わが国では、教育の内実や大学の制
度に通じた教員や職員がそれに当たる必要
があろう。大学アドミニストレーターの職
域自体が十分に開拓されておらず、むしろ
教職一体の制度として立ち上げた方が、日
本の大学文化になじみやすいように思う。
　結局、教育課程の編成を実りあるものに
していくことは、教育に当たる教員の一人
ひとりの資質を高め、大学総体の組織を強
化し、教学経営がそれを支えていくことに
尽きると思う。いわば、三層の構図を考え
てみたい。その意味での教員個人の取り組
みについては、ティーチングポートフォリ
オやアカデミックポートフォリオを最終
的に視野に入れながら、研究活動だけを
重視するのではなく、教育活動における教
員評価をも適切に評価するシステムの完備
が求められる。つぎに、学部・学科のＦＤ
こそが本来であるべきだが、その主体的な
取り組みは大学ごとの歴史的経緯や背景に
よって異なるが、専門教育の視点にたった
独自の取り組みが必要である。いわば、Ｆ
Ｄ活動はこれまでの一般的な第一次的な展
開は、多くの大学ですでに行われてきてい
る。これからは答申の具現化に向けた第二
次的なＦＤが求められている。中層までの
ＦＤ活動については、詳細は別稿にゆずる
として、本稿ではその一環のデータを考察
することで、マクロ的な教学経営の枢要
な指標が浮かび出てくることを指摘した
い。【指標６＝ＦＤ活動（アンケート、授
業公開－ピュアレビュー、研修、ＦＤ関連
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の情報誌の公刊、統一テキストの編集、ア
ンケートの分析報告集の公刊、ＦＤハンド
ブック、シラバスの改訂）】【教員評価の有
無－とくに教育活動における評価】【ＴＰ、
ＡＰの有無】（國學院大學の取り組み）新
学部を除く既存4学部の卒業に必要な単位
は、124単位であり、専門教育と教養科目
との比率は、64単位：60単位で可能であり、
学生にとってはその志向性に従って、教養
総合科目および共通領域科目に重点を置き
履修する場合に、最大60単位を履修する
ことができる。この制度上の保証を学生が
どの様に活用しているかは、学生の実態を
調査してみることで検証できる。平成20
年度卒業生の過去4年間の履修総体に占め
る割合は、全学平均履修総単位132.72の
うち、専門科目76.34単位に対して、教養
総合・共通領域科目56.39単位であり、そ
の比率は57.6％対42.4％であり、その教
養総合科目や共通領域科目の占める比重は
軽くはない。
　國學院大學の教養教育を担う「教養総合
カリキュラム」は、平成7年度に発足し、
専門と教養との垣根を取り払い、学問の総
合化を企図して発足した。現在に至るまで
に数次にわたる改編を経て今日に至ってい
る。とくに、従来学部のカリキュラムに近
接する他学部科目を「関連教育科目」とし
て若干編入していたものを、できるだけ広
く開放して設計した「共通領域」は國學院
大學が誇る教育課程の編成といってよい。
専門と教養の垣根を低くしたことによって
懸念される体系履修の補完は、同時に「副
専攻」を制度設計することで緩和した。
　ただし、学士課程教育の構築にあたって、
考慮すべきは、以上のデータによって判明

するように、教養教育の教育課程に占める
意味はきわめて大きいが、その質保証がど
の様に機能しているかは、重大な問題であ
る。学部のカリキュラム編成権は、それぞ
れの学部に属し、教養総合のカリキュラム
編成権は教務部に属してきた。しかし、そ
の人事権は教務部にはなく、カリキュラム
と実際の運用との間に齟齬が生じてきた。
一方、学部は専門のカリキュラム編成に際
して熱心であるが、教養教育との兼ね合い
は看過されがちであった。このことは、教
養教育への無責任・無関心を呼ぶことにな
り、結果として学生が学ぶ教育課程での約
半数に近い教育が看過されることにもなっ
てしまうのである。こうした危機を回避す
べく、その担保を全学的に保証していこう
と構想されたのが共通教育を横断的に研究
調査し、運営にまで責任を持とうとする教
育開発推進機構であった。しかし、学内的
にはいまだ従来の慣習としての人事や教員
組織があり、これを早急に制度的に整備す
る必要がある。
　設置基準の学部学科の教員定数は、旧来
の学部を主体とした運営組織の発想を基盤
としており、教育課程編成における専門教
育と教養教育との相対化は、大学の主体性
にゆだねられている。したがって、早急に
これを大学全体における組織的取り組みと
して認識する必要がある。とくに学部を横
断する教育を行おうとしている大学におい
てはなおさらである。
　授業アンケートからうかがえるクラス規
模について、以下に述べる。現在、本学に
おけるクラス規模については、教務部にお
いて10人未満の少人数科目を次年度開講
しない申し合わせ（一部保全科目を指定し
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ている）をしているが、同時に大クラスの
抑制をも目標に掲げ、その具体的な方策を
検討してきた。しかしながら、大クラスに
は、時間割上の年度ごとの予測できない要
素、人気科目講師に集中する傾向（これは
クラスを細分しても効果が期待できない）、
学部の編成方針などの要素が背景として考
えられ、その抑制には、抽選制・事前登録
制の導入、時間割の自動生成、などが考え
られる。しかし、こうした施策には学生の
志向性や融通性を一方で制限することにも
なり、こうした施策に移行することは時間
割編成方針とあわせて考えられなければな
らない。
　こうした状況下、各種クラス規模にあっ
て、教育効果がもっとも期待できるものは
どの程度かの指標は、アンケート分析によ
り一定の規模を示すことができる。原則的
に、少人数クラスのほうが教育効果を期待
できる。その一つの目安が、50名以下の
クラスと200名以下とのクラスで、出席率
および回収率の相関と満足度が数値的な相
関を示している。しかし、前提として人文
系学部はクラス規模が比較的小さく、社会
系学部においては比較的大クラスが多いこ
とを勘案しなければならない。導入教育に
おいて、一定の枠とした30名（従来も語
学教育・教養演習は25 ～ 30名を基準とし
てきた）を少人数クラスの一応の基準とす
れば、各学部の導入教育科目もしくは基礎
教育科目の適正規模を考えることができる
だろう。
　しかし、いずれの分析結果からも、200
名を超え、300名以上、400名に及ぶクラ
スは、出席率・満足度の数値が100名以下
のクラスに及ばず、ほぼ到達値は半分ほど

であることからすれば、専門教育におけ
る数値的目標は、導入時期に当たる初年次
は、できるだけ少人数教育を行い、講義で
あっても100名から200名までのクラスを
維持してゆくように努めることで教育効果
が期待できる。また、教養総合科目（とく
に主要な位置を占める講義系科目）にあっ
ては、クラス規模が概して大きく、100名
以下は全体の３割に過ぎない。しかしなが
ら、講義形式の授業形態は、必ずしもクラ
ス規模が小さければ満足度が高いとはいえ
ない数値結果もあり、講義内容や授業形態
を工夫しながら、キャンパスごとに異なる
開講平均受講者数（平成18年度：渋谷181
名、たま202名）を実際にも維持し、300
名～ 400名のクラスを抑制することで、教
育効果の向上が期待できる。
　次に、アンケートの回収率と出席率から
見た成績との関係について述べる。
　出席率と単位取得・ＧＰＡポイントとの
相関があって、正比例することは明らかで
ある。同時に、いわゆる保険履修・履修放
棄の問題をも指摘し（いわゆる「Ｒ」評価
問題）、その改善を企図して新成績評価基
準の導入、ＧＰＡ制度の試行・本格導入（単
位の取得数による成績評価ではない、１単
位ごとの加重平均を算出する評価方法）、
キャップ制（年次別履修制限単位の上限修
正）を導入してきた。これを、アンケート
分析においても検証することができるよう
だ。
　評価される教員側からすれば、出席率が
悪い学生の評価に信憑性があるのか、出席
率の自己評価が出席率の三分の二に満たな
い者は除外すべきだとの意見もあった。し
かし、日常の授業は、そうした受講者も混



國學院大學教育開発推進機構紀要

─ 15 ─

在しているのであって、評価の母胎として
まずは算入しておくべきだろうとの考えが
あり、その時の総体を見ようということに
なった。
　授業評価アンケートの分析によって、予
測し得たことであったが、クラス規模に応
じて回収率、すなわち通常の出席率と判断
してよいと思われる数値が、クラス規模が
大きくなるにつれて悪くなる。これは、何
を意味しているか。クラス規模が大きくな
ると、見せかけの履修者の数が増え、結果
として履修登録に比して単位を修得できな
い者が増える傾向にある。したがって、受
講者側からすれば、選択科目や共通領域科
目群には保険履修的な履修の仕方が多くな
る傾向にある。出席率の低率傾向は、同
時に授業に対する正しい評価も下されにく
く、項目ごとの数値平均も先に挙げたクラ
ス規模を境界として、大きく別れる傾向に
ある。年次別履修制限単位の抑制は、適正
な履修を促し、適正なクラス規模の確保と
いった観点からは、検討を加えていく必要
があろう。また、保険履修といったが、こ
れは一面の理解であって、年次別履修制限
単位の適正数を検証しながら、教員の授業
への工夫や受講生の関心を惹起する方法の
改善などで、あきらめや途中放棄をやめさ
せることが期待できるだろう。
　次に、教員の意欲と優秀事例を通して何
が言えるかを考えてみたい。
　アンケート項目の「授業について」項目
11「教員は、意欲的に授業を進めていま
したか。」については、すべての項目の中で、
もっとも高い数値を平均で示している。こ
れは学部学科、また専門・教養科目といっ
た分野に関わらない。受講生の目には、教

壇に立つ教員は、熱意をもって、意欲的に
授業をしていると映っている。しかしなが
ら、その評価が、教員の授業の進め方（ア
ンケート項目７「教員の講義は、聞き取り
やすかったですか。」、８「板書などは、理
解の助けになりましたか。」）、あるいは履
修後の評価（12「この授業のレベルは適
切でしたか。」、13「この授業を履修して
よかったですか。」）と必ずしもむすびつか
ない。
　これは何を意味しているのだろうか。教
師は意欲的に熱弁を振るってはいても、受
講生にはそれが自分の理解を助け、興味関
心を引き起こすことに直接関わらないよう
に受け取られている傾向にある。あるいは、
教師の熱意が空回りしていて、教師と受講
者の間に授業の共有ができていないことを
示している。これは、きわめて留意すべき
事柄であり、教場における授業改善の必要
性がどこにあるのかも示唆している。
　学生参加型授業あるいは双方向授業の重
要性が、つとに指摘されているが、学生の
授業に関する関心興味、知識・学力、動機
づけなどに配慮しながら、かつ毎回の授業
の流れを意識して授業全体を組み立て、前
回の復習、今回のテーマを明確に示して、
その授業では何を学ぶかを簡潔に説明し、
一定の作業を課すようにすると、興味が湧
きやすくなる。そのためには、学力間格差
を埋めるための工夫ややむを得ず欠席した
学生のためのフォローに配慮することなど
が求められる。また、授業展開にはメリハ
リをつけ、学生の関心のあるトピックスを
選んで授業の導入部とするなどの「遊び」
も不可欠である。これは、授業評価アンケー
トの分析を通じて、協力いただいた優秀事
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例における工夫の実際である。いずれも、
受講生である学生の実態をつぶさに視野に
入れ、いかにしたら学生の参加意識を高め、
学ぶべきことがらに関心を持たせ、興味を
持続させつつ、自ら進んで知識や経験を積
んでいくかに配慮され、工夫されている。
今後は、各学部学科で、相互に同僚評価を
して、具体的な試みや工夫・実験などを広
く紹介し、共有してゆくことが求められる
であろう。
　國學院大學におけるＦＤ活動の取り組み
は、自己点検・自己評価の必要性から出発
した。その議論の過程でもっとも早急に取
り組むべきこととして学生たちが、いかに
授業に臨み、いかに感じ、そしてその結果
として満足しているか否かを把握する必要
があるという点であった。その具体的な取
り組みとして、「授業アンケート」の実施
がある。各教員が自分の授業のデータを理
解するだけではなく、全体の教育課程にお
ける各科目の位置づけや、全体の動向に対
する分析報告がなされなければならないと
の指摘がつとにあった。
　また、せっかくの時間と労力をかけて実
施しているのだから、これからのあるべき
授業のすがた、クラス規模、授業運営など
のモデルを、アンケートの分析を通して描
くことができればとの要請もあった。こう
して、平成１７年度のＦＤ委員会において、

「分析報告集」を作成する方向性を確認し
て、平成１８年度中に、平成１７年度実施
データの集計を待って、分析報告集の各委
員による執筆にかかった。この間、委員会
の中には、分析に際して統計学の専門家で
はないので、分析による正しい判断ができ
るか不安であるとの思いも寄せられた。数

値の統計分析の客観的な扱いも一方では必
要ではあろうが、教育の現場を知悉し、カ
リキュラムを理解し、各教員の特性を勘案
できるのは、やはり専任教員であり、数値
的な背後を読み取らねばならぬ要素も少な
くない、との指摘もあって、まずは試行的
にも始めようと、各委員の意見が集約され
た。
　今後、これを発展的かつ批判的に継承し、
アンケートシートの見直し、分析報告の方
法的検証を継続的に行う必要があろう。
　ＦＤ活動は、授業アンケートの実施・
分析報告集の刊行などの他に、ピュアレ
ビューを促進する公開授業、ＦＤ活動を研
究開発している研究者を招いて行うＦＤ研
修会、「ＦＤニューズレター」・ＦＤハンド
ブックの編集などをこれまでに実施してき
た。出発した当初は、まず全学的な委員会
からトップダウンで行った結果、全学的に
は前述した相当に有効なデータを集積する
ことができたが、授業改善の当事者である
学部の活動に十分な効果が見られず、学部
の専門を生かした独自の取り組みが行わな
ければならない。

７. まとめ
　以上、答申はこれからの目指すべき大学
の学士課程教育の構築に向けさまざまな提
案をしているが、それぞれの大学にはそれ
ぞれの建学の理念や使命があり、その間に
矛盾なく克服できる施策があって答申の言
う指摘は生きるように思われる。また、経
営的にも戦略的な判断や意思決定が必要で
ある。その選択を支えるのは、正しい現状
の認識と、その正確な分析と対応である。
そのために答申を具体化するための指標が
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求められる。それぞれの大学は、いかにし
たら答申の求める課題に対して、回答を用
意できるか。その指標ともなるべきものを
大学の実情に合わせて相互に検討すべきで
あろう。【指標７＝大学アドミニストレー

ター、ＩＲもしくはＩＲ部門の有無】【各
種データの一元管理】【データ分析に基づ
く政策提言機関もしくはそれに当たる職掌
の有無】

答申の具現化に向けた指標案

【指標１】＝	【経営責任者・教学責任者が大学の置かれた状況を世界規模で認識でき、当該大学の
課題を析出できるか】

【指標２】＝	【指標１で析出された課題に対して、具体的な中長期的計画を内外に示しているか】
	 【教育改革の基本方針・グランドデザインの有無】
	 【その計画を担保する組織が構築できているか】

【指標３】＝	【カリキュラムポリシーを中心に据えた教学の管理運営】
	 【ＧＰＡ、キャップ制、などの改革指標の提示】
	 【情報分析の担当部署の有無】
	 【エンロールマネジメントの意識と活用】
	 【ＩＲ養成の発想】

【指標４】＝	【情報の分析による教育課程の検証】
	 【開講授業数の効果的な配分と制御】

【指標５】＝	【学位授与方針・教育課程編成方針に基づく入学者受け入れ方針の検証、入学時学力
診断の必要性】

	 【入学者の学力診断】
	 【学習ポートフォリオの有無】
	 【入学試験制度の抜本的検討】
	 【初年次教育プログラム】
	 【高大接続】

【指標６】＝	【ＦＤ活動（アンケート、授業公開－ピュアレビュー、研修、ＦＤ関連の情報誌の公刊、
統一テキストの編集、アンケートの分析報告集の公刊、ＦＤハンドブック、シラバス
の改訂）】

	 【教員評価の有無－とくに教育活動における評価】
	 【ＴＰ、ＡＰの有無】

【指標７】＝	【大学アドミニストレーター、ＩＲもしくはＩＲ部門の有無】
	 【各種データの一元管理】
	 【データ分析に基づく政策提言機関もしくはそれに当たる職掌の有無】
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中世の『日本書紀』講釈にみる古典教授の知恵と実践
　

新井　大祐

はじめに

　筆者はこれまで、中世から近世初頭にお
ける神道思想史、とりわけ、同時代の神祇
書や縁起説話等から看取される人々の神祇
への信仰について研究を進めてきた。そし
て、それらの根底には、中世期における『日
本書紀』をはじめとする古典研究・注釈等
に見えつつも、実際はそれらの原典には還
元し得ない言説が存在することについて、
なぜ、当時の人々はこのような物語を考え
出したのか、という素朴な疑問があった。
　そのような中、この4月より、本学別科
神道専修（Ⅱ類）において、筆写自身が実
際に神道の古典についての講義を担当する
こととなり、大方が神社への奉職を目指す
学生達へ、1年を通じて『延喜式』の祝詞
を中心に据えつつ、『古事記』『日本書紀』
あるいは『古語拾遺』などをも織り交ぜな
がら講義を進めてきた。そして、毎回の授

業の中で、筆者がとくに口酸っぱく言って
いたのが「古典に学ぶ」という意識を持っ
てほしい、ということである。すなわち、

「古典を学ぶ」ということが、本文を読ん
で意味を理解し、その中の要語の読み書き
ができ、かつその梗概や成立背景などの概
要を知るといった姿勢を指すとすれば、さ
らにそこから一歩進んで、古典の中の様々
な記述から様々な先人の知恵を読み取り、
修得し、ひいてはそうして得た知恵や知識・
教養を日々の生活へ役立てられるようにな
れ、との謂いである。
　しかしながら、いざ実際にそれを伝え、
教えるとなると、なかなかスムーズにはい
かないというのが実情であった。
それらの理由の一つとして－無論、最大の
理由が自身の経験不足にあることは承知し
ているが－古典というものが、現代的な問
題と結びつく要素が少ないこと、あるいは
ほとんど“外国語”としか思えないような古

【要　旨】
　時事性や現実性の希薄さ、あるいはその難解さから、学生が苦手意識を持ちやすい「古典」の講義を行
うにあたっては、その内容や背景を分かりやすく教え、ひいてはその面白さをいかに伝えるかが苦手意識
を払拭することにつながると考えられる。
　そこで、小論では、自身の専門研究分野である中世神道思想史、就中、中世後期に盛んに行われた『日
本書紀』に対する講釈（講義）の様子を今に伝える「抄物」を中心に、そこに垣間見える当時の人々の古
典教授にあたっての工夫や努力などを見出し、それらを通して古典教授のあり方について若干の考察を加
えた。

【キーワード】
古典教授、中世、『日本書紀』講釈、抄物
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語の羅列などによって、学生にとってはそ
れらを身近なものとして捉えることが困難
であり、それ故に苦手意識が先行し、前段
階である「古典を学ぶ」という時点におい
て躓いてしまうという理由が挙げられる。
しかるに、神道・神社の世界においては、
記紀を中心とする古典を起源とする事象・
事物が多くを占め、そうした世界への奉
職を目指す学生が学ぶ、専門職業人とし
ての神職養成を旨とする我が別科等におい
ては、古典に関する教育は、世の一般的な
人文系学生に比して、その修了後に置かれ
る社会的環境すなわち日々の就業において
必要欠くべからざる実践的教養教育と言え
よう。そして、その修学にあたっては、前
述の通り、単に古典「を

・

」学び、古典につ
いて知

・ ・ ・

ってい
・ ・

るだけではなく、「に
・

」学ぶ、
あるいは「か

・ ・

ら」学ぶという意識が必須な
のである。従って、そのような古典を教授
する一教員としては、まずはその重要性と
難解な内容を分かりやすく教えることに
よってかかる苦手意識を払拭するとともに
修学意識のステップアップを図り、その上
で必要な教養・知識を身につけさせること
が大きな使命となろう。
　そこで、小論では、こうした古典教授の
問題について、自身の専門分野である中世
神道の文献、就中、中世期に盛んに行われ
た『日本書紀』講釈の講義録であり、当時
の講釈のリアルな姿を今に伝える「抄物」
から先人の「古典教授」における姿勢や手
法を見出し、まずは筆者自身が「古典に学
ぶ」ということを身をもって実践してみた
いと思う。

１．『書紀』受容史粗描

　まずはじめに、中世の『日本書紀』（以
下『書紀』と略す）講釈及び抄物を成立せ
しめた背景となる『書紀』受容の歴史につ
いて、若干の確認をしておきたい。
言うまでもなく、『書紀』編纂は第44代元
正天皇の発意によるものであり、舎人親王
らがその編纂にあたり、養老4（720）年
に完成した日本初の官撰の史書である。構
成としては、神代の物語を記した神代上・
下にはじまり、その後、初代天皇である
神武天皇から持統天皇までの事績を記す全
30巻からなる。
　このように、国家的事業として編纂が行
われた我が国史の嚆矢であるが故に、『書
紀』はその成立後も重視され、研究され続
けていくこととなる。
　そのような『書紀』研究の濫觴として、
平安期に朝廷において盛んに行われた、当
代一流の学者（＝博士）が貴族らに対し、
自身の研究とその成果に基づいて行った

『書紀』講義である「日
に ほ ん

本紀
ぎ こ う

講筵
えん

」が掲げ
られよう。平安期を通じて都合6回が開催
されたとされ、主として漢文体で記された
同書の訓詁・訓読について講じられ、その
内容は講筵が行われた年号を冠した「私記」
として伝えられている（1） 。
　しかし、これら「日本紀講筵」は、康保
2（965）年に行われた第6回を最後に、そ
の記録は見えなくなる。そして、その後、『書
紀』に対する研究はしばらく空白の時代が
続き、およそ300年を経た鎌倉時代の正応
6（1293）年に、卜部兼文・兼方親子によっ
て、従前の「私記」の内容を集成した『釈
日本紀』が成立する（2） 。この『釈日本紀』
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は、古代からの『書紀』研究の集大成と賞
すべきもので、後世の『書紀』研究に対し
ても大きな影響を与えることとなり、以降、
中世には『書紀』研究は活発化していくと
ともに、兼文・兼方を輩出した卜部氏がそ
の中心を占めることとなるのである。
　かかる卜部氏の古典研究については、そ
の一流である吉田家における家学家流の神
道である「唯一宗源神道」の発生と展開の
問題から、早く神道学の泰斗・宮地直一が
着目し、その後も、西田長男や久保田収、
あるいはそれらの研究を引き継いだ岡田莊
司氏などによる多くの研究があり（3）、また、
最近では、吉田神道創唱者である吉田兼倶
以降の中世期における『書紀』の進講・講
釈の実態を描き出した原克明氏による一連
の精緻な研究がある（4） 。よって、詳細は
それら諸先学の研究に譲ることとするが、
簡略に述べれば、同流は、古代律令制下の
神祇氏族の一であった卜部氏、とりわけ伊
豆国を拠点としていた一族の一人で京都の
平野神社預（神職）となった卜部平麻呂か
ら始まり、それより5代後の兼親・兼国よ
り、平野流（兼国）と吉田流（兼親・吉田
神社預）へと別れ、前者は中世には『書紀』
を中心とする神書の研究をよくしたことで
知られていた。それは、前述の『釈日本紀』
を編んだ兼文・兼方もこの平野流の卜部氏
であり、また、『太平記』巻25「自伊勢進
宝剣事」には、源平合戦の際、壇ノ浦で海
中へ没した三種の神器の内の剣と思しきも
のを伊勢の僧侶が見出し、公卿の日野資明
の下に持ち込まれるという物語が記されて
いるが、その際、「日本 記

（ママ）

ノ家」としての「平
野ノ社ノ神主」で兼方より2代後の卜部兼
員に下問がなされたとの記述が看取される

ことからも理解されよう。
　しかし、14世紀末に到ると、吉田流の
兼熙の尽力によって同流の力が強まり、
15世紀中頃には卜部（吉田）兼倶が出て、
ついに、近世を通じて諸国神社を支配する
に到る吉田家の基盤が固まり、両流の優劣
が決することとなったのであった。
　そして、この吉田兼倶以降の吉田家に属
する人びとがよく行ったのが、小論の中心
となる『書紀』講釈である。
ところで、かかる中世の『書紀』受容の問
題については、数十年前まで、歴史学界な
どにおいては等閑視されていたというのが
実情であった。
　そうした情況を如実に物語るのが、家永
三郎氏による評価であろう。
　すなわち、氏は中世期において『書紀』が、

「神典として尊重されることにより、かえっ
て学問的研究から遠ざけられるという不幸
な運命に陥」り、その原因として「書記を
神典化した中世神道が思想的にも、日本の
民衆の生きた信仰から遊離した、現実的意
義の乏しい、一部社家またはそれにつらな
る公家貴族の机上の観念論であ」り、そ
の結果、「書紀の学問的研究のために今日
読むには値するものは一つもないと言って
も、言い過ぎではないようである」と述べ
ている。つまり、中世期においては、『書記』
は、それ以前の博士達による厳密な訓詁を
中心とした学問的考証に重きが置かれた時
代とは異なり、一部の社家や貴族などが恣
に様々な注釈を施すとともに、それをもと
とした神道論が形成されていたといい、そ
のため、それらは『書紀』の受容の歴史的
有り様を見る上では必要ないというのであ
る（5） 。
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　他方、神道研究においては、前述の通り、
宮地や西田、あるいは久保田らが、前述の

『釈日本紀』をはじめ、中世における神祇
書を中心とする『書紀』注釈の問題につい
ての研究を進めている。
　さらに、こうした研究を受けて、中世文
学・芸能研究者の伊藤正義氏は、中世期の
歌論書などに「日本紀（記）に曰く」とし
て述べられながらも、『書紀』には還元し
得ない説話などに注目し、中世の学問的営
みの中に「「日本記」とは、日本書紀原典
の謂ではなく、日本紀にも見える神代上代
の物語という位の曖昧な用法だともいえる
のであるが、しかし、それを「日本紀」と
記し、それが誤りであるにもせよ、「日本紀」
だと考えた当時の理解があ」り、「日本書
紀原典から大きくはずれた中世日本紀が、
ひとつには、中世の思想と文芸の各分野に
ひろく沁みわたって、いわば通説化して行
き、常識化してい」たという現象の見出さ
れることを示し、こうした視点を「中世日
本紀」と名付け、中世期の学問や文芸を考
える上で、同時代の人々の『書紀』への関
心が重要となることを提起したのであった

（6）。
　以降、伊藤氏に続く中世期の和歌、芸
能、軍記物、本地物語などといった学芸・
文芸の研究者の間にも広く「中世日本紀」
という視点が浸透し（7） 、その結果、我が
国最古の国史である『書紀』、就中、神代
巻は、中世期においては、国の成り立ちを
はじめとするあらゆる文物の起源が記され
る、依って立つべき根源の書として捉えら
れていたことが解明され、中世神道研究に
とどまらず、中世の知・学に関する様々な
研究分野においては、今や『書紀』受容の

問題を抜きにしては語り難いという状況に
いたっているのである。

２．『書紀』講釈における教授者の工夫
　それでは、以下、中世に行われた『書紀』
講釈の実態と、そこに看取される教授者の
姿勢について見ていくこととしよう。
　そもそも、中世期の『書紀』教授に関す
る有り様がいかなるものであったかについ
ては、原氏が的確にまとめておられるので、
それを要するに、『書紀』教授等において
は一対一で行う師資相承の「伝授」といっ
た形態と、複数の人々の前で行われる「講
釈」の形態があり、前者が秘説や家学の形
成をうながし、後者はそれら秘説の披露と
家学公認の場として両者は密接不可分の表
裏関係にあった。
　かかる講釈の実態を伝えるものとして、

『書紀』などのテキストをもとに、教授者
が講釈に備えてテキストを抄録し、かつ、
種々の説をまとめ、注釈を加えた講釈手控
え、あるいは講釈を受けた人間がその内容
を筆記したノートたる「聞書」等の、「現
場で生成された」資料である「抄物」が作
成され伝来している。
　そして、このような「抄物」を考える上
でとくに注意すべきは、その講釈における
教授者の口述を出来うる限り忠実に筆録
しようとした姿勢が看取される点であり、
従って、口語脈で記されているものも少な
くないことから「現場」の雰囲気や様子を
知ることができ、加えて、これらの資料は、
後人によって書写が繰り返され、あるいは
さらなる注釈が施されるとともに、かつて
の受講者が、自身が受けた講釈の「聞書」
をもとに、今度は教授者として講釈を行う
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ための手控えを作成し、講釈を行うという
営為が繰り返されることによって、複合的
に再生し続けていったということである。
すなわち、文献資料のみならず、先人によ
る講釈をもとに、そこで得た知識をも盛り
込みながら、新たな講釈がなされ、新たな
抄物が作成されていくのであった（8） 。
　以上より、『書紀』講釈に係る「抄物」
類には、中世という時代における古典教
授の現場とその具体的内容が窺えるのであ
り、中世の教育の有り様を考える上でも価
値ある資料と考えることができよう。
　こうした『書紀』講釈関連資料の中でも、
筆者はとくに建仁寺両足院に伝来する、上
下2冊からなる『書紀』神代巻注釈書であ
る『神代上下抄』に着目したい。
本書については、すでに小林千草氏の詳細
な研究があるので小論も概ねそれを参考と
しながら進めることとするが（9）、それに
よれば、同本はその2冊目の奥に、

于時弘治丁巳六月廿六日於京城三条烏
丸挙白斎書写了
　　　　　　　　　　　　遁雲子誌之

と記されており、ここから、「遁雲子」す
なわち和仲東靖が弘治3（1557）年に書写
したものであることが知られ、さらに内部
徴証より、その原本が清原宣賢の『書紀』
講釈の聞書にあたる物であると考えられて
いる。
　この清原宣賢（文明7（1475）年～天文
19（1550）年）は、吉田兼倶の実子で、
専ら明経道（儒学）を家学とする公家であっ
た清原（船橋）宗賢の養子となった人物
で、その兄は、兼倶の教えを受け継ぎ、唯
一神道の教線拡大に功をなした吉田兼右で
ある。

　かかる環境にあった宣賢は、兄兼右とと
もに出自たる吉田家の家学である神道・神
書研究に尽力した事で知られ、さらに、『書
紀』講釈も良く行い、その講釈に係る抄物
も数多く残されている。
　以上より、本書からは、室町期後半の古
典講釈において主要な位置を占めた人物で
ある清原宣賢の『書紀』研究の足跡と、そ
の講釈の実態が窺知されるのであり、ひい
ては中世期の古典教授の有り様を知る上で
適当な資料なのである（10）。
　それでは、以下、具体的にその内容を見
ながら、『書紀』講釈がいかに行われてい
たかを探ってみたい。
　なお、各引用本文末（　）の数字は、本
書の翻刻を掲載した小林氏著作（11）におけ
る当該頁であり、下線はすべて私に付した
ものである。

①講釈の準備
	 －調査研究と講釈用ノート（手控え）の作成－
　小林氏の研究によれば（12）、本書の本文

の徴証より、宣賢が作成した「手控え」
が看取されるという。

　そして氏は、その「手控え」を「先抄本」
と「後抄本」に分類し、精緻な考証を加
えておられる。

　その説に従えば、まず「先抄本」とは天
理大学附属天理図書館所蔵『日本書紀神代
巻抄』にあたり、同書には、主に以下の先
行する諸書からの引用・転載が見受けられ
るという（13）。
（1）	吉田兼致抄出『日本紀和注』（天理

図書館所蔵）
（2）	吉田兼倶抄出『纂和抄』（同上）
（3）	文亀2（1502）年頃吉田兼倶講月舟
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寿桂聞書・兼倶補訂『日本書紀神代
巻抄』（同上）

（4）	文亀2年頃吉田兼倶講月舟寿桂聞書
『日本紀聞書』（建仁寺両足院蔵）

（5）	文明9（1477）年4月28日吉田兼倶
講景徐周鱗聞書（天理図書館蔵『日
本書紀神代聞書』）

（6）	文明9年4月28日吉田兼倶講横川景
三聞書（14） 

（7）	文明13（1481）年5月27日吉田兼
倶講景徐周鱗聞書第1種本（15）・同二
種本（16）

（8）	明応9（1500）年以降吉田兼倶講円
満寺聞書（天理図書館蔵『日本紀聞
書并神宮社家神事』）

（9）	吉田兼倶講桃源瑞仙聞書等『桃源抄』
所収抄物群

　このうち、（1）は兼倶の実子で宣賢の
兄の兼致、（2）は実父兼倶の手になり、
さらに（3）は実父が自身の講釈の受講者
の聞書へ手を加えたものとなる。また、（4）
～（9）はすべて実父の講釈を受けた者の
聞書である。
　さらに、この他、室町中期の当代きって
の碩学と称され、吉田家との関係も深かっ
た一条兼良（応永9（1402）年～文明13

（1481）年）の手になる『日本書紀纂疏』
も数多く引かれている。
　次いで「後抄本」とは、前記「先抄本」
の補訂版であり、これは天理図書館蔵『日
本書紀抄』がそれに当たる。
　この先・後の関係や編纂経緯の詳細につ
いては、これもまた小林氏の研究 に詳し
いため、それに譲るが、簡潔に述べれば、
兄であり兼倶の跡を継いだ兼致の子・兼満
が子を残さずに出奔したため、急きょ宣賢

の実子である兼右が、従弟の兼満の養子と
なる形で幼くして吉田家を継ぐこととなっ
た。宣賢はこうした形で自身の出自である
吉田家を継ぐ我が子へ「先抄本」を譲り渡
し、自身は改訂補訂版たる「後抄本」を作
成したという。
　さて、話を元に戻すが、以上のごとく、
宣賢は、実父であり師でもあった兼倶の著
作やその講釈の聞書などを博捜するととも
に、内容の精査・比較検討を行って「手控
え」たる講義ノートを纏め上げ、それらを
もとに講釈を行っていたということが知ら
れるのである。
　そこには、先行研究や師の講義録を調査・
集成しようとする「研究者」としての宣賢
の姿と、その成果に基づいて講釈を行うと
いう「教育者」としての宣賢の姿が看取さ
れるのであり、自身の研究の成果に基づく
教育を提供するという、現在の高等教育の
場で求められる理想的なあり方が浮かび上
がるのである。

②講釈の現場から（1）
	 －難しい事柄を自分の言葉で簡単に教える－
	 まず、第1冊の冒頭を見てみよう。

先ツ述人ノ時代ハ人王四十四代元正天
皇養老年中ソ　作者ハ一品舎人ノ親王
ト太朝臣安丸トソ　此両人勅ヲウケテ
撰之　サテ舎人ハ官ノ時コソトネリト
ヨメ名ノ時ハイエビトヽヨモウスト云
義アリ　トチヤラ決セヌソ（6）

　これは、『書紀』という書物の有する歴
史について述べたいわば「概説」部分であ
る。すなわち、『書紀』が養老年中に選録
されたこと、その選者は「舎人ノ親王」「太
朝臣安丸」（安麻呂）であることが記される。
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なお、「舎人」という語について、現在では、
『書紀』選者を「とねりしんのう」と称し
ているが、かつてはこれを、官職名として
の場合は「とねり」と訓み、人名の場合は「い
えびと」と訓むとも言う説が行われ、これ
をいかに読むかが定まっていなかったと記
す点は興味深い。
　それはさておき、上記の文を試みに文語
体とすれば、

先ツ述人ノ時代ハ、人王四十四代元正
天皇養老年中也、作者ハ舎人ノ親王・
太朝臣安丸ト云ヘリ、此両人勅ヲウケ
テ撰之、舎人ハ官ノ時コソトネリトヨ
メリ、名ノ時ハイエビトヽヨムト申ト
云義アリ、イズレトモ決セズ

程度となろうか。特に最後の「トチヤラ決
セヌ」は平仮名で記せば「どっちやら決せ
ぬ（ん）」となろう。
　今ひとつ、「海幸山幸」といった昔話な
どとしても有名な第2冊の第10「兄弟易幸
段」を見てみよう。

命ト尊トカ、チカウテ候　弟ナレトモ、
君ニ御ナリ有タルホトニ、尊ヲカクソ
兄ハ君ニ御ナリナイ、臣下テアルホト
ニ、命ト云チヤソ（198）

　すなわち、弟の彦火火出見尊（山幸）に
「尊」字が、兄の火闌降命（海幸）に「命」
の字が使用されていることについての説明
部分であるが、末部の「命ト云チヤソ」は

「命と云うじゃ（ぞ）」となる。
　こうした用例は本書の随所に見られ、こ
のような教授者の口述がそのまま口語脈で
記されているところに講義録としての「抄
物」の意義があり、そこから我々は多くの
人々の前でし

・ ・ ・

たり顔
・

で講釈を行っている宣
賢の姿を想像することが出来るのである。

　このような点に対し、小林氏は、例えば
祇園信仰（蘇民将来伝承）の根本資料とな
る『釈日本紀』の「備後国風土記」引用部
分について講じた、

兄ノ蘇民将来ハ貧テ仁ノ心カ有ルソ　
弟ノ巨旦将来ハ、弟ナレトモ、富貴シ
テ慳貪ニアツタ　巨旦ニ宿ヲ御借リア
ツタレハ惜シマラセナンタソ　蘇民―
―カ、アワレミマラシテ、宿ヲ借シテ
粟カラヲシキテ、脱粟ノ飯ト云テ粟飯
ヲマラシタヨ　進雄御悦有リテ、此恩
ヲ報セウスト有テ、此里ニ疫痢ノハヤ
ラウ時、此一家ノ中ニ茅ノ輪ヲ帯ヨ　
除二蘇民家一巨旦ソノ外国中、皆死タ
ソ　蘇民カ家ハカリ何事モナイソ、皆、
殃亡ニアウタソ（114）

という部分の「抄物くさい言い回し」であ
る「ゾ」などを省き、平仮名に直すと、

兄の蘇民将来は貧で仁の心が有
ある

、弟の
巨旦将来は弟なれども富貴して慳貪に
あった。巨旦に宿を借りあったれば借

か

しまらせなんだ、蘇民があわれみまら
して宿を借

か

して粟からをしきて脱粟の
飯と云て粟飯をまらしたよ。進雄御悦
有
あっ

て此恩を報ぜうずと有
あっ

て此里に疫痢
のはやらう時、此一家の中に茅の輪を
帯よ。蘇民の家を除き、巨旦その外国
中皆死だ。蘇民が家ばかり何事もない。
皆殃亡にあうた。

となる例、あるいは、『書紀』神代巻の会
話文を含んだ部分について、例えば伊奘
諾尊の黄泉来訪譚（神代上・第5段・一書
10）の、

時に泉守道者曰して云さく、「言有り。
曰はく、『吾、汝と已に国を生みてき。
奈何ぞ生かむことを求めむ。吾は此の
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国に留まりて、共に去ぬべからず』と
のたまふ」とまうす（18）。

　が、本書では、
纂疏ノ義ナラハ《ステニ同心申テ此国
ヲ生タヨ。一人ハ死タニナセニ生キタ
カツテハヲリヤアルソ。此国ニ御座有
テ去ライテ御座アレ》ソ（79）

（纂疏の義ならば《すでに同心 申
もうし

て此
国を生

うん

だよ。一人は死
しん

だに、なぜに生
きたがってはおりやあるぞ。此国に御
座有

あっ

て去らいで御座あれ》ぞ）
とされる点などを掲げ、同種の表現が多分
に見出されることから、「纂疏や日本書紀
神代巻本文を世話の言葉に和らげて弟子衆
に語った清原宣賢の存在、そして、それを
そのまま文字に固定した聞書者の存在が考
えられる」と述べている（19）。
　以上より、講釈において宣賢は、難解な

『書紀』本文をはじめとする典籍の記述を、
「世話の言葉」すなわち、世間で用いる日
常の話し言葉をもって説いたのであり、そ
こには、難解なことを難解なまま伝えるこ
とでは済ませず、受講者が出来うる限り理
解しやすいようにとの、教授者としての努
力と配慮が看て取れよう。
　また、前述の通り、「抄物」には、教授
者の口述をなるべく忠実に筆録しようとす
る態度が看取され、そこから、受講者とし
て講釈の場へと臨んだ当時の人々の、勉学
に対する真摯で真剣な眼差しと姿勢が知ら
れよう。

③講釈の現場から（2）
	 －身近な事物の例示－
　『書紀』第5段・第5の一書に、伊奘冉尊
が火の神を生んだ後に亡くなり、紀伊国の

熊野の有馬村に葬られた、という記述があ
る。
　これについて本書では、

熊野権現ハ天竺カラ影向ト云説アリ　
サリトテハ神書ニ有ホトニコノ説ハ悪
ソ（64）

との注釈が述べられている。この「熊野権
現ハ天竺カラ影向ト云説」は、南北朝期の
成立とされる『神道集』などに見える、天
竺の摩訶陀国の善財王の后である五衰殿と
その子（王子）が艱難辛苦を乗り越えて日
本に渡り、熊野権現として鎮まったとの縁
起説を指すものであろう。南北朝期以降、
このような、神がいったんこの世に生を受
けて衆生に交わり、苦しみを味わった後に
神と顕れて衆生を救うという「和光同塵説」
が隆盛していたのであり、この熊野権現縁
起は、そうした中世の神観を伝える代表例
として知られるところであるが、講釈にお
いて宣賢は、かかる「当時」の世間の説は

「悪」すなわち取るべきに値せずと指摘し
ている。
　このような、講釈の行われている「当時」
すなわち「今」を物語る箇所は随所に散見
し、より具体的には、

○又、備後ノ国風土記ニ（中略）武塔神
ハ進雄尊ノ別号ソ　其祠、今、彼国
ニ有ソ　疫隅ノ社ト云ソ（114）

○イソノカミハ、ソノカミト云心ソ　
イハ付字ソ　草薙ノ剱キヨリモマヘ
ノツルキチヤアルホトニ（中略）今
ノ布留ノ社ソ（131）

などの例があり、それらは枚挙に暇がない。
　このような、講釈がなされている「現在」
において、なかば一般化していると思しき
知識あるいは事物へと結びつけて古典テキ
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ストの講釈を行っている点は重要である。
　すなわち、あくまでもその主眼を遙か神
代という「過去」の理解へ起きつつも、そ
うした受講者の理解を助けんがために身近
な「現在」の問題を引き合いに出そうとい
う意識が見受けられるのであり、そこに、
古典を教授する者としての工夫が看取され
よう。

④講釈の現場から（3）
	 －メリハリのある進行－
　本書を見る限り、宣賢の講釈は、原則と
して、『書紀』神代第1段より本文及び一
書について、順を追いながら、およそその
上・下全編の解説が行われているが、随所
に「前ニ申タソ」あるいは「前ニチカウタ
ソ」などといった、既述部分を示唆する表
現が散見する。こうした中でもとくに注目
すべき事例として、『書紀』第4段・第6の
一書を講ずるにあたり、その冒頭に見える、

コヽカ干要ソ　前ヘ取テ帰リテソ　大
八嶋ハ前二申シタソ（64）

という表現がある。この「前」とは、1段
前の第3段「八洲起原段」を指すと思しい
が、まず「コヽカ干要ソ」と、この段が殊
更に重要であることを述べていること、さ
らにその後、「前ヘ取テ帰リテソ」すなわ
ち第3段へいったん戻って同段の既読内容
の確認をするよう受講者へ促していること
などより、同箇所についてはかなり力点を
置いて講釈を行ったことが知られよう。ち
なみに、このような、既読部分に立ち返る
ような例はさほど多くない。
　ところが、反対に、これに続く第7の一
書について述べる際には、

前ニ申タ異説チヤホトニ、ココニ申ニ

及ハヌソ、コヽノ段ノカワリハ、前ニ
ハ三段トハカリアツテ神ニナラレタト
ハナイ、コヽハ雷神ニナレタカチカイ
ソ　一段ハ山神、一段ハ竜神ソ（73）

との前置きが見られ、つまり、本段は概ね
前段の異説であるから、とくに前段との「カ
ワリ」（相違点）である、第6一書では伊
弉諾が軻遇突智を剣で単に「三段」に斬り
殺したと記すのみであるところを、本段で
は、その「三段」に斬られた軻遇突智の身
がそれぞれ神となったという説が見られる
点などについて詳述し、他は概ね割愛する

（「ココニ申ニ及ハヌソ」）という姿勢であ
る。
　以上のように、「前ニ申タソ」などとい
うような謂いには、このような割愛の場合
と、前の「大八嶋ハ前二申シタソ」のよう
に既読内容に対する反芻・反復の注意喚起
の場合とがあることが注意されよう。
　このような事例より、宣賢は、随所で既
述部分に対して示唆はするものの、記述内
容に遡及することは出来る限り最重要と考
えられる部分に限って行い、それに比して
重要度が軽い場合は反芻・反復の注意喚起
にとどめ、さらに、他と概ね同様の場合は
割愛するというように、内容の軽重を勘案
しながらそれに合わせた「程度意識」をもっ
て講義を進めていたことが窺い知れるので
ある。
　また、『書紀』第8段に見える出雲国で
の素尊と稲田姫との婚姻譚「乃

すなわ

ち相
と

与
も

に遘
みとの

合
まぐわい

して、児
みこ

大己貴神を生む」（20）という部
分については、

コヲ生ムマイラセタソ　大己貴ト申ス
ハ三輪ソ　チトチカイカ候　後ニ申フ
ソ（128）
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と述べ、紙数にすればこれより3丁ほど後
に、同段に係る第4の一書について述べた
部分で三輪明神に関して詳述している。こ
のように、ここでは前の例とは反対に、後
述（「後ニ申フソ」）という態度を取ってい
る点が留意されよう。
　以上のような、遡及と後述という表現や、
内容の軽重判断（程度意識）に係る態度な
どから、宣賢が、一連の流れの中で自身の
講義を正確に記憶・把握し、既述したこと
でも重要な点については的確に反芻・反復
を促し、また、本来的には現時点で解説す
べき内容であっても、後に講ずる関連部分
で合わせて詳述する方が効果的であること
を判断するというような、現読箇所以外に
も目を配ったメリハリのある講義設計を心
がけていたことが看取されるのである。

むすび
　以上、はなはだ雑駁ながら、清原宣賢が
行ったと目される講義の抄物である両足院
蔵『神代上下抄』を中心に、中世における『書
紀』講釈にあたっての姿勢や手法について
概観してきた。いまそれらを簡潔にまとめ
ると、

①膨大な資料や先行研究を博捜し、精緻
に選別・抄録・注釈等を行った上で、
その研究成果をもとに講釈を行う。

②古典の難解な内容をそのまま受講者へ
伝えるのではなく、一般的な言い回し
あるいは自分自身の言葉へ置き換え、
平易に語る。

③自分たちにとってなかなか卑近に感じ
られない「過去」の時代の事柄に対し、

「今」という視点を織り混ぜ、それら
に引きつけながら述べる。

④単調に原文を読み進め、解説するばか
りではなく、今読んでいる箇所以外に
も気を配り、要所で既述内容の復習や
反芻を促したり、既述ゆえに割愛した
り、あるいは、後に詳しく述べる箇所
の訪れること想定して後述を示唆した
りしつつ、メリハリをつけながら講じ
ている。

となろう。
　かかる宣賢の講釈に対する姿には、自身
の調査研究によるこれまでの成果や講義経
験などに基づいた研究者としての誇りや自
信と、そのような自己の蓄積するところの
知識を－出自の家学隆昌・教線拡大との意
図もあろうが－可能な限り披瀝して懇切丁
寧に教授・伝達しようとする受講者に対す
る教育者としての熱意と配慮を看て取るこ
とが出来るのであり、また、そのような宣
賢の姿勢の中には、古典の研究・教育に携
わる者にとって大いに学ぶ知恵と工夫があ
る。
　例えば、筆者自身、これまで行ってきた
講義を省察すれば、①のように先行研究に
基づきつつ研究や授業準備・設計に努めて
いるし、あるいは実際の授業にあたっては
②の如く、古典の内容を現代の言葉に訳し、
また、より一層くだけた若者言葉や流行語
をもって表現することもあった。
　しかし、③や④のような姿勢に接し、自
分の行ってきた講義と較べてみると、時に、
伝達することが困難な内容や事柄に対して

「そこにそう書いてあるからそうなのだ」
と片付けてしまったこと、また、同様の意
識から、テキストに記された原文及び現代
語訳・補注を機械的に単調に読み進め、ま
た、反対に、とくに重要であることを伝え
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ようと逸るあまりテキストを行きつ戻りつ
するような回も少なくなかったことなど、
努力が足りなかった部分や思い違いをして
いた部分などの反省点が見出されるととも
に、改善の糸口ともなったのであった。

　以上、授業において常日頃学生へ求めて
きた「古典に学ぶ」という営みを自身で実
践してみた。そこから、今より500年を遡
るにもかかわらず、中世期の古典教授の場
においては、すでに受講者の理解を助け、
深めるための様々な工夫が存在していたこ
とが理解された。
　そして、そこには現代における古典教授
に臨んで十分に参考となる多くの知恵が示
されていることが理解されると同時に、自
身の授業を省察するよい機会ともなった。
　無論、これらの姿勢や工夫は、宣賢が意

識的に行っていたものかどうかはにわかに
は判断し難い。しかし、それでも、500年
を経た今も彼と同じテキストを使用して講
義を行っている筆者の目から見て－随所の
秘説や珍説はともかくも－その講義姿勢や
工夫は納得の行くものであったことに違い
はなく、いま自身がなすべきことに対して
十分に「古典に学ぶ」ことが出来たのでは
ないかと想う。
　本年度と同様の次年度授業の担当が決
まったいま、これまでの自身の研究とは少
し違った角度から多くの先人達の古典注釈
書や抄物を読み返し、より多くの古典教授
のための知恵や工夫を探るとともに、今回
の自分の経験を通して、改めて「古典に学
ぶ」ということを学生達に伝えてみたいと
考えている。

註
（1）	これら日本紀講筵及び私記については、太田晶二郎「上代に於ける日本書紀講究」（『太田晶二郎

著作集』3、1992、吉川弘文館）や、日本古典文学大系 67『日本書紀 上』（坂本太郎ほか校注、
1965、岩波書店）解説 4「研究・受容の沿革」（家永三郎）が詳しいが、神野志隆光『変奏される日
本書紀』（2009、東京大学出版会）は最新の成果として注目される。また私記テキストについては、
黒板勝美編 国史大系『日本書紀私記・釈日本紀・日本逸史』（新訂増補、1999、吉川弘文館 ) に所収。

（2）	『釈日本紀』は註 1 掲『国史大系』や、神道大系古典註釈編 5（小野田光雄校注、1986、神道大系編纂会）
に所収。その研究には、同書小野田解題ほか、太田晶二郎「前田育徳会所蔵釈日本紀　解説附引書索引」

（『太田晶二郎著作集』5、1993、吉川弘文館）、西田長男「卜部家に於ける古典の研究」上・下（『國
學院雑誌』45 巻 3 号・4 号、1939）がある。

（3）	宮地直一遺稿集 6『神道史』下（1）( 宮地直一先生遺著刊行会編、1963、理想社 )、西田『日本神
道史研究』5 中世編下（1979、講談社） 、久保田『中世神道の研究』（1959、神道史学会）及び『神
道史の研究 遺芳編』（2006、皇學館大学出版部）所収の各種関係論文や、岡田解題校訂 吉田叢書 5『日
本書紀神代巻抄』（1984、吉田神社）及び「卜部氏の日本紀研究―兼文から兼倶まで」（『国文学 解
釈と鑑賞』64 巻 3 号、1999、至文堂）、天理図書館善本叢書和書之部 27『日本書紀纂疏・日本書紀抄』

（1977、天理大学出版部）解題（中村啓信）など。
（4）	原克昭「室町期吉田家の『日本書紀』進講史・断章（兼倶・兼右講二題）－附・兼満と日本紀－確

執と出奔のあわいより」（『むろまち』9、2005）、「室町期吉田家の『日本書紀』進講史・続稿－講
釈史ならびに進講前史・後史－」（『むろまち』10、2006）、「『日本書紀』進講史・断章－「日本紀
の家」盛衰記－」（『文学』隔月刊 9 巻 3 号、2008、岩波書店）。

（5）	註 1 掲、家永解説。
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（6）	伊藤正義「中世日本紀の輪郭－太平記における卜部兼員説をめぐって－」（『文学』40、1972、岩波
書店）。

（7）	例えば、阿部泰郎「中世王権と中世日本紀―即位法－と三種神器説をめぐりて－」（『日本文学』34
巻 5 号、1985、日本文学協会）、阪口光太郎「中世神代紀管見―中世日本紀の一側面について―」（『伝
承文学研究』40 号、1991、伝承文学研究会）、小川豊生「中世日本紀の胎動－生成の〈場〉をめぐっ
て－」（『日本文学』42 号 3 号、1993、日本文学協会）、黒田彰「源平盛衰記と中世日本紀―三種宝
剣をめぐって」（『国語と国文学』71 巻 11 号、1994）、桜井好朗「神話テキストとしての “ 中世日本
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（8）	原克昭「思想史文献としての《神代巻抄》－生成と再生－」（名古屋大学 GCOE「テクスト布置の

解釈学的研究と教育」第 4 回国際研究集会報告書『日本における宗教テクストの諸位相と統辞法』、
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（9）	小林千草『日本書紀抄の国語学的研究』（1992、清文堂出版）及び『清原宣賢講「日本書紀抄」本文
と研究』（2003、勉誠出版）。

（10）	大戸安弘氏「清原宣賢の神道講義と朝倉政権」（鈴木博雄編著『日本教育史研究』、1993、第一法規）
は、「教育」という観点から中世の宣賢講を論じており、大変参考となる。

（11）	註９掲、小林（2003）。
（12）	上掲、解説・研究篇全般。
（13）	同上、229 ～ 249 頁。
（14）	京都大学文学部所蔵『神代抄』、天理図書館吉田文庫蔵『日本書紀講義』、上賀茂神社三手文庫蔵『桃

源抄』、國學院大學図書館蔵『神代巻桃源抄』。
（15）	天理図書館蔵『神書聞塵』。
（16）	京都大学附属図書館蔵『日本紀神代抄』、内閣文庫蔵『日本紀神代抄』。
（17）	註 12 に同。
（18）	氏の『書紀』本文の掲出は、註 1 掲、日本古典文学大系本による。
（19）	註９掲、小林（1992）、56 ～ 59 頁。
（20）	『書紀』本文は、註 1 掲、日本古典文学大系本による。



國學院大學教育開発推進機構紀要

─ 31 ─

宗教系大学と「建学の精神」覚書
　

中山　郁

はじめに

　現在、日本の国公私立大学においては、
あらためて各大学の「建学の精神」「建学
の理念」（以下、「建学の精神」と表記）の
再認識と、それに基づく教育の整備が試み
られつつある。こうした動向を促した直接
の契機は、平成17年１月28日の中央教育
審議会（以下、「中教審」と略記）による
答申「我が国の高等教育の将来像(答申)」[中
央教育審議会　平成17年]にあるといえよ
う。この答申は私立大学を「各大学の建学
の精神を生かした独自の校風による教育・
研究の実施は、多様性に富んだ個性豊かな
人材の育成や、多様な知的価値の創造等を
通して、我が国のあらゆる面での発展を支
え」るものとして、国公立大学とともに我
が国の高等教育の重要な一翼を担う、高い
公共性と社会的責任を持つ存在と位置付け
ている。そのうえで、今後各大学が競争的

環境の中で、建学の精神に則った「個性輝
く大学づくり」を行う必要性が強調されて
いる。
　「建学の精神」に関しては、上記の答申
が出される以前からも高等教育の世界では
関心がもたれており、主に大学関係者を対
象とした雑誌においてしばしばとり上げら
れてきた。しかし、これらの記事、論述の
多くは、例えば各大学の理念について経営
者が述べたものや、大学の教員が自校の教
育理念について探求したものが多く、日本
の大学教育史のなかにおける「建学の精神」
のありようの変遷や、現在進められつつあ
る大学改革の流れのなかでの位置づけ、さ
らにこれをどのように各大学の教育、こと
にカリキュラムのなかに生かすことができ
るかなど、広く高等教育全体を見渡した枠
組みでの研究は、まだそれほどなされてい
ないように思われる。このことは、国公立
大学などの一般大学が掲げる「建学の精神」

【要　旨】
　現在、日本の各大学においては「建学の精神」と、それを活かした教育への模索が行われている。本稿
では、宗教的信仰を背景とした「建学の精神」を掲げ、主に宗教教育を通じた人材育成に努めてきた宗教
系大学の事例に着目しながら、近代から現代にかけて「建学の精神」とそれに基づく教育が直面してきた
問題点の整理を試みる。そのうえで、平成期に急速に展開してきた大学教育改革のなかで、なぜ再び「建
学の精神」が注目をうけ、問い直されるようになったのかについて若干の考察を行いたい。

【キーワード】
建学の精神・宗教教育・キリスト者条項（クリスチャン・コード）・公共性・大衆化
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が、しばしば抽象的であり、具体的なイメー
ジを持たせにくいという性格を有している
こととも関係しよう。
　これに対して、私立大学の中でも、「宗
教系」と呼ばれる、神道、仏教、キリスト
教、新宗教の各教団が母体となって設立さ
れた大学の場合、非宗教系の大学に比べて、

「建学の精神」に基づいた明確な教育理念
を打ち出し、それを主に、「宗教教育」と
してカリキュラムや学校運営の中に生かし
てきたという事が出来る。さらに、近年で
は宗教教育を「自校教育」と関連付けたり、
自己点検・評価報告書や大学教育改革プロ
グラム（GP）に代表される競争的資金の
獲得に際して、積極的に宗教的な「建学の
精神」を前面に打ち出していく傾向が看取
される。つまり、宗教系大学における「建
学の精神」と、それに基づいた教育活動
は、平成に入ってから大学教育改革やファ
カルティ・ディベロップメント（Faculty
　Development、以下FDと略記）活動と
連動し、活性化しつつあるということがで
きよう。
　それでは宗教系大学における、宗教的な

「建学の精神」と、それに基づく教育は、
近代の私学史のなかで、どのような経緯を
辿ってきた末に、現在各大学において見直
されつつあるのだろうか。そこで、拙稿で
は、先ず宗教系大学、とくにキリスト教系
の大学を中心に、「建学の精神」とそれに
基づく教育の変遷をたどりつつ、それが直
面してきた問題点を整理する。そのうえで、
平成期に急速に展開してきた大学教育改革
のなかで、なぜ再び注目をうけ、問い直さ
れるようになったのか、そして今後の大学
教育の中でどのように生かし、展開される

べきか、その方向性について若干の考察を
試みたい。

1.　宗教系大学と宗教教育―直面して
きた課題―

　平成５年（1993）における日本の宗教
系大学は、大学総数534校中91校、短期大
学595校中136校を数える。このうち、宗
教別でいうと、キリスト教系は144校、神
道系４校、新宗教系４校、仏教系75校と
なり、日本の全大学・短大数の約五分の一
を宗教系が占めていることになる[井上　
平成９年　215、223]。大正末年までの大
学令下の私立大学２２校のうち、宗教系大
学は國學院、同志社、立教、大谷、龍谷、
立正、駒澤、高野山、大正の９校であった
から、その後、80余年の間に宗教系の高
等教育機関は、大学の場合10倍、短期大
学を含めると20倍以上に増加したことに
なる。宗教系大学は、日本の高等教育にお
いて、質・量ともに、極めて重要な一翼を
担い続けてきたと言えよう。
　しかし、ひとくちに「宗教系大学」と
言っても、その創立目的や教育体制には、
背景となる宗教によって大きな相違がみら
れる。すなわち、キリスト教系の大学の場
合、多くが「ミッションスクール」という
言葉に示されるように、キリスト教主義教
育を通じた伝道を目的として創立されたの
に対して、仏教系大学の場合、駒澤大学や
大正大学に代表されるように、各宗派の僧
侶養成機関として発足した例が多くみられ
る。また、神道系の國學院や皇學館の場合、
神職の養成は確かに重要な役割のひとつで
あった。しかし、國學院およびその設立母
体たる皇典講究所は、「國體ヲ講明」する
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学問としての国史、国文、国法、すなわち
国学に基づき日本の伝統文化を明らかにす
る機関として、当初から一般家庭の子弟を
迎え入れている。以上のように、宗教系大
学は、多様な創立経緯と教育目的を有して
おり、一律に捉えることはできない。しか
し、各大学の共通項としては、先ず第一
に、主に宗教教団を背景に創立されている
こと、第二に、設立団体の信仰を反映させ
た「建学の精神」を持つこと、そして第三
に、程度の差はあれ、そうした「建学の精
神」を具現化するための教育が実践されて
いる点が挙げられる。ゆえに、本稿におい
ては、「宗教系大学」を、上記の要素を有
した、本質的に宗教的信仰や理想に基づい
た教育、すなわち「宗教教育」を中核に据
えた高等教育機関としてとらえたい。
　ところで、宗教系大学も含めた日本の私
立大学は、明治期以降、国家が主導して設
立されたのではなく、「民による「下から」
の自生的なシステム」[天野　平成９年　
163]として形成され、近代国家における
教育システムの中に位置づけられつつ量的
拡大を果たし、現在に至るまで「高等教育
学歴人材」と言われる若者たちを恒常的に
かつ大量に生み出してきた[天野　平成９年
325]。その意味において、私立大学は「私
立」との表記とはうらはらに、近代日本社
会を担う人材と研究者とを多量に供給する
という「公共性」を有し続けてきたといえ
る。宗教系大学もそのなかにあって、特定
の宗教信仰に立脚する教育機関であるとと
もに、私立高等教育機関の重要な一翼とし
て、国民の教育と学術的研究を担うという
社会的公共性をも有してきたのである。
　以上のように考える場合、ふたつの疑問

点が浮かび上がってくる。そのひとつは、
宗教系大学がおのおのの宗教的理念に基づ
いた教育を行う機関であるとともに、公共
性を持つ存在であるとするならば、その宗
教教育は国の高等教育政策とどのように関
わってきたのか？ふたつ目は、宗教系大学
の公共性は、具体的には、信者など特定の
教団の関係者以外に教育の門戸が開かれる
ことによって担保されるとするならば、社
会に対する公共性をもつ教育機関として
成長していくということは、多数の非信者
層を学内に迎え入れるということに他なら
ない。そうした過程の中で、各大学の「建
学の精神」に基づいた宗教教育や教育組織
の性格はどのような変容を遂げていったの
か？という点である。そこで、以下宗教系
大学が社会の中で担う公共性の問題を意識
しながら、これらの大学が直面した、国の
高等教育政策との関係、非信者層の受け入
れによる変容という、ふたつの課題につい
て考えてみたい。

A、戦前における宗教教育の課題
	 ―対学外の問題―
　日本の私立大学史は、ある意味において、

「国家有用の人材」を供給するために国家
が創設した官立大学に対して、私立大学が
徐々に自己を主張し、その立場を国家に対
して認めさせていく道程とも言える。しか
し、こと大東亜戦争敗戦前においては、そ
れは国家が策定した高等教育の制度的枠
組みに、自身を適応・順応させていく―大
学によっては、それを余儀なくされる―あ
ゆみでもあった。むろん、これを「近代天
皇制国家」による「教育統制」として捉え
る見方も可能であろう。しかし、たとえ官
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立大学の機能を補完するという目的から始
まったにしろ、国による高等教育政策のな
かでの位置づけを獲得することによって、
私立大学の水準が高められ、社会的により
公的な地位を獲得していったという点を看
過してはなるまい。その一方で私立大学が
国の高等教育行政の中で一定の立場を得る
ということは、自らの建学の精神と、それ
に基づく教育を、国家的な教育方針にすり
合わせていくことを促すものであった。と
くに宗教系大学にとって、それは、単にカ
リキュラムの問題のみならず、学内におけ
る宗教教育そのものに、大きな影響を与え
るものであった。
　宗教系大学の発生は明治初年にさかのぼ
るが、その中心となったのは、キリスト教
系、ことにプロテスタント系の私学群で
あった。これらの学校は明治21年には神
学校12校のほか、男子校14校、女子校36
校を数え、5000名を超える在学生を擁し、
このなかから明治学院、立教学院、青山学
院、同志社、東北学院、関西学院など、の
ちにキリスト教系大学の雄となる大学が輩
出し、また、女性に対する高等教育にも大
きな足跡を残している。これらの学校にお
ける教育の力点は、聖職者の養成よりも、
むしろ「キリスト教主義」に基づく世俗的
な教育におかれていたとされている[天野
　平成9年　280,281]。一方、仏教系は浄
土宗、真宗、真言宗などの各宗派が、近世
における学林・檀林・学寮などの僧侶養成
機関を基幹に創立した学校として展開して
いった。しかし、これらの学校が在俗者教
育に積極的に関与していくのは、大正期に
入ってからのことである。また、神道系で
は明治15年に東京に皇典講究所、そして

伊勢に皇學館が創立され、同23年には皇
典講究所を設立母体として國學院が開校さ
れ、神道人や一般家庭の子弟に対する教育
を本格化させている。國學院では、国史、
国文、国法を学ぶこと自体が、すなわち神
道を学ぶことであると考えられていたので
ある。［藤田　平成21年］
　以上のように宗教系大学は、キリスト教
系や神道系を中心に、いわば非信仰者を受
け入れながら生成を始めたといえるのだ
が、その教育は、とくにキリスト教系の場
合、「キリスト教主義教育」の言葉に示さ
れるように、極めて宗教的な教育が、熱意
ある宣教師や日本人教員のもとで行われて
いたことは各大学の校史によってつとに知
られるところである。
　一方、周知のように明治政府は、政教分
離の立場から、基本的に学校教育上の宗教
教育を抑制する方針を取っていた。すなわ
ち、明治5年（1872）年に文部省より発布
された「学制二篇」では、神官・僧侶の教
育への関与が認められていたものの、翌６
年には神官・僧侶学校は認められられなく
なっている。さらに明治12年、学制に代
わって制定された教育令においても、宗教
系学校は「各種学校」の立場に甘んじざ
るを得ない立場に置かれていた。そのう
え、明治32年の私立学校令と、同時に出
された文部省訓令第12号において、官公
立学校及び中学校令に準拠する私立学校で
は「課程外タリトモ、宗教上ノ教育ヲ施
シ、又ハ宗教上ノ儀式」を行ってはならな
いとされた。この結果、教団立の学校での
宗教教育は基本的に不可能とされ、このた
め、ミッション系の学校はキリスト教教育
を廃止するか、各種学校に戻ってそれを継
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続するかの選択を迫られた[井上　平成9年
　７－8]。そして明治37年の専門学校令、
大正７年（1918）の大学令に至るまでの、
国による高等教育整備政策は、教育機関と
しての公的な位置づけや、学生募集のうえ
で重要な徴兵免除や中等学校教員免許の無
試験検定の特典の付与とひきかえに、私学
に対して国の基準を満たす教育内容を求め
ていったのである。それゆえに宗教系私学、
ことにキリスト教系の諸学校では、建学の
精神に従った教育と、学校としての存続、
維持・発展との間でしばしば苦悩を強いら
れたのである[寺崎　平成18年　339]（１）。
　以上のように、宗教系大学およびその前
身となる各学校における宗教教育の在り方
は、基本的に明治期には概ねの方向性が確
定し、こうした基本線が昭和20年（1945）
の終戦に至るまで、宗教系大学における宗
教教育を抑制する、外的な要因であり続け
たのである。

B、戦後における宗教教育の課題
	 ―学内体制の問題―
　高等教育における宗教教育の規制は、昭
和20年の敗戦と、新しく公布された日本
国憲法の「信教の自由」および「政教分離」
の原則に沿って実施された教育改革によっ
て一応の解消がなされた。一般に、宗教教
育は①宗教の知識教育（各宗教の由来、歴
史的展開、教義の基本などを学術的に理解
させるもの）、②宗教情操教育（宗教的な
情操を養い、宗教的な感情への理解を育て
るもの）、③宗派教育（特定の宗教・宗派
の立場に基づいた教育）に分類されるが、
戦後は国公立大学においては①の宗教の知
識教育のみが、宗教系大学においては①か

ら③の全てが可能とされるようになったの
である[井上　平成10年　215]。さらに戦
後、宗教団体による学校教育事業が活性化
し、昭和24年以降、龍谷、大谷、大正、立正、
駒澤、高野山といった仏教系、立教、同志社、
関西学院、上智などのキリスト教系、さら
に神道系の國學院といった旧制大学令下の
大学が、あらたに新制大学に移行した（２）。
これに加えて明治学院、東京神学、東北学
院、青山学院、関東学院、花園、京都女子、
光華女子、佛教、天理など、それまで専門
学校として存続してきたキリスト教、仏教、
新宗教系の学校も新たに大学として認可さ
れている。さらに、国際基督教大学や創価
大学に代表されるように、戦後、新設され
た宗教系大学は枚挙にいとまがない。
　以上のような戦後の教育改革を通じて宗
教系大学は、建学の精神に基づいた宗教教
育を行う環境を確保することを得たもの
の、日本が主権を回復し、本格的な経済成
長期にさしかかるとともにあらたな問題に
直面しはじめる。
　周知のように戦後日本における大学進
学率は、日本社会の経済的発展と歩調を
合わせて向上していった。先ず、学生数
は昭和25年には224,923名であったのが、
昭和45年には1,406,521名、平成2年には
2,133,362名、平成16年は2,809,295名に
まで伸びている。日本の大学は1960年代
から「大衆化」の段階に入ったとされてい
るが、こうした急激な進学者の増加は、主
に私立大学の拡張によって支えられてき
たといってよい。日本の大学数は昭和25
年には201校であったが、同45年には382
校、平成２年には507校、同16年には709
校にまで増加している（３）。こうした流れ
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の中で、多くの私立大学では、進学者急増
に対応して学部を増設し、総合大学化を志
向するようになっていった。また、その結
果としての入学者の増加と授業料収入の増
加は、大学経営上、設立教団や伝道団によ
る財政からの独立を促し、宗教的な建学の
精神の希薄化と、世俗化の傾向が、大学の
みならず宗教立の私学全体にみられるよう
になっていった[鈴木　昭和60年　116・
117]
　先ず、キリスト教系大学を巡る状況と
しては、昭和34年（1959）に刊行された

『日本におけるキリスト教学校教育の展望
と課題』において、既に、キリスト教教師
の少なさ、学生・生徒数の増加、宣教の熱
意の低下など、教員不足と世俗化の懸念が
示されている[基督教学校教育同盟　昭和
35年　85]。さらに昭和50年代に日本宗教
学会の「宗教と教育に関する委員会」が実
施した宗教教育に関する調査成果をまとめ
た『宗教教育の理論と実際』には、当時の
神道、仏教、キリスト教、新宗教などの宗
教系学校における宗教教育の実情が報告さ
れ、大学内部における「世俗化」と、宗教
教育の不振が明らかにされている。例え
ば、久保田圭吾氏は、昭和40年代のキリ
スト教系教育について、「その方向として
は、教育の世俗化とマスプロ化の中で、建
学の理念としてのキリスト教精神を活かし
ながら、知育に偏らない人間教育を指向す
ることのなかに、活路を見出している傾向
が窺われる。」[久保田　昭和60年　97]と
し、学園の拡大によるマスプロ化と非信仰
者の増大による、キリスト教系学校の変容
について指摘している。同様の事例は新宗
教系の大学にも見られ、飯田照明氏は天理

大学における宗教教育の現状について、「よ
ふぼく会」「成人会」「海外布教伝道同志会」

「雅楽部」など学生による自主的な求道活
動がある一方で、「学生のほぼ半数を占め
る未信者の学生は、概して宗教や信仰にた
いして無関心である。しかし学校を包む信
仰的な雰囲気に有形無形の影響をうけ信仰
に興味を持ち、行事には比較的よく参加す
るが、教学の講義にはあまり関心を持たな
い。」［飯田　昭和60年、364］ことを明ら
かにしている。
　以上の報告は、進学率の上昇に伴う大学
の規模拡大による非信仰者学生の増大に、
学内における「世俗化」すなわち、宗教系
大学としての宗教性の希薄化の原因を求め
ていると言えよう。また、大学の「大衆
化」は、旧態依然たる大学教育に対する学
生の不満を呼び起こし、それを契機として、
60年代以降の激しい学生運動を引き起こ
した。その過程でキリスト教系大学の中に
は、青山学院や関東学院のように、神学部
の廃部や、キリスト教科目の必修からの消
滅、全学礼拝時間の廃止に至った例も看過
してはならないだろう。
　以上、明治期から昭和末期にかけての宗
教系大学が直面した課題について述べてき
た。宗教系大学は、信仰者以外の学生の受
け入れにより、その経営と規模を拡大し、
それによって国の高等教育政策の中におけ
る公的な位置付けを獲得していった。反面、
いわゆる戦前期には「建学の精神」に基づ
く宗教教育について、国からの強い規制下
に置かれていた。いうなれば、戦前の大学
における宗教教育は、国という学外からの
規制と対峙しなければならなかったといえ
る。反面、敗戦以降は、宗教教育の自由が
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一応担保されながらも、大学進学率の上昇
にあわせた大学の規模拡大にともない、学
内の「世俗化」と宗教教育の形骸化が進行
するなど、いわば、大衆化時代の大学とし
て、内部からの問題をはらむようになって
いったということができよう。それでは、
こうした大学の規模拡大に伴う質の変容
は、宗教的な「建学の精神」に基づく大学
組織に、具体的にどのような影響を与えた
のであろうか。以下、明治学院大学と四国
学院大学という、ふたつのキリスト教系大
学の事例から考えてみたい。

2.　「建学の精神」の危機―キリスト者
条項の問題から―

　大学の「大衆化」に伴う経営規模の拡大
は、各大学の建学の精神や、その背後にあ
る宗教への信仰、または親近感を持たない
学生の増加をもたらしたが、それだけが、
とくにキリスト教系大学において言われ
る「世俗化」の主な原因とはいえない。経
営の規模拡大は、学生のみならず、非信仰
者の教職員が学内に増加することを意味す
る。学生と違い、教職員は大学のカリキュ
ラムや運営の担い手であることから、その
中での非信者の増加は、宗教的な建学の精
神に従って運営されている大学の教育方針
自体に大きな影響を及ぼすものといえる。
この問題は、他の宗教系大学、ことに神道
系のように明確な「信者」概念を持たない
大学ではあまり問題とされることはない。
しかし、キリスト教系大学の場合、教育の
共同体としての教職員組織が、同時に、教
団の信仰共同体を兼ねるかたちで組織が運
営され、「建学の精神」を体現した教育を
支えてきたのである。しかし、非信者の教

職員の増加は、そうした宗教共同体として
の教職員組織の質の変容をもたらすもので
あった。このような流れの中で浮かび上
がってきたのが、大学の役職者をキリスト
者に限る、いわゆるキリスト者条項（クリ
スチャンコード）の問題である。『キリス
ト教学校教育』（2003年3月号2面）に掲載
された、キリスト教学校教育同盟が加盟校
に対して実施したクリスチャン・コードに
関するアンケート調査の結果によると、ア
ンケート回答時点でクリスチャンコードを
有する学校は、101法人中77法人（83％）
に及び、多くの法人が理事長、院長をキリ
スト者と定めているうえ、理事会構成員に
コードが適用されている法人は９５％にの
ぼるとされている。しかし、一方で、理事
会でのキリスト者の率は66％と下落して
いるという。また、初等・中等教育に比し
て、大学の場合、キリスト者教員の率は低
下し、キリスト者教員の率が30％を越え
る大学は15校、それも全て短期大学か女
子大学であり、学生数2000人以上の規模
の大学で３割以上のキリスト者教員を有す
る大学は１校だけとなっている。そして、
学長、副学長、学部長をクリスチャンコー
ドから除外する事例が増えてきていると報
告されている。
　以上の調査事例からは、まず、キリスト
教系大学においては、全体的にクリスチャ
ンコードの維持への志向が非常に高いこと
が伺われる。これは、学校の「建学の精神」
や教育目的とキリスト教が密接に関連する
という、キリスト教系大学の性格からすれ
ば、当然のことかも知れない。しかし、一
方で理事会及び教員ともに、クリスチャン
コードを解除し、非キリスト者の参加に頼
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らざるを得ない面が伺われる。とくに、教
員については主要な学部長、副学長はもと
より、後述する明治学院のように、学長の
コードを解除している例も見られるが、こ
れは、キリスト者の人員が経営陣、教員と
もに不足していることを表している。キ
リスト教信者が日本の中で全人口の1％の
枠を超えられないでいる状況が、教職員の
補充に決定的に影響を及ぼしているのであ
る。さらに調査によると、短期大医学、女
子大学など比較的小規模校ほどキリスト者
の比率が高くなり、学校規模の拡大と比率
とが比例していることが伺われる。さらに、

「キリスト者」といっても、学校の設立母
体となるミッションの関係から、具体的に

「福音主義キリスト教会の信者」「プロテス
タント教会の会員」さらには、特定の教派
の「信仰告白をしている者」との細かい制
約を設けている法人も存在しているが、そ
れだと学校経営、教育に必要な人材を集め
ることが不可能になってきている状況であ
るという。こうした中でおこったのが、キ
リスト者条項の撤廃に踏み切る大学の出現
である。その事例として、明治学院の事例
を紹介してみたい。
　明治学院は文久3年（1863）J．C．ヘ
ボン夫妻が横浜に起したヘボン塾に起源を
持ち、明治19年、（1886）、ミッション系
の神学校や各学校が合併して「明治学院」
を称し、翌年、東京府から私立明治学院の
設置が認可された。さらに大正6年（1917）
高等学部としていたが、昭和24年、新学
制下で明治学院大学となった。当初は文経
学部第一部(英文学科・社会学科・経済学
科)と文経学部第二部(同)からスタートした
が、昭和40年（1965)、第一部・二部社会

学部と文学部フランス文学科を設置。翌
41年に法学部法律学科及び法学部第二部
法律学科を設置。さらに昭和60年以降に
は事業拡大路線をとり、61年には国際学
部国際学科、平成2年（1990）に文学部芸
術学科、心理学科、法学部政治学科を設
置。そして同12年には法学部に消費情報
環境法学科を新設して五学部体制をとるな
ど、経営の拡大を果たしてきた。このため、
昭和28年には137名であった専任教員が、
平成20年には286名にまでふくれあがって
いる。そうしたなかで、昭和50年代より、
学内において学長職の非クリスチャン化の
要望が教員の間で浮かびあがってきた。そ
の背景には、全教員のうち五分の四を非ク
リスチャンが占めるのに対し、学長選挙に
おける被選挙者は、五分の一しか存在しな
いクリスチャン教員にしかない、という教
員組織の変容があったという。その結果、
学長職のクリスチャンコードが撤廃された
上、平成8年には非クリスチャンの学長が、
チャペルでキリスト教主義教育の推進に努
力するとの宣誓のもと、就任している。
　一方、こうした状況の中で、明治学院に
おいては、キリスト教主義を維持していく
ため、①五名の新任人事のうち、少なくと
も一名を極力キリスト者から採用する（五・
一コード）、②職員、附属中高でも五・一コー
ドを守る、③大学内にキリスト者副学長を
置き、キリスト教主義教育推進委員会を主
催する、④大高中におけるキリスト教教育
科目の充実、⑤チャペルアワー等、入学式、
卒業式の礼拝形式の維持、⑥学長就任式で
の誓約、⑦新任勤務員の〈建学精神〉研修
⑧学院牧師、学院教会の設置、法人宗教課
設置による全学院的宗教活動の実施、⑨キ
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リスト教研究所の活発化、⑩キリスト教主
義に基づき西暦を使用し、「日の丸」「君が
代」を実施しない⑪学部（会議）の開会の
際に祈祷のないところでの聖句・黙祷の実
践、が進められた[中山　平成17年　38・
39及び中山　平成８年　22－31]（４）。
　以上のように、明治学院の場合、経営規
模の拡大が非クリスチャン教員の増加をも
たらし、学長のキリスト者条項撤廃にまで
進んだものといえるが、同様の事例として、
四国学院が挙げられる。
　四国学院大学は、昭和24年（1949）に
米国南長老教会L.W.モーア宣教師を学園
長として設立された四国基督教学園を母体
として、昭和34年に基督教科、英語科か
ら成る四国学院短期大学として発足し、さ
らに同37年には四年制の四国学院大学を
設立した。当初は文学部（英文学科、基督
教学科）のみであったものの、同41年に
社会福祉学科を、翌年には基督教学科を改
組して人文学科を設置、さらに同48年に
教育学科、同57年に社会学科を設置した。
さらに平成４年にこれまでの単科大学を文
学部（英文学科、人文学科、教育学科）お
よび社会学部（社会福祉学科、応用社会学
科）の二学部に改組し、総合大学への移行
を開始している。 
　四国学院の場合、母体となる米国南部長
老派の宣教団によって創設されたことか
ら、平成2年（1990）まで学院の定款によっ
て、有神的世界観に立ち、無神論的観念、
人本主義的観念、迷信的観念の排除が教育
目標に掲げられ、理事長はウエストミンス
ター小教理問答を受け入れた者、監事、評
議員、教員は福音主義で受洗したキリスト
者で、両者とも、神道儀式、祖先崇拝を含

む一切の偶像崇拝から完全に分離した人物
が求められ（５）、1980年前半には教員全員
がクリスチャンであったという。
　しかし、四国学院に於いても、昭和63
年に大学・短大将来構想検討委員会によっ
て、キリスト者条項が教員採用と教育充実
を妨げるものされたうえで、大学の発展
のために一般から優れた人材を求める必要
が提言されている。その結果、平成４年の
社会学部設立による学院の拡大の前提とし
て、平成2年にはキリスト者条項は廃止さ
れる一方、その後に進行が予測される、急
速な世俗化に対抗するため、新たに建学憲
章を制定し、さらに学院のキリスト教教育
を担うキリスト教教育研究所が設立され
た。しかし、キリスト者条項の撤廃後、学
院の世俗化が急速に進み、キリスト者教員
の比率は以後10年で56％、職員は10％に
落ち込んでいるという。また、学生の中に
おけるクリスチャン比率も、日本のキリス
ト教人口と同じく１％程度、学生数も一学
年の定員585名（学部、短大、大学院合わ
せて）、全学で多い時に約2500名在学して
いたが現在は約2000名で、一部の学部学
科で定員割れをおこしているという。[山
崎　平成17年　228－231]
　以上、明治学院と四国学院の事例につい
てみてきた。これらの大学は、戦後に大学
となり、日本における高等教育の伸長にあ
わせて学部、学科を増設し、大学として発
展を図ろうとした。それは単に経営規模の
問題と言うのみならず、競争的環境の中で、
常に社会のニーズに合致した教育サービス
を提供することによって財務状況を好転さ
せなければならない私学としての宿命的な
ものともいえよう。競争に打ち勝ち、大学
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が生き残っていくためには、規模の拡充は
野心的な大学にとって必須の選択肢であっ
たのである。しかし、明治学院や四国学院
の場合、クリスチャン条項―それも、単に
クリスチャンというだけではなく、さらに
教派的な制約を伴った―に準拠している限
り、大学の規模拡充に見合った教職員の補
充を果たすことが出来ないと考えられるよ
うになったのである。そのため、キリスト
者条項は、規模拡充を目指す大学の戦略上
の障害として撤廃されたが、それはクリス
チャン教員が案じていた通り、非キリスト
者の教職員の増大に伴う「世俗化」に直結
するものとなったのである。これに対して
明治学院や四国学院では、教学研究機関や
宗教教育の充実を図ったが、その有効性は
まだ限定的なものに留まっているといえよ
う［森　平成20年］。つまり、キリスト者
条項の撤廃と、それによる大学「世俗化」
の危機とは、単に宗教上の問題には留まら
ず、私学としての経営戦略や、その根幹と
なる財務の問題とも、密接な関連を有して
いることがうかがえるのである。
　一般に、私立大学は帰属収入の根幹を学
生納付金、（授業料その他）に頼っている。
その平均は55パーセント、なかには70パー
セントの例も存在しているとされている
[寺崎　平成18年　323]。なかでも宗教系
私立大学において設立に関わった宗教教団
の存在は、財政支援、入学者の問題ともに
極めて重要なバックボーンとなってきた。
たとえば、大正・昭和期におけるキリスト
教系大学は、海外宣教団からの多額の補助
金を受け入れることにより、質の高い、少
人数教育を実現してきた。その遺産は、例
えば立教大学の英語教育のように、現在の

大学ブランドに直結している例も存在して
いる。しかし、キリスト教系の場合、この
半世紀の間にミッションなどからの補助金
が減退する一方、大学の大衆化に伴う学部
増加や学生数増加により、学納金収入に財
務の重心が移転し、その結果、「ノン・ク
リスチャン学生の学納金で支えられ、ノ
ン・クリスチャンの教員の献身的努力でキ
リスト教大学は支えられているという現
実。」[小川　平成17年　70・71]が一般化
している。同様のことは、他の宗教系大学
にも指摘することができ、例えば大正大学
の場合、平成21年度の全予算106億余円の
うち、設立四宗教教団（真言宗豊山派、智
山派、天台宗、浄土宗）からの経常費が1
億6千万円、90周年記念事業費が4千万円
となっている（６）。約2億円というのは極
めて重い、大口の寄付と言うことができる。
しかし、年間予算全体の中で、大学の設立
教団側からの費用は、全体の1.9％をカバー
しているにすぎない、と捉えることも可能
なのである。もちろん、宗教教団の存在は、
単年度の経常費ではかることのできるもの
ではなく、その宗派から子弟の入学や、大
学の記念事業等への協力など、その功果は
長期的かつ、多面的なものである。さらに
いえば、小規模校ほど設立母体である宗教
法人などの寄付金に財務状況を依存してい
る傾向があり、大学が募集停止になった場
合に、宗教教団が多額の寄付金を提供し、
退職職金などの支払い支援を行われた事例
も存在している（７）。しかし、このことは、
裏を返せば経営規模の拡大と設立母体の宗
教教団の影響力減退が比例するという、ひ
とつの証左といえよう。
　井上順孝氏は、宗教系学校では経営や受
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験ランキングがあがると宗教色を薄めた
り、宗教系であることを隠す傾向が観察さ
れ、全般的に見て、戦後は昭和30年（1955）
までは宗教教育に熱心な事例も少なくな
かったが、以後はそれほど比重が置かれな
くなる傾向があることを指摘している[井
上　平成9年　18]。このことは、昭和30
年代以降の高度経済成長期の財務状況が、
大学の宗教教育に与えた少なからぬインパ
クトを示唆しているように思われる。つま
りは、宗教系大学における設立教団の影
響力と、その信仰に基づく「建学の精神」
は、戦後における高等教育の大衆化を背景
とした大学の規模拡大の流れのなかで、次
第に埋没しつつあったというのが、平成初
めころの状況であったといえよう。それで
は、なぜ近年、ふたたび「建学の精神」が
クローズアップされるようになったのであ
ろうか？

3.　大学教育改革と「建学の精神」の「再
登場」

　冒頭に記したように、現在、各大学がも
つ「建学の精神」が再び脚光を浴びつつあ
る。こうした動向には、日本の大学が置か
れた環境の変化と、それに適応しようとす
る教育改革の流れが関連しているといえよ
う。日本における４年制大学進学率は、昭
和44年には15．4％であったが、平成元年
には24.7％、同11年には38.2％、さらに
平成20年には49.1％に伸長し、21年には
50.2％に達し、18歳人口（121万人）の
半数を超えるようになった[文部科学省　
平成21年]。そうした状況の中で、大学は、
平成3年の「大学設置基準の大綱化（＝規
制緩和）」以降、既成の概念にとらわれな

い大学や学部が相次いで新設・昇格され、
少子化のなかでの生き残りをかけた競争が
開始された。また、同時に大学審議会答申

「大学教育の改善について」（平成３年２
月）は、「各大学が自由で多様な発展を遂
げ得るよう大学設置基準を大綱化するとと
もに、自らの責任において教育研究の普段
の改善を図ることを促すための自己点検・
評価のシステムを導入する必要がある［大
学審議会、平成3年］とし、大学評価・学
位授与機構による外部評価が、平成13年
度から試行的に実施され、平成15年度か
らは全ての国立大学を対象に行われ、本格
的な外部評価の時代が到来した。さらに大
学審議会による「21世紀の大学像答申（平
成10年）」の「各大学は、個々の教員の教
育内容・方法の改善のため、全学的にある
いは学部・学科全体で、それぞれの大学等
の理念・目標や教育内容・方法についての
組織的な研究・研修（ファカルティ・ディ
ベロップメント）の実施に努めるものとす
る旨を大学設置基準において明確にするこ
とが必要である」との提言に基づき、平成
11年、大学設置基準にFD実施の努力義務
が盛り込まれた（８）。これによって大学に
おいてFDが焦眉の急とされるようになっ
ていったのである。
　以上の状況の中で、とくに宗教系大学に
とって重要であったのは、競争的環境の中
で輝かせるべき「個性」として、「建学の
精神」が再認識されたということである。
とくに、その契機としての自己点検・評価
が果たした影響は大きなものであったと考
えられる。例えば、関東学院の小川圭治氏
は、次のように述べている。



國學院大學教育開発推進機構紀要

─ 42 ─

　（関東学院に移ってから）関東学院はも
う一歩先へ進んでおり、自己点検評価委員
会の年次報告書を提出しました。そうしま
したら、その前年にある仏教系大学も提出
しました。すると、その年次報告書の第一
項に対して、建学の精神とか創立の志が問
われなければならないのに、あなたの大学
は仏教の素晴らしい伝統に立っているはず
なのに、報告書にそれが少しも見られない
というコメントがついているのです。これ
は大学基準協会から出ております年次報告
書に印刷されておりますので、（中略）関
東学院はそれを見ておりますので、その
委員会が提出しました答申書には、建学の
精神とかキリスト教という言葉が出ており
ました。この報告書に対して基準協会から
返ってきたコメントの中に、キリスト教の
伝統に立って、建学の精神や校訓を重んじ
ていらっしゃるのは高く評価するが、それ
がカリキュラムなどにはあまり十分出てこ
ないのは、いかがなものでしょうかと書か
れてありました。私共クリスチャン・スタッ
フは、大変喜んだのですが、ノン・クリス
チャンの先生方でも、この問題を積極的に
取り上げようとしている方もあるのです。
ともかく大学基準協会などで、キリスト教
の建学の精神をしっかりやりなさいという
ことが、コメントに出てくるようなことは、
今まで余りなかったことではないかと思う
のです。ですからそういう意味で、今は建
学の精神とか、キリスト教信仰をしっかり
と考え直すよい時期ではないかと思うので
す。

〔小川　平成17年　66─67〕

　ここでは、自己点検・評価による評価が

クリスチャン教員に力を与えたということ
もさりながら、むしろ、「ノン・クリスチャ
ン」の教員が、積極的にキリスト教主義に
基づく「建学の精神」を自己点検・評価報
告書に盛り込んでいったことが注目され
る。この際、仏教系大学としての特色が盛
り込まれていないとされた、他大学の評価
結果を参考していることから、あるいは自
己点検・評価をクリアするための戦略とい
う側面もあったかもしれない。しかし、そ
れ以上に、自身の大学の教育における個性
を問われたとき、非クリスチャン教員は、
あらためて「建学の精神」に向き合い、自
校の価値としてそれを学外に問う必要に迫
られたのである。さらに加えて言えば、大
学基準協会からの「建学の精神」のカリキュ
ラムへの反映が不十分であるという評価結
果は、以後、キリスト教色を盛り込んだカ
リキュラム編成を学内に迫るものともなる
のである[小川　平成17年　68・69]（9）。
　大学が危機の時代を迎えた時代、自らの
教育体制を問い直し、危機の克服をはかろ
うとするために導入されたのが自己点検・
評価である。そのなかで、大学の生き残り
をかけるために柱となるものを問いかけた
時、そこで出てくるのが、「建学の精神」
であったというわけである。四国学院大学
の土井省吾氏は、「キリスト教主義大学で

「建学の精神」が問題にされるのは、なん
らかの点で当該大学が「危ない」と感じら
れる時である。」とし、「大学経営（財務）
の危機と人的資源の危機が、「建学の精神」
を今問題にして行く現実的な基礎であると
思われる。」[土井　平成17年　142－145]
と述べている。これに従って言うならば、
クリスチャン教員が認識する「人的資源の
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危機」―非クリスチャン教員の増加による
学内の世俗化―とは別に、「大学経営」の
危機が非クリスチャン教員に共有されたと
きに、それまで埋没していた「建学の精神」
と、それに基づく教育が、改めて再認識さ
れていったと言えるのではないだろうか。
他大学との差異化を図るものとして。そし
て、大学基準協会や文部科学省が望む大学
の「個性」を示すものとして。
　小川氏は、中教審や文部科学省による「個
性の輝く教育」の強調について、「画一化
とは正反対の多様性の中で、自由選択を大
幅に認める教育の在り方に転換」してきた
ことを示すものであり、キリスト教学校・
大学としては、「建学の精神としてのキリ
スト教を、もう一度振り返って考え直し
てみるチャンスを与えられたのだと思いま
す。」と、前向きにとらえている[小川　平
成17年　66・67]。このことは、クリスチャ
ン教員の問題のみならず、非信者の教員も
含んだ、大学全体としていえることであろ
う。ともあれ、キリスト教系大学にとって、
近年の大学の危機観のもとにはじめられた
自己点検・評価と、それに続く大学教育改
革の流れが、「建学の精神」に対する再認
識を促したと考えてよかろう。
　同様の事例は神道系の國學院大學にも見
られる。國學院大學では、平成９年から、
自己点検・評価に本格的に着手するととも
に、國學院大學の建学の精神・理念のより
一層の闡明・明確化を目的として、本学の
研究教育上における「個性・独自性と普遍
性」を将来にわたって強固なものとするた
めの構想「國學院大學21世紀研究教育計
画」を、平成14年に策定している。ここ
では、神道精神を「主体性を持した寛容さ

と謙虚さ」と改めて位置づけしたうえで、
神道を基層とする日本文化を国際的レベル
で研究・発信し、日本が「国際的競争力（主
体性）」を保持しつつ国際社会での「協調・
共生（寛容性と謙虚さ）の体制」を創出・
構築するために必要な文化的学問的貢献を
なしうる世界最高水準の「日本文化の総合
的研究と発信のための世界的研究教育セン
ター」としての大学の形成・構築が目指さ
れている。そのうえで、その具体化のため
の基本方針として、研究教育の場の整備を
目的とした、渋谷キャンパスの再開発と文
学部、法学部、経済学部および神道文化学
部の渋谷再集中や、国際・地域社会とのネッ
トワーク形成、社会の進展と高等教育政策
ないしは制度の変更に対応するための的確
な措置および教育課程の柔軟な運用を定め
ている。
　國學院の場合、改めて建学の精神として
の神道を中心概念として再規定したうえ
で、そのもとに、21世紀の大学間競争の
中で、個性的な大学として生き延びるため
の研究方針を策定し、さらに、そのための
準備としてキャンパス再開発を行ったとこ
ろに特色があるというよう。
　以上の例に見るように、宗教系大学の「建
学の精神」は、二十世紀末及び二十一世紀
初頭の、大学の危機意識のなかで、再び脚
光を浴びはじめたのである。
　
おわりに
　以上、宗教系大学における「建学の精神」
をめぐる状況を概観してきた。宗教系大学
は、日本の高等教育を支える私立大学の重
要な一翼として、近代日本を支える「高等
教育的人材」を世に輩出し、高等教育拡大
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の下支えをしてきた。さらに個性的な研究
によって、日本の学問に大きな貢献を果た
してきた。そうした宗教系大学の個性は、
各大学の建学の精神と、それに基づく教育
によって支えられてきたと言える。しかし、
本稿で触れたように、それは、必ずしも一
貫して、等質的な教育を提供してきたわけ
ではなかった。とくに、建学の理念に基づ
く教育は、しばしば宗教教育という形で表
れるが、それに対する困難は、戦前と戦後
で大きな相違がみられる。
　戦前に於いては、国によって公教育の中
での宗教教育が禁止されていた。これは、
高等教育システム整備の過程で、官立大学
の補助として私学整備が行われる過程で、
徴兵や教員免許に関する特典と、それによ
る学生募集による存続のため、私学が専門
学校、大学化していく課程、つまり、近代
教育のなかで「私」がより公共性を認めら
れ、国家の高等教育システムの中に組み込
まれることによって発生した。このことは
とくに、政府の警戒感を呼び起こしたキリ
スト教系学校に顕著にみられた。さらにキ
リスト教系学校の場合、昭和十年代の日本
社会が超国家主義、戦時体制下に入る過程
に於いて更に苦難を経験している。但し、
大学教育の中で宗教教育が困難であったこ
とは、神道系、仏教系にとっても同様であっ
た。それらの大学に於いて、宗教者として
の教育は、正課とは別の専門課程で行われ
たのである。その意味において、戦前の宗
教系大学における「建学の精神」と、それ
に基づく教育は、主に国、社会との摩擦の
なかにその困難があったと言えよう。
　反面、大東亜戦争敗戦後から現代にい
たっては、むしろ大学内部の問題として起

こってくる。即ち、戦後の教育改革により
多くの宗教系私立大学が誕生し、さらに新
憲法のもとでの信教の自由から、私学にお
ける宗教教育は自由化された。反面、高度
経済成長とともに歩調を合わせた大学大衆
化による進学率増加のなかで、各大学は新
学部増設、定員増加などの対策をとり、多
くの大学で総合大学化が進められた。この
ことは大学の雰囲気、担い手、入学者に顕
著な変化をもたらした。ことに信仰者とし
てのメンバーシップが顕著な、キリスト教
系大学に於いては、神学部の解散や、学内
クリスチャンコードの廃止、礼拝の自由化
による宗教教育の後退など「世俗化」現象
を引き起こした。高度経済成長期の宗教系
大学に於いては、学生確保のための規模拡
大の背後に「建学の精神」はかすんでいた
のである。
　そうした状況に変化をもたらしたのは、
1990年代以降の大学改革の動きだった。
少子化と進学率の上昇によるユニバーサル
化は、大学により個性ある教育研究を要求
し、それが学生確保を約束する一歩である
と考えられてきた。ことに重要であったの
は、自己点検・評価であった。こうした動
きの中で、各大学は危機の中で、再び「建
学の精神」を見直していくようになったの
である。
　それでは、各大学はそうした「建学の精
神」をどのように教育上に生かしているの
であろうか。例えば先に挙げた関東学院の
場合、かってほとんど途絶えかけていたキ
リスト教活動のうち、各学部一名の宗教主
事が置かれ、礼拝堂が建設され、キリスト
教学の必修化またはキリスト教関連科目が
設置されるなど、宗教教育が復活してきて
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いる。また、各大学に於いても宗教教育は
続けられているが、但し、先出の森の指摘
によれば、必ずしもそれが信者獲得には反
映されず、ルーティンとして終始し、効果
を上げていないとの指摘もある。宗教教育
については、大学生がそれを基本的に関心
を示していないとの井上氏の指摘もあり、
今後一層の工夫が望まれよう。但し、それ
も含めた宗教的な雰囲気が、大学の広報上
の大きなポイントとなっていることは、特
にキリスト教系学校に於いては云う事が出
来よう。
　むしろ、宗教的なメッセージは、文部科
学省などが公募する「競争的資金」獲得の
なかで用いられることがみられる。たとえ
ば、國學院大學が平成14年に採択された
COEプログラム「神道と日本文化の国学
的研究発信の拠点形成」や、平成19年度
文部科学省オープンリサーチセンター整備
事業「モノと心に学ぶ伝統の知恵と実践」
は、神道文化を前面に示したものであり、
また、佛教大学が平成20年度文部科学省

「新たな社会的ニーズに対応した学生支援
プログラム（学生支援ＧＰ）」に採択され
た、ソーシャル・ネットワーキング・サー
ビス（SNS）縁（えにし）は、仏教的な建
学の精神を、いわば学生支援の理念に押し
出したものであった。このよう中で、教育
及び学修支援などの競争的資金を用いた研
究、教育事業の中で、建学の理念が反映さ
れた事業は今後増える可能性があろう。
　さらに、正面切った宗教教育のほかに、
自校史教育という媒体が考えられる。現
在、多くの大学が自らの大学名を冠した自
校史教育を行っているが、そのなかで「建
学の精神」の背景となる宗教の問題が触れ

られている。さらに、関西学院のように、
キリスト教主義精神をボランティアと読み
替え、そのカリキュラムを充実させている
事例もみられる。このように、今後、宗教
的メッセージを、いわば一段世俗に落とし
た上で提供するカリキュラムの開発は、更
に進められていくと思われる。また、各学
部の専門課程の中でいかにそれがなされる
かも、今後の課題となってこよう。そし
て、なによりも重要なのは、やはり、人の
問題である。キリスト教系学校の事例にみ
るように、純粋な信仰者で教職員を固める
ことは非常に困難になってきている。それ
だけに、各大学とも「建学の精神」を良く
知り、それに賛同する教員の育成が必須と
なるが、これは同時にFDとも重なる問題
なのでもある。
　総じていうならば、「建学の精神」の問
題は、今後、共通教育、自校史教育、FD
の問題として考えていかなかればならない
といえよう。シフトしたうえで行っていく
必要も考えられるが、それについては別稿
を期したい。
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註
（１）	これらの規制は具体的には、キリスト教の伸長に対する政府の警戒感の表れが反映された結果とい

えるが、それは同時に、キリスト教主義教育を行うミッション系私学の成功を意味するものでもあ
るといえる。宗教系大学、ことにキリスト教系の学校は、世俗教育機関としての成功を果たせば果
たすほど、その宗教教育が国など外部の圧力・警戒感を呼び起こし、宗教教育上の規制を呼び込む
という状況にあったといえよう。

（２）	但し、神道系大学２校のうち、神宮皇學館大学は占領軍による神道指令のため廃学となった。同大
学が再興されるのは昭和37年になってからである。

（３）	以上の学生数及び大学数については、有本章「高等教育研究30年―高等教育研究の制度化の実現―」
（『広島大学高等教育研究開発センター　大学論集』36集、平成18年）所収のデータを引用させて頂
いた。

（４）	しかし、現状においては「五・一コード」自体が現場では難しく、現状ではクリスチャンスタッフ
は十分の一位であるとのことである。[中山　平成17年　52]
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（５）	これは、他宗教はもちろん、キリスト教においてもカトリックや無教会派を排する、福音派的信仰
に限定されたコードであったといえる。

（６）	以上については、大正大学ホームページに公開されている平成21年度の「予算概要説明書」を引　
用させて頂いた。

（７）	カトリック系の聖トマス大学（旧、英知大学）は平成21年6月に翌年以降の募集停止を決定した。
これに対してカトリック中央協議会は、教職員の退職金支払に充当するため、6億円の資金援助を行っ
たという。（「大学淘汰の時代、加速化　５私大が募集停止、廃校へ2009年12月28日」2009年12月
28日asahi.com）

（８）	「（教育内容等の改善のための組織的な研修）第二十五条の三：大学は、当該大学の授業の内容及び
方法の改善を図るための組織的な研修及び研究の実施に努めなければならない。」と定められている。

（９）	関東学院の学院長、松本昌子氏も、大学基準協会による自己点検をきっかけに、心ある教職員の間
に建学の精神を考える気運が芽生えたと語っている［松本　平成18年］
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大学の理念と「3つのポリシー」
―学外への「発信」という視点から―

小濱　歩

はじめに

　平成20年の中教審答申「学士課程教育
の構築に向けて」は、大学が「社会からの
信頼に応え、国際通用性を備えた学士課程
教育」の構築を実現するため、「明確な「三
つの方針」に貫かれた教学経営を行うこと
が肝要」であり、これらの方針を明示し、「そ
れらを統合的に運用し、共通理解の下に教
職員が日常の実践に携わること、さらに計
画・実践・評価・改善（PDCA）のサイク
ルを確立することが重要である」と述べて
いる（1）。
　この「三つの方針」（3つのポリシー）
とは、アドミッション・ポリシー、カリキュ
ラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーの
ことである。まず、アドミッション・ポリ
シーは、平成11年中教審答申「初等中等
教育と高等教育との接続の改善について」

において、「大学は、受験生に求める能力、
適性等についての考え方をまとめた入学者
受入方針（アドミッション・ポリシー）を
明確に持ち、これを対外的に明示するとと
もに、実際の選抜方法や出題内容等に反映
させることが重要である」として確立が求
められた（2）。この方針は平成17年中教審
答申「我が国の高等教育の将来像」でも確
認され（3）、同時に「教育の実施や卒業認定・
学位授与に関する基本的な方針（カリキュ
ラム・ポリシーやディプロマ・ポリシー）
についても、各高等教育機関が（必要に応
じて分野ごとに）明確にすることで、教育
課程の改善やいわゆる「出口管理」の強化
を図っていくことが求められる」として、
3ポリシー策定の必要性が示された。平成
20年の答申はこれを踏まえたものである。

【要　旨】
　中教審が明確化を求める、ディプロマ・カリキュラム・アドミッションの 3 つのポリシーについては、
既に教育目標分類学に基づく策定法が提案されており、ポリシー策定が FD 活動に直結することも指摘さ
れている。これに対して本稿は教育方針を学外へ発信する媒体としてのポリシーの意義に着目し、その視
点から策定上の課題を論じた。まず大学全体の教育方針を示す全学のポリシーの重要性と、そこにおいて
建学の精神の理念的要素をどう扱うかが問題となることを指摘し、次いで事例分析を通して、特に伝統的
理念や宗教的価値観を拠り所とする大学では、掲げる価値を広く社会に訴え得る普遍的言語に再解釈する
試みが肝要となることを明らかにした。

【キーワード】
ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー、建学の精神、宗教系大学
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1．大学評価と3ポリシー

　ところで、平成17年答申では、「18歳人
口が約120万人規模で推移する時期にあっ
て、各大学は教育・研究組織としての経営
戦略を明確化していく必要がある」として、
個々の大学がそれぞれの個性・特色を一層
明確化しつつ機能的分化を推し進め、学習
者の様々な需要に対応するとともに、カリ
キュラムの策定や教育の質保証を行ってゆ
くことが求められている。また、それぞ
れの大学が重点を置く機能については、①
世界的研究・教育拠点、②高度専門職業人
養成、③幅広い職業人養成、④総合的教養
教育、⑤特定の専門的分野(芸術、体育等)
の教育・研究、⑥地域の生涯学習機会の拠
点、⑦社会貢献機能(地域貢献、産学官連携、
国際交流等)」の7類型が挙げられている。
　このように、大学の特色化・個性化・機
能別分化が進められてゆく今後において
は、大学がそれぞれの理念と戦略に即して
活動する上で、人材養成目的やカリキュラ
ムの編成方針、受入を望む学生像等を、進
学に際し具体的な選択肢を欲する学生に対
して、ひいては社会に対して明確に説明す
ることが一層必要となるはずである。上に
掲げられた7つの機能による類型化は、大
学が自らの個性化・特色化を自覚的に推し
進めるための足がかりとなる。そして、こ
うして方向づけられた大学の教育理念・教
育方針を内外に向けて明確化し、示してゆ
こうという試みが、3ポリシーの策定であ
ると考えることもできよう（4）。
　同時に重要なのは、目的や方針を単に提
示するだけではなく、それらを大学評価と
の関わりにおいて見なければならないとい

うことである。「大学評価基準（機関別認
証評価）」（5）は、「基準1・大学の目的」に
おいて、各大学が今日教育研究活動に関す
る「目的」を設定し、それを大学の構成員
及び社会に周知することを求めるととも
に、その「目的」を踏まえて評価を実施す
ることを明記している。また「基準4・学
生の受入」ではアドミッション・ポリシー
が設定・周知されているか、またそれに沿っ
て「適正な学生の受入が実施され、機能し
ている」かが挙げられるとともに、これを
検証するための取組が行われており、その
結果を入学者選抜の改善に役立てているか
が基本的な観点として挙げられている。更
に、「基準5・教育内容及び方法」では、「教
育の目的や授与される学位に照らして、授
業科目が適切に配置され、教育課程が体系
的に編成されており、授業科目の内容が、
全体として教育課程の編成の趣旨に沿った
ものになっているか」「教育の目的に応じ
た成績評価基準や卒業認定基準が組織とし
て策定され、学生に周知されており、これ
らの基準に従って、成績評価、単位認定、
卒業認定が適切に実施されているか」との
項目が見られる。
　これを要するに、大学は、学位授与、教
育課程編成、入学者受入について明確な目
標と方針を設定するとともに、直接には大
学評価に際して、より広くは社会に大学の
方針を説明するに際して、これらの目的・
方針が適切に機能していること、目的・方
針の妥当性や有効性について検証を行って
いること、またその検証の結果が教育や入
試体制の改善に活かされていることを、挙
証できることが求められているのである。
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2．具体的な策定の方法論

　以上のことから、3ポリシーの策定に際
しては、その文言が明確かつ体系的である
とともに、目的や内容に妥当性・適切性を
有し、またこれらの方針が適切かつ有効に
機能していることを、根拠に基づいて説明・
検証し得るように構築することが望ましい
と言える。その具体的な方法について考察・
実践した例は必ずしも多くはないが、有力
なモデルとしては、沖裕貴氏による教育目
標分類学の視点を導入した方法が挙げられ
よう（6）。
　沖氏は、まずディプロマ・ポリシー (DP)
においては「学部・学科が教育活動の成果
として学生に保証する最低限の基本的な資
質」「養成する人材像」を示す必要があり、
カリキュラム・ポリシーでは「DP（養成
する人材像）を保証する体系性と整合性が
担保されたカリキュラム」を、またアドミッ
ション・ポリシーでは「DPに沿った学生
受入方針と入学者選択の方法」を示す必要
があるとする。同時に「大学評価基準」か
らも理解できるように、これらのポリシー
に関して体系性、整合性、適切性、妥当性、
有効性を挙証できることが重要だと指摘す
る（7）。
　その上で、具体的に大学の理念を学部学
科のディプロマ・ポリシーに落とし込むに
際して、教育目標分類学の方法を導入する。
この方法は、教育目標をまず「認知的領域・
情意的領域・技能表現領域」の3つの領域
に分け、更にそれぞれの領域の目標につい
て「達成目標・向上目標・体験目標」の3
つの類型に分けて考えることにより（項目
の立て方や数については柔軟性を持たせる

余地がある）、教育目標について個々の観
点ごとに設定された具体的なレベルでの記
述を可能にしようというものである。
　こうして設定された観点別教育目標に基
づいてディプロマ・ポリシーは記述される。
その上で、それらの目標とカリキュラム内
における個々の授業の達成目標とが結びつ
いて「DP（養成する人材像）を保証する
体系性と整合性が担保されたカリキュラ
ム」が編成されていることを示すのがカリ
キュラム・ポリシーということになる。沖
氏は更に、この「体系性・整合性」を検証
し、必要に応じてカリキュラムを改善して
ゆくためのツールとして、ディプロマ・ポ
リシーに示された目標と、各授業の到達目
標との整合性を示す対応表「カリキュラム・
マップ」や、カリキュラムの体系性を図示
する「カリキュラム・ツリー」を紹介して
いる（8）。
　加えて、アドミッション・ポリシーにつ
いても、高等学校の学習指導要領が教育目
標分類学の視点を取り入れていることを踏
まえつつ、受入方針や入試制度の審査基準
を観点別に記述することで明確化が図れる
と指摘している（9）。
　以上、沖氏の示した観点別教育目標に基
づく策定方法について略述したが、この方
法論の優れている点としては以下のことが
挙げられよう。第一に、それだけでは抽象
的かつ漠然とした内容になりがちな「教育
目標」について、観点別に分類することを
通して、いかなる点で、何が目指されるべ
きであるのかを明確に規定し得ること。第
二に、具体的なレベルでの達成目標が設定
されることによって、その達成方法と評価
方法についても明確な形で設定しやすくな
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るということ。目標の提示だけでなく、そ
の達成に向けてのカリキュラム編成、及び
その有効性・適切性の挙証が求められてい
る認証評価に対応する上で、このことは大
きな利点であろう。第三に、アドミッショ
ン・ポリシーについては受入基準や入試制
度の妥当性についてより明確な説明が可能
になるということ。そして第四に、教育
目標の具体化・明確化作業や、カリキュラ
ム・マップを用いたカリキュラムの点検・
改善作業に見られるように、教育現場にお
いて、到達目標・カリキュラム編成・授業
方法・成績評価・入試制度等の妥当性と適
切性を検証するとともに、その結果を教育
体制の整備・改善へとフィードバックして
ゆくサイクルを不断に継続することによっ
て、PDCAサイクルに基づいたFD活動の
活性化が見込まれる点が挙げられよう。
　このような策定の方法論は、特に、学
部学科相互の独立性が比較的強く、それ
ぞれが明確なディシプリンを有している大
学で、各々の学部学科がその内部において
3ポリシーを策定・活用しようとする際に
は非常に有効だと考えられる。ただ、例え
ば教育体制やカリキュラム編成に全学共通
的・学部横断的な要素を多く持たせること
によって学生の様々な関心・志向に応え、
複数の専攻を取るなど多様な学修の在り方
を可能にしようとするような大学において
は、やや異なる対応が必要となる可能性は
あろう。
　また、現在3ポリシーを学外に公表して
いる大学の中には、学部学科の3ポリシー
とは別に、全学レベルでの3ポリシーを提
示するケースが少なからず見られるが、特
に伝統的な教育理念や宗教的な理念など、

特色のあるミッションを有する大学は、そ
れを反映した全学のポリシーを明確にした
上で、これに基づきつつ各学部学科の教育
方針を展開してゆく方式を採る場合が少な
くないと考えられる。この場合全学のポリ
シーは、学部学科が分野の違いを超えて共
有する大学全体の「理念」「精神」に重点
を起きつつ、文言においては、それをより
明確かつ具体的なレベルで示してゆく工夫
が問われることになろう。観点別教育目標
の記述を通した策定方法はこの場合にも一
定の参考にはなろうが、具体的な学部学科
のディシプリンや教育方針に踏み込まず、
むしろそれらが共有し前提とするところの
全体的な目標・方針を示そうとする全学の
ポリシーの策定に際しては、十分な効果が
発揮できるかどうか、やや留保がつくとこ
ろではなかろうか。

3．3ポリシーの対内的意義と対外的意義
　前節で紹介した方法論は、どちらかと言
えば、大学が自らの目的と教育方法を自覚
化し、見直してゆくためのツールとして3
ポリシーを位置づける傾向が強いように思
われる。しかし、他方では、大学が外部に
向けて、自らの目的や教育方法、そしてそ
の背後にある理念を判りやすく訴えてゆく
ツールとしての側面も3ポリシーにはある
と言えよう。
　例えば「大学評価基準」における「大学
の目的」「学生の受入」「教育内容及び方法」
のそれぞれにおいて、目的・入学者受入方
針・成績評価基準の明確化と「公表・周知」
が求められており、また「大学設置基準」
においても「大学は、学部、学科又は課程
ごとに、人材の養成に関する目的その他の
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教育研究上の目的を学則等に定め、公表す
るものとする」と定められていること（10）、
そしてこうした大学の方針の明確化が「社
会からの信頼に応え、国際通用性を備えた
学士課程教育」を構築する教学経営の一環
として――即ち社会と大学の研究教育活動
との健全で有益な結びつきを求めるという
視点からなされていることを考えるとき、
3ポリシーは、ただ学内の教育改善活動の
活性化のみならず、学外に向けて大学の特
色・個性・理念・方針を明確に説明し、社
会に対してその存在意義と貢献の在り方を
訴える役割をも担うことが判る。従来、そ
れは大学の「憲章」や「建学の精神」によっ
て担われてきたが、3ポリシーはその内容
を、より具体的で判りやすいものとして
人々に訴える新たな媒体としての性格をも
有すると言えよう。諸大学がインターネッ
ト上に公式ウェブサイトを開設し、そこで
大学の紹介を行うことが常識化している今
日においてはなおさらのことである。
　要するに3ポリシーには二つの側面があ
る。大学の教育体制の改善の指針となり、
FD活動を活性化するツールとして働く、
対内的意義を担う側面と、学外に大学の理
念と方針を具体的に提示し、社会との望ま
しい結びつきを実現するための発信媒体と
しての対外的意義を担う側面である。無論、
両者は、3ポリシーを通して大学が自らの
理念と方針を自覚的に捉え直すという根本
的な営みの上に初めて成り立つものである
点において、別々に切り離して捉えるべき
性格のものではない。しかし、今後諸大学
が3ポリシーの策定を進めてゆくに連れ、
ポリシーをいかに学外に「発信」してゆく
か、そのためにどのようなことが求められ

るかということは、当然課題として浮かび
上がってくるはずであろう。対内的意義・
対外的意義と分けて捉えたのは、このポリ
シーの「発信」的性格について改めて注意
を向けてゆくための便宜的措置であること
をお断りしておきたい。

4．3ポリシー「発信」に必要とされる
要素

　それでは、3ポリシーの対外的意義、即
ち発信媒体としての側面を改めて考えると
き、そこにおいてどのようなことが求めら
れるであろうか。また、それは対内的な意
義において求められることに、何を付け加
えるのであろうか。
　まずは3ポリシーの構成要素と、3ポリ
シー相互の連関について考える必要があ
る。沖氏が指摘しているように、ディプロ
マ・ポリシーは大学が4年間の学士課程教
育を通じて学生に保証する最低限の資質・
人材養成の目的を示すものである。「大学
評価基準」は「大学の目的」において「大
学の目的とは、大学の使命、教育研究活動
を実施する上での基本方針、及び、養成し
ようとする人材像を含めた、達成しようと
している基本的な成果等を言います」と述
べ、「各大学は、それぞれが持つ設立の理念、
歴史、環境条件等を踏まえた上で、その大
学の機関としての目的を明確に定めている
ことが必要です」としているが、この内容
は、ほぼディプロマ・ポリシーに相当する
と言って良かろう。
　次に、カリキュラム・ポリシーは、この
ディプロマ・ポリシーにおいて定められた
目標を達成するために、体系的・整合的に
カリキュラムを編成する、その方針を示す
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ものである。それ故、カリキュラム・ポリ
シーは単に学部学科の授業の達成目標や教
育課程を記すのみならず、大学の目的にそ
れが整合的・体系的に繋がっていることを
示す点において、ディプロマ・ポリシーの
確立を前提として初めて十全に策定可能な
ものである。この点はアドミッション・ポ
リシーも同様であり、上のカリキュラムを
受講し学修を進めてゆくための前提として
必要とされる能力・資質を示すものである
以上、「DPに沿った学生受入方針と入学者
選択の方法」と沖氏が表現した通り、やは
りディプロマ・ポリシーの確立は必須であ
ることになる。
　このように、3ポリシーは相互に体系的・
有機的に結びついている必要がある。差し
当たり、ディプロマ・ポリシーを起点とし
て、カリキュラム・ポリシーとアドミッショ
ン・ポリシーがそれを実現する階梯として
設定されてゆくという関係が最も順当であ
ろう（11）。そして、それぞれのポリシーの
内容は、明確かつ具体的に達成目標・達成
方法・評価基準を記述しなければならず、
そのための方法論として観点別教育目標に
基づく記述方式が提案されていることも述
べた通りである。ここまでは、対内的と対
外的とを問わず、ポリシーを策定する上で
共通して求められることであろう。
　即ち、ポリシーの策定に際してはその明
確性・体系性・挙証性を確保しなければな
らないのだが、更にその前提となる要素と
して、理念性ということを挙げておかねば
ならない。
　大学の目的は「大学の使命」を含むも
のであり、より詳しくは「それぞれが持
つ設立の理念、歴史、環境条件等を踏まえ

た上で」の「大学の機関としての目的」で
ある（12）。ここに理念や歴史といった項目
が挙げられていることは重要である。各大
学が、それぞれの特色・個性に基づいて研
究教育活動とその質保証を行うとき、その
全体に通底するのが大学の歴史等を踏まえ
た理念、即ち建学の精神であり、ディプロ
マ・ポリシーはその理念を、具体的な実践
のレベルにおける方針・目標として表現す
るものである。3ポリシー策定の前提とな
り、またその軸となるのは、建学の精神や
養成する人物像という、その大学のアイデ
ンティティを形成し、研究教育活動に特色
と個性を与える理念的要素に他ならない。
　3ポリシーの軸として理念的要素を考え
ることは、大学が自らの使命と目的を自覚
化することを促すという点において、大学
の教育改善に対しても意義を有することは
言うまでもない。しかし他方で、3ポリシー
の対外的意義としての「発信」の側面を考
える上でも、この理念性の要素――大学の
アイデンティティとしての理念というもの
を、公表・周知されるべきポリシーにおい
てどのように表現し、説明してゆくかとい
うことは、殊に重要な課題となろう。大学
が有し、社会に向けて発するメッセージと
しての建学の精神において、大学が全体と
して何を目指しているのか、いかなる価値
を実現しようとしているのかを明示すると
ともに、3ポリシーがまさにその理念を実
現するための具体的方針として策定された
ものであることが理解されねばならない。
建学の精神・人材養成の方針は、ディプロ
マ・ポリシーそのものと内容的に重複する
必要はないが（両者はその抽象性において
レベルが異なるのであるから）、しかし後
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者は前者に基づき、前者の実現を可能とす
る達成目標を示すものでなければならない
だろう。
　3ポリシーそれ自体の体系性・整合性・
挙証性を確保することは、学内の教育改善
の営みにおいては無論のこと、学外への「発
信」においても力を発揮することは当然予
想されることだが、この点は、特に学部学
科のポリシーで顕著であろう。しかし、そ
の一方で、学外からの参照に応えて大学の
全体としての教育方針を明示し、説明する

「顔」の役割を果たす存在としては、抽象
的性格の強い「建学の精神」「人材養成の
方針」を、具体的な各学部・学科のポリシー
に流し込もうとする上での橋渡しとなる、
全学レベルでのポリシー（特に全学のディ
プロマ・ポリシー）がその役割を担うこと
になろう。
　筆者は第2節において、伝統的教育理念
や宗教的な理念を有する大学においては、
その理念的要素をどのようにポリシーで扱
うかが問題となること、かつ、そこで特に
問題となるのが全学のポリシーであるこ
とを指摘したが、3ポリシーの発信的役割
を考える上でも、同様に、理念的要素を全
学のポリシーにどのように反映させてゆく
かということが重要な問題として浮かび上
がってくる。即ち全学のポリシー（特にディ
プロマ・ポリシー）は、「建学の精神」と
学部学科の教育方針とを橋渡しし、その策
定を通して大学が自らの使命と目的を自覚
化するという対内的意義を有すると共に、
大学の教育理念を学外に向けてより明確
化・具体化しつつ「発信」するという対外
的意義をも担い得るものであることが望ま
しいと言えよう。

　既に述べたように、とりわけこの手続き
が必要となるのは、伝統や宗教、あるいは
創立者の思想に大学の教育活動の拠り所を
求める私立大学だと考えられる。そこで次
節において、それらの大学で現在実際に策
定・公開されている3ポリシーの事例を幾
つか採り上げて検討し、それを通して、建
学の理念・精神・人材養成の目的という理
念的要素が3ポリシーにどのように流し込
まれているか、またその際に、どのような
工夫が見られ、どのような事柄が課題とし
て浮かび上がってくるかを抽出・提示して
みたい。

5．事例分析（嘉悦大学・武蔵大学・東
京女子大学・淑徳大学）

　筆者は平成21年12月に国公私立諸大学
のウェブサイトを通覧し、その時点で3ポ
リシーを提示している大学をリストアップ
すると共に、それらのポリシーに各々ど
のような要素・傾向が見られるかを調査し
た。以下ではその中から、全学の3ポリシー
を策定して公開しており、かつ大学独自の
建学の精神・理念を3ポリシーに流し込む
上で注目すべき工夫が見られるものを取り
上げて分析の対象とする。非宗教系大学と
して嘉悦大学と武蔵大学、次いで宗教系の
大学として東京女子大学と淑徳大学の四例
を採り上げる（13）。無論、これらの事例は
全体の一部でしかなく、策定方法について
も大学が独自の方法で行っている例が多い
が、紙数の都合もあり、本稿では理念的要
素と「発信」的役割との関わりに集中して
述べる。策定方法や構成要素に関わる詳細
な分析・考察はまた別の機会に行いたい。
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（1）嘉悦大学

　嘉悦大学は経営経済系の単科大学であ
る。3ポリシーは、構成上、ディプロマ・
ポリシーを頂点に置いて他の2ポリシーを
有機的に結びつける形は必ずしも取ってい
ないが、にも拘わらず3ポリシー間にある
統一が見られる。その中心をなすのは「創
造的な実学」教育によって「公を支える精
神」を備えた「自立自尊」の人材を育成す
るという建学の理念・教育目標である。3
ポリシーの叙述は全て、これら建学の理念
と、大学の教育活動・人材育成とが一体と
なっていることを確認するものとなってい
る。
　まず、アドミッション・ポリシーでは、「1. 
本学の実学教育により「自立自尊」を実現
したい人」「2. 「公（おおやけ）」を支える
精神をもった人」「3．楽しく学びながら、
同時に着実で地道な努力をする意欲をもっ
た人」の三項目が立てられて解説されてい
る。1と2が建学の理念をキーワードとし
たものであることは言うまでもないが、3
もまた、内容的には、語学・コンピュータ・
会計等の実学的教育を徹底して行うことを
確認する点において、やはり建学の理念の
具体化であることが理解できる。
　また、例えば1の解説では「現代社会で
は、他者に依存することなく、自らの道を
切り拓くことのできる「自立自尊」の人材
が求められています」とあり、2では、「経
営学・経済学・法学・政策学・ビジネスコ
ミュニケーション学など、社会科学を学ぶ
根底にあるべき思想が、「学問を通じて社
会を変革する」という「社会的情熱」であり、
これは本学の校訓である「怒るな働け」に

も通ずる精神だからです」と述べられ、3
では上述の目標のため「着実で地道な努力」
を求めることの意味を述べている。
　これを要するに、嘉悦大学のアドミッ
ション・ポリシーは、単に大学として望
ましい学生の人物像を提示するばかりでな
く、大学の教育理念とその人物像とがどの
ように結びついているのかを述べながら、
更にその大学の教育理念もまた、1におい
ては現代社会の要請を背景とすること、2
においては社会科学という学問の「学問を
通じて社会を変革する」思想と結びつくこ
と、3においては「グローバル化する社会
で生きるために、世界のどこででも対応で
きる高いスキル」の獲得を目指すものであ
ること、を提示しているものである。即ち、
世界情勢や現代社会の要求を背景として、
学生に求められること・必要とされること
は何かを記し、大学の役割を、その求めら
れる能力の育成にあると位置づけるという
仕方で、ひとつには〈社会と大学との結び
つき〉を、今ひとつはその大学において〈学
生と社会との結びつき〉をどのように実現
してゆくかということについて、大学とし
ての方針を示そうとしているものと考えて
良いだろう。
　このような、〈社会と大学〉〈社会と学生〉
の関係性を強く意識した叙述は、カリキュ
ラム・ポリシーと、ディプロマ・ポリシー
においても一貫している。前者においては、
建学の理念・5つの教育目標・各学科、共
通教育科目の教育課程編成方針がそれぞれ
記載されており、後者においては、大学で
の履修を通じてどのような能力を身につけ
ることを望むかについて、「自立自尊」と「公
を支える精神」という建学理念に基づいた
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項目のもと説明を行っている。
　嘉悦大学の事例は、3ポリシーというも
のが、単に学生の受け入れや、カリキュラ
ムの編成等についての大学の基本方針を定
める役割を果たすのみにとどまらず、建学
の精神や教育目的を明示しつつ、これらと
有機的に結びついたポリシーを策定し、具
体的叙述を行うことで、その大学の教育に
対する姿勢や社会との関わり方について
のメッセージを外部へ積極的に発信する
媒体としても活用可能であることを示して
いる。無論、嘉悦大学の場合は経済経営系
の単科大学であることから、複数の異なる
領域をその教育内容に含む総合大学に比し
て、理念や教育目的を明確に定めやすく、
従ってポリシーも構成しやすいという面は
あるにせよ、大学における3ポリシーの「発
信」的役割を示すひとつの例として注目に
値しよう。

（2）武蔵大学

　武蔵大学は、平成20年11月に「武蔵大
学人材養成の目的等に関する基本方針」を
制定し、PDFファイルで公開している。全
体は①基本方針の趣旨、②建学の精神、③
人材養成の目的等、④アドミッションポリ
シー、⑤ディプロマポリシー、⑥カリキュ
ラムポリシー、の6章からなり、人材養成
方針と3ポリシーは全学部学科について詳
細に記載されている。ただ、ここで武蔵大
学のケースを参照するのは、3ポリシーそ
れ自体よりも、むしろ①②章に掲げられた
建学の精神及び及び人材養成の目的につい
て、3ポリシーにおける理念的要素の扱い
を考察する上で注意すべき要素が現れてい
ると考えたからである。

　武蔵大学は②章「建学の精神」において、
大学の前身である大正11年創立の旧制武
蔵高等学校の「三理想」を掲げる。「一、
東西文化融合のわが民族理想を遂行し得べ
き人物」「二、世界に雄飛するにたえる人
物」「三、自ら調べ自ら考える力ある人物」
がそれであるが、大学はこれについて次の
ように述べる。

三理想が成立した1920年前後は、東
西の国民国家（民族国家）の競争と対
立の時代であり、世界各国の教育機関
は国民（民族）の未来を担う人材の養
成を託されていた。三理想にいう「東
西文化融合」「世界雄飛」という言葉
には、東洋の諸民族が西洋世界の力に
圧倒される状況のなかで日本文化なら
びに東洋文化の国際的発信に取り組
み、世界を舞台として新しい文化をつ
くりだす人材を育てたいという、その
時代を生きた教育者たちの願いがこめ
られている。「自ら調べ自ら考える」
という表現は、旧制高校の生徒たちに
対して勉学における自主性の大切さを
説いたものであるが、新制大学にとっ
ても学業の基本姿勢を示す言葉として
現代的な意義を保っている。武蔵大学
は、新しい民主主義の理念と国際理解
の原則に従いながら三理想を発展的に
継承している。

　歴史のある大学が、建学の理念や理想を
示すものとして、創立時に制定された文書
や創立者の訓辞を掲げるケースは珍しくな
いが、こうしたテキストや言説は、言うま
でもなくその時代背景等の制約を受けるも
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のであるから、今日からすればその意図す
るところがやや不明瞭となることがある。
それ故これを現在の大学教育の理念や教育
目的に繋げる際には、その内容の解釈と適
用の手続きが必要となろう。上記の叙述は
その手続きに該当するものであり、「東西
文化融合」「世界雄飛」「自ら調べ自ら考え
る」は、制定された時代背景について簡潔
な解説を加えて「その時代を生きた教育者
たちの願いがこめられている」ことを確認
しつつ、同時にこれを「現代的な意義」を
保つものとして解釈し直し、今日的教育理
念へと接続している。「新しい民主主義の
理念と国際理解の原則に従いながら三理想
を発展的に継承している」というのはその
ことであるが、その試みは③章「人材養成
の目的等」にも見ることができる。
　「人材養成の目的等」は、「建学の精神」
の次に、3ポリシーとは別個に掲げられた
もので、学部学科ごとに定められている
が、経済学部・人文学部・社会学部それぞ
れにおいて、建学の精神の内容を今日的な
教育理念へと捉え直したと解し得る記述が
見られる。例えば経済学部では「自立的な
個人として主体的に思考し、進むべき道を
自ら切り開き、かつ社会的責任を自覚して
適切な判断や意思決定を行いうる能力の涵
養を図っている」とあるが、これは「自ら
調べ自ら考える」ことをより具体的な形で
言い直したものと考えられる。同学部の経
済学科では「能動的に働く人材」「国際人
として力を発揮しうる人材」とある。経営
学科においても「主体的思考と実践的な課
題解決能力」とある。また人文学部では「世
界の諸文化の間に存在する差異を認識して
他者を尊重する精神を養い、かつ自立を重

んじて主体的に行動する姿勢を身につけさ
せている。また、地球市民としての創造力
を豊かにもち、高い言語能力と国際感覚を
もって各種の課題解決に取り組む人材の養
成をめざしている」とあり、同学部英米比
較文化学科では「自国の文化と英語圏の文
化を比較する目を養う」「異文化間の平和
的な共存に貢献しうる有為の人材を育成す
る」とある。社会学部にも「文化の多様性
の認識と他者の自己決定権を尊重する精神
を涵養し、対話力と共感力を育んでいる」

「地球市民の育成」等とある。これらは学
部学科がそれぞれの目的として独自に立て
たものでありつつ、しかし当然全学的理念
としての「三理想」とも通底するものとし
て提示されていると考えられよう。
　このように、「東西文化融合」「世界雄飛」
は、国際性の涵養や国際貢献できる人材の
育成、あるいは異文化に対する理解へと置
き換えられ、「自ら調べ自ら考える」は主
体的・能動的に学び働く人材の養成へと置
き換えられるのであるが、武蔵大学の事例
に限らず、およそ「建学の精神」として定
められたものは多くの場合理念的・抽象的
な性格が強いため、これを各々その担う領
域の異なる学部学科において、どのように
捉え直し、自らの教育理念や教育目的に引
き受けてゆくかということは、独自色の強
いミッションを有するほとんどの大学で問
題となろう。
　3ポリシーの策定に際して、殊にこの点
が課題となり得るのは宗教系の私立大学で
ある。キリスト教・仏教・神道等々、宗教
的精神に基づく建学の精神や教育理念を有
する大学は、例えば法学部や経済学部等、
宗教的な領域とさほど関わりのない学部に
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おいて、その教育目的や方針をどのように
全学的な理念と結びつけてゆくかが課題と
なろう。武蔵大学のケースでは、国際性と
主体性という二点において、経済学部・人
文学部・社会学部のいずれにおいても十分
に関わらせてゆくことが可能であったが、
例えば神道系大学が法学部や経済学部をも
つ場合、全学的な建学理念と学部学科の教
育理念とをリンクさせることが果たしてど
のように可能か、今後検討すべきところだ
と考えられる。参考事例として、以下に宗
教系の二大学を採り上げよう。

（3）東京女子大学

　東京女子大学はアドミッション・ポリ
シーにおいて「教育理念」と「求める学生像」
を提示している。「教育理念」では、まず
大学が「キリスト教を教育の根本方針とな
し、学問研究及び教育の機関として、女子
に高度の教養を授け、専門の学術を教授研
究し、もって真理と平和を愛し人類の福祉
に寄与する人物を養成することを目的」と
するとした上で、「本学のキリスト教を基
盤としたリベラル・アーツ教育は、揺るぎ
ない世界観、歴史観、死生観に基づいて、
自己の存在を位置づけ、社会、国家、世界
のなかで自己確立して生きる人格を育てる
教育です」と述べる。ここでは明確に大学
が「キリスト教を基盤としたリベラル・アー
ツ教育」を行うこと、及びその内容につい
て確認をしている。「揺るぎない世界観、
歴史観、死生観」もまた、本文を読む限り
においては基盤としての「キリスト教」と
結びつけて考えられているものであろう。
　ただし、「求める学生像」においてはそ
のトーンはやや下がり、「本学が求める学

生は、上記教育理念を理解し、本学での学
習を通して、広い識見と創造性を育み、現
代社会のさまざまな課題を解決するため
に、自ら考え行動する意欲を持った女性」
とされている。言うまでもなくキリスト教
的な理念に基づく教育方針に対して、入学
を検討する学生に対し自主的な判断を求め
る意味も含むが、一方で、キリスト教的教
育理念への積極的な賛同や参与を求めると
いうニュアンスもまた注意深く排されてお
り、むしろ重点は後半の「広い識見と創造
性」を育むため「自ら考え行動する意欲」
に置かれた感が強い。つまり、殊更に宗教
的理念との結びつきを強調するのではな
く、そうした理念を背景とした大学の教育
方針への「理解」を求めながらも、「広い
識見と創造性を育む」「現代社会のさまざ
まな問題を解決する」ための意欲を持つ女
性に向けて、広く開かれた教育内容を提供
する大学であることがアピールされている
と言って良い。それ故、アドミッション・
ポリシー末尾では「さまざまな学習歴や社
会経験を積んだ学習意欲の高い女性に広く
門戸を開いています」と宣言されるのであ
る。
　こうした姿勢は、カリキュラム・ポリ
シー及びディプロマ・ポリシーについても
同様に見られる。カリキュラム・ポリシー
においては、大学が「キリスト教を基盤と
したリベラル・アーツ教育」を「教育の根
幹」とすることが冒頭で確認されているが、
それとともに「目まぐるしく変化し、複雑
化する現代の多様な課題を解決しうる広い
識見と創造性を有する「専門性をもつ教養
人」の育成という教育目標を実現するため
に」カリキュラムを編成していることを述
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べている。その編成方針は6項目に分かれ
ているが、その第1項においては、「全人
的成長の基礎」を築くため、全学共通カリ
キュラムにおいて全学生を対象に「共通科
目」「外国語科目」「情報処理科目」「健康・
運動科学科目」「キリスト教学科目」を設
置していることを述べ、これらを通して大
学での学習に必要な基礎学力を身につける
とともに、「多角的な視点から専門領域を
超えて問題を探求する姿勢を育成する」と
している。ここでは「全人的成長の基礎」
を築くための課程の一部が「キリスト教学
科目」によって担われていることを示す点
が宗教的要素のカリキュラムにおける反映
とみなして良かろうが、同時に、他の共通
教育科目も併せて履修することで、多角的
視点からの問題探求への姿勢を育むことが
目指されている。以降、第2項では所属学
科・専攻の体系的学びを通して「有用な問
題解決の方法や問題の本質を見抜く洞察力
と判断力」の獲得を目指すこと、第3項で
は「学生の主体的力を養える少人数の参加
型授業」の実施、第4項では学生が「学際
的視点」を養えるように「学科横断型の学
び」を奨励すること、第5項では「女性学・
ジェンダー的視点に立つ教育」による「女
性の自己確立とキャリア探求の基礎をつく
る高度の現代的教養教育」の展開、第6項
では、これらの勉学の集大成としての卒業
論文・卒業研究等を課すことと、そのため
の個別指導の実施が挙げられている。
　通覧して直ちに了解できるように、これ
らの項目で強調されているのは、キリスト
教的理念や思想を背景とした人間観・学問
観であるよりは、現代社会の課題に向き合
い、それに対する思考能力と対処能力を主

体的に発揮するという、現代社会で普遍的
に望まれる人間像である。即ちこれらは、
大学の教育活動が現代社会の諸問題の解決
に向けて普遍的に必要とされる態度・能力
を涵養することを目指すものであること、
そのために意欲の高い女性に（必ずしもキ
リスト教的理念への強い参与を求めること
なく）広く門戸を開放していることを宣言
するものと言えよう。
　ディプロマ・ポリシーもまた同様で、こ
こでも「キリスト教を基盤としたリベラル・
アーツ教育」を教育の根幹とすることを宣
言した上で、「広い識見と創造性を有する

「専門ある教養人」の育成」という教育目
標のもと、卒業までに身につけるべきこと
として「豊かな人格形成の基本と基礎的な
学力を養い、専門領域を超えて問題を探求
する姿勢」「物事の本質を見抜き、現代の
多様な問題を解決しうる判断力」「高度の
現代的教養」といった事柄が挙げられてい
る。
　以上を要するに東京女子大学は、宗教的
理念を教育活動の根幹に有することを明確
に宣言しつつも、そのカリキュラムの編成
方針が「さまざまな学習歴や社会経験」を
有する多くの女性に開かれ、かつ現代社会
の諸問題について多角的かつ主体的に対峙
するという、社会人に要請される普遍的能
力の育成という目標へ繋げられていること
を確認・強調する姿勢を取っていることが
判る。
　無論、「キリスト教を基盤としたリベラ
ル・アーツ教育」を3ポリシーのいずれに
おいても最初に提示する点はキリスト教的
要素の反映と言って良かろうが、その「リ
ベラル・アーツ」が目指すものが、現代社
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会の諸課題に主体的に向き合い、多角的
な視点からその解決を目指すという今日的
テーマへと再解釈され、「キリスト教」と
いう一宗教の枠を超えて、一般化・普遍化
されていることが重要である。
　このように、宗教的精神をその根幹に有
する建学の理念を3ポリシーに落とし込む
際、当該宗教の掲げる価値を、現代社会に
おいて特定宗教の枠組みを超えて普遍的に
認められる価値や問題意識と接続可能な形
で捉え直しつつ文言を策定してゆく仕方
は、同じ宗教系の大学において多かれ少な
かれ見られる傾向である。今ひとつの事例
として、今度は仏教系の大学を採り上げて
みよう。

（4）淑徳大学
　淑徳大学は総合福祉学部・コミュニティ
政策学部・看護学部・国際コミュニケーショ
ン学部からなる仏教系大学であるが、公式
ウェブサイトの各学部学科に「教育目的」
のページを設けて各々の3ポリシーを公開
している。学部学科によって、建学の精神
としての仏教的要素の現れ方にはやや違い
がある。例えば、コミュニティ政策学部の
ポリシーにおいては大乗仏教との関わりは
直接言及されていないが、看護学部におい
てはアドミッション・ポリシーのひとつと
して「共生の心を持った看護職者を目指す
方」を挙げ、カリキュラム・ポリシーでも「共
生の思想に基づき、生・老・病・死のあ
らゆる場面で、対象となる人の尊厳と人権
を擁護できる倫理的態度を養う」、ディプ
ロマ・ポリシーにも「共生社会の実現を目
指すための「建学の精神」を理解し実践で
きる」との叙述が見られる。他にも、各ポ

リシーには地域社会との交流、医師及び福
祉職相互の連携、適切な人間関係の構築な
ど、コミュニティの形成と人々との「共生」
を中心とした内容が随所に見て取れる。こ
こで言う「共生」とは、淑徳大学が依拠す
る大乗仏教の理念の今日的表現であり、他
に総合福祉学部の各学科と、国際コミュニ
ケーション学部のポリシーにおいても「共
生」の精神に基づく「建学の精神」の理解
についての項目が設けられている。
　淑徳大学は昭和40年に社会福祉学部社
会福祉学科の単学部単学科の大学として開
学し、その目的は「社会福祉の実践を通じ
て『ひとりひとりの自立と社会の連帯』の
実現に貢献しうる人材の育成」にあった
としており、その上で建学の精神について
ウェブサイトにおいて次の如く述べる。

淑徳大学は、大乗仏教の理念を建学の
精神としております。“together with 
him”の実践を通じての理想社会の建
設と真実な人間の育成」を目指すもの
です。つまり、仏教でいう自利利他の
精神であり、今日の「共生」の思想と
いえるでしょう。この共生とは、人間
と人間の共生にとどまるのではなく、
人間と自然との、およそ「いのち」あ
るものすべてとの共生という意味で
す。

　続けて、「自利利他」精神の説明、及び
創設者が「福祉を宗教および教育と一体な
ものとして」実現しようとしたことを述べ、

「淑徳大学の共生の思想の原点は、社会福
祉の教育とその実践のなかに置かれていま
す」「「福祉」は、幼な子や高齢者、障がい
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者をはじめとしたさまざまな人びととの連
帯と、すべての「いのち」あるものとの共
生によってはじめて実現される、という思
いは開学以来、連綿と続いています」とし
ている。
　以上から判るように、建学の精神と教育
理念において、淑徳大学は大乗仏教の理念
を建学の理念とすることを示した上で、そ
の理念が「福祉」「教育」と一体のもので
あることを強調し、それを一般化し、現代
的な指針へ読み替えるキーワードとして

「共生」を掲げているのである。
　既に述べたように、こうした再解釈と一
般化は、宗教系大学がその理念を教育活動
の中で展開してゆく上で多かれ少なかれ行
われることであるが、淑徳大学の場合、3
ポリシーの文面それ自体には殊更強く宗教
色を押し出していないものの、福祉・教育・
宗教の一体性を予め宣言していること、ポ
リシーの内容もまた「共生」の思想と結び
ついたものを掲げてゆくことにおいて、宗
教的要素を3ポリシーの中に、より一般化・
普遍化された形で溶かし込む方針を取って
いると言って良かろう。このことは、この
大学が基本的に福祉系の大学であり、その
教育目的・教育内容が大学の依拠する「大
乗仏教の精神」と親和性が高かったこと、
また後に増設されたコミュニティ政策学部
及び国際コミュニケーション学部において
も、社会と国際に関する理解と積極的関与
を促すポリシーの内容が「共生」の精神と
いうキーワードを通じて建学の精神と結び
つけられていることによって可能となって
いるものと思われる。
　ポリシーそれ自体においては、例えば「大
乗仏教の精神に基づき」というような文言

は見られないが、地域社会・国際社会との
関わりや、人間と文化に関する理解等々、
各ポリシーの内容は「共生」思想とソフト
にリンクしたものとなっており、特に仏教
的理念への志向性を持たない学生にとって
も抵抗のないものとなっている。宗教系大
学が3ポリシーにおいて、その理念を、特
に宗教的なものへの志向性を持たない学生
に対しても理解しやすく訴えてゆく上で、
ひとつの在り方を示すものと言えよう。

6．3ポリシーにおける理念的要素の扱い
　以上四大学について、3ポリシーの概要
と、そこでの理念的要素の扱い方を通覧し
た。これらの事例において、大学独自の理
念や精神を3ポリシーを通して社会へ「発
信」しようとするとき、どのような工夫が
なされていたか、共通する点をまとめてみ
たい。
　第一に、嘉悦大学の例に典型的に見られ
るように、3ポリシーの文言においては具
体的な達成目標や養成する人物像を叙述す
る姿勢を取りつつ、それらを常に、建学の
精神において示された理念的要素の展開と
して位置づけようとする姿勢が見られた。
　第二に、その3ポリシーにおいて示され
た達成目標や養成する人物像を、〈大学と
社会〉〈学生と社会〉の結びつきをどのよ
うに実現するかという視点から叙述するこ
とによって、大学の掲げる理念が今日の社
会において広く通用し、意義を持つもので
あることを判りやすく示そうとする姿勢が
見られた。
　これらの姿勢は、単に実学系の学問領域
を担う大学や学部に限るものではない。例
えば東京女子大学において、教育方針にお
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いてキリスト教精神を根幹としつつも、そ
の大学教育の内容が「複雑化する現代の多
様な課題を解決しうる広い識見と創造性を
有する」人間の育成や、女性の自立、学際
的視点といった、宗教的枠組みを超えて広
く社会一般においてテーマとなる課題や価
値観に結びつけられていることを見ても、
同じことが言えよう。
　従って、3ポリシーの構築と「発信」に
際しては、まず、大学として達成したい目
標、実現したい価値、養成したい人物像を
明らかにするとともに、常にそれらが建学
の精神や人材養成方針に示された理念の具
体的なあらわれであることを示す姿勢が必
要となる。実際に文言の上でそれをどのよ
うに可能とするかについては様々な工夫が
考えられようが、例えばひとつの手だてと
しては、〈大学と社会〉〈学生と社会〉との
繋がりを大学がどのように実現しようとし
ているか、というように、大学の理念と社
会における実践とがそこにおいて交差する
ような視点を見出した上で、それに即して
記述を進めてゆくということが考えられよ
う。
　第三に、特に宗教系の大学において、そ
の宗教的な理念や価値観を、どのように3
ポリシーに反映するかという課題が浮かび
上がってきた。多くの宗教系大学はその理
念を「建学の精神」と題した文書や、大学
の沿革、また「学則」や「憲章」等におい
て述べてはいるが、3ポリシーでは、より
具体的なレベルで大学の目的・方針を明確
化することが求められており、文言をどう
するかが問題となろう。ひとつの姿勢とし
ては、例えば東京女子大学のように、キリ
スト教を教育の根幹とすることを宣言しつ

つも、ポリシーにおいては宗教的価値観へ
の参与を殊更に強く求めず、それに対する

「理解」を求めるにとどめて、先に述べた〈大
学と社会〉〈学生と社会〉の結びつきに配
慮しつつ教育方針を述べるケースがあり、
他方では、より積極的に宗教的価値観を教
育方針に反映させ、それを3ポリシーの文
言にも及ぼしてゆく立場があろう（14）。
　ただし、その場合でも、それが一特定宗
教の教義や価値観にとどまるものではな
く、社会において普遍的に認められる価値
を実現しようとするものであることが明ら
かにされなければならない。ここにおいて、
例えば淑徳大学の事例で、大乗仏教の思想
と、福祉の充実や環境への配慮という現代
社会の課題とを橋渡しする「共生」という
キーワードが提示されていたように、宗教
的な価値観や理念を、一般的・普遍的な価
値観や理念に接続する形で捉え直し、判り
やすく表現してゆく手順が必要となろう。
　このことは、宗教系大学のみならず、武
蔵大学の事例のように、長い伝統を有する
大学において、その建学の理念や精神が時
代を超える普遍的なものであり、今日の当
該大学の教育活動においても変わらぬ意義
を有し続けていることを示そうとする場合
にも、同様に言えることであろう。

結び
　本稿で筆者は、3つのポリシーの策定は、
学内の教育体制整備やFD活動を活性化さ
せる点において有用であるが、同時に、大
学のメッセージを学外へと「発信」してゆ
く上でも有益な役割を果たしうることを述
べた。後者の観点から3ポリシーの策定を
考える際には、その大学の教育に対する理
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念や態度を全体的に示すものとして、特に
全学のポリシーにおいて、理念性の要素を
どのように判りやすく明確に示すかが課題
となろう。その際には、第6節において述
べたように、伝統的、あるいは宗教的な理
念内容について、今日の社会においても時
代を超えた普遍的価値を有することが理解
されるような形で文言を策定することが重
要と考えられる。また、大学の理念が社会
への具体的な貢献に結びつき得るものであ
ることを示すことを可能とするような、理
念と実践とが交差する視点をそれぞれの大
学が設定し、これに即してポリシーを記述
してゆくこともひとつの方法であろう。
　とはいえ、大学はひとつひとつが異なる
条件のもとに研究教育活動を行っているの

であるから、その工夫の在り方も自ずか
ら多様なものとならざるを得ない。3ポリ
シーの策定に際しては、諸大学がそれぞれ
の立場から工夫を行ってゆくこととなろう
が、そのための足がかりになるものとして、
具体的な策定法の研究や事例報告が積極的
に出されてゆくことが今後一層望まれると
ころである。勿論、自校の歴史や立地によ
く即したポリシーを作りあげてゆくために
は、他校の事例を参照にしつつも、まずは
自校が掲げる教育理念は具体的には何を目
指しているのか、この社会においていかな
る価値を実現しようとしているのかという
ことを改めて問い直し、自覚化してゆくこ
とが不可欠であろう。

註
（１）	中央教育審議会・大学分科会「学士課程教育の構築に向けて（審議のまとめ）」中央教育審議会、平

成20年
（２）	中央教育審議会・大学分科会「初等中等教育と高等教育との接続の改善について（答申）」中央教育

審議会、平成11年
（３）	中央教育審議会・大学分科会「我が国の高等教育の将来像（答申）」中央教育審議会、平成17年
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学と学生のミスマッチも改善されるだろう。同様に、教育課程の編成や学位授与についても明確な
方針を立てやすくなるとともに、「3つの方針」全体も相互に一貫性を保ちやすくなるにちがいない」。

「大学の個性・特色と「3つの方針」のかかわり」『Between』2008年春号、Benesse教育開発研究
センター

（５）	「大学評価基準（機関別認証評価）」独立行政法人大学評価・学位授与機構、平成16年（平成20年改訂）
（６）	本稿における3ポリシーの概念と、その策定方法に対する基本的な理解は氏の研究に負うところが大

きい。以下に参照した論文を挙げる。①沖裕貴・田中均「山口大学におけるグラデュエーション・
ポリシーとアドミッション・ポリシー策定の基本的な考え方について」『大学教育』第3号、平成18
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年、㈪沖裕貴「観点別教育目標から考えるカリキュラム・ポリシーの構造　−理念・目標、ディプロ
マ・ポリシー、シラバスとの関連において−」『立命館高等教育研究』第7号、平成19年、㈫沖裕貴「教
育目標から考える学士課程教育の構造〜 3つのポリシー（DP、CP、AP）をどう明確化するか〜」『高
知大学教育研究論集』第13巻、平成21年、④沖裕貴「山口大学と立命館大学におけるカリキュラム
ポリシーの構造化」『大学教育研究年報』第13号、平成21年。また、同じく教育目標分類学の視点
を取り入れた方法論を実践した事例報告として、高瀬恵次「愛媛大学の全学的挑戦−ディプロマポリ
シー／カリキュラムポリシー／アドミッションポリシーの策定と一貫性の構築−」『2008年度龍谷大
学第4回FDフォーラム報告書』、平成21年、がある。

（７）	沖前掲論文（註6③）
（８）	沖前掲論文（註6③、④）
（９）	沖前掲論文（註6①、④）
（10）「大学設置基準」第一章総則・第二条の二（平成21年11月最終改正）
（11）例えば濱口哲新潟大学副学長は次のように述べる。「学士課程教育を、学問分野を基盤として整理さ

れたものではなく、学習成果に基盤を置いたもの、つまり、人材育成の観点から構築される教育プ
ログラムであると定義すると、プログラムの到達度としての学位授与ポリシー、そこに至る学習方
策を明示するカリキュラム・ポリシー、そしてプログラムの学習に必要な能力を示すアドミッション・
ポリシーの明示が必要になるのは当然である」。「到達目標の明確化によるポリシーの可視化の試み」

『Between』2008年春号、Benesse教育開発研究センター
（12）	「大学評価基準」
（13）	3ポリシーからの引用は、大学の公式ウェブサイトに公開されたものを参照させていただいた。公式

ウェブサイトURLは以下の通り（平成22年1月現在）。
嘉悦大学　http://www.kaetsu.ac.jp/
武蔵大学　http://www.musashi.ac.jp/
東京女子大学　http://www.musashi.ac.jp/
淑徳大学　http://www.shukutoku.ac.jp/

（14）	本稿では参照しなかったが、その典型的な例としては、例えば創価大学の3ポリシーが挙げられる。
同大学においては、創立者の言葉や「人間主義」の理念を示した上で、各学部ポリシーの文言にお
いても、これを積極的に活かしてゆこうとする姿勢が見て取れる。とはいえ、このようなケースは
管見の限り決して多くはない。



國學院大學教育開発推進機構紀要

─ 66 ─



國學院大學教育開発推進機構紀要

─ 67 ─

國學院の漢文教育概観
―草創期から大学昇格まで―

鈴木　崇義

はじめに

　本稿では、國學院の漢文教育の歴史を通
覧することにより、漢文教育の位置づけが
国学、また国文学研究において那辺にあっ
たのかを明らかにし、國學院の教育体制の
一端をうかがう手助けとしたい。漢文は、
明治維新における「文明開化」の波の中で
旧時代の学問として、時には排撃を承け、
また教育面においては削除、削減を求める
声が多くあがる等、次第にそれまでの学問
としての権威を失っていくようになった。
一方、國學院の建学の精神も、明治政府に
よる欧化政策の中、日本古来の思想や文化
が顧みられなくなっていく最中に、単なる
欧風の模倣ではない、我が国の歴史、民族
性に基づくものであるべしとの気運の高ま
りによるものであった。このように、時代
の波にのまれ、ともすれば旧時代の遺物と

して見捨てられてしまったかもしれない学
問に再び光を当てる使命を帯びた、國學院
の学問と明治の漢学には、教育理念として
相通ずるものがあったと考えられる。
　また、國學院はその歴史を通じて多くの
国語・地歴の教員を養成してきた。国語教
員に関していえば、國學院の卒業生は徹底
的な作品の読解と厳しい文献批判に裏打ち
された、非常に質の高い教員として世間か
ら評価を受けてきた。そういった我々の先
輩はどのように漢文教育を受けてきたのだ
ろうか。本稿においては、時代を通じて授
業科目、講師陣を俯瞰することによりその
歴史を見てみたい。漢文教育に特化して考
察するのは、まず明治維新の波にのまれて
しまったという共通性もさることながら、
漢文は日本の歴史、思想、文学を学ぶ上で
欠かすことの出来ない学問分野だと考える
からである。漢文、または中国古典は、奈

【要　旨】
　國學院における漢文教育の歴史をうかがうため、草創期から大学令による大学昇格までを区切りとして
学課表と講師陣を俯瞰した。草創期においては教材となった漢籍の種類が少なく、経学の書物を中心とし
た授業内容であったが、一方で漢文の専攻以外でも漢籍を講読する授業があり、それは明治時代という背
景によるものであった。やがて講師陣が充実するに伴い、経学のみならず老荘思想や文学史にも触れ、教
材も『文章規範』等の科挙のための参考書ではなく、『史記』や諸子百家の本格的な漢籍を扱うようになっ
た。そして、大学に昇格した際の学課程を見てみると漢詩文の授業が増えており、現在の文学部中国文学
科のカリキュラムに近づいていることが分かった。

【キーワード】
漢文教育・漢学者・漢籍・学課表・國學院
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良時代に遣唐使が漢籍をもたらして以来、
日本の歴史を通じて学問の基礎であり、学
問そのものでもあった。また文学において
も多大な影響を与え、さらには日本人自身
も多くの漢文の文章や漢詩を作っており、
自分たちの血肉として漢文を操っていたの
である。以上のような歴史を見れば、国史
国文を学ぼうとする者にとって漢文は欠く
べからざる学問であるといわざるを得ない
だろう。現在の國學院大學におけるカリ
キュラムを見ても、文学部日本文学科にお
いては「漢文学概説」の授業を必修の学科
基幹科目とし、日本文学を学ぶ学生の基礎
教育に漢文を位置づけている。
　これらを踏まえて、まず國學院における
漢文教育が、國學院のカリキュラムの中で、
どんな講師陣によってどのように行われて
きたのかを見ていき、併せて明治時代の漢
学・漢文教育も概観することにより、國學
院の教育史の一端を漢文教育の面から見て
みたい。ただし、本稿における考察範囲は
國學院草創期から大學令大學昇格までとす
る。

國學院の漢文教育の歴史

（１）國學院草創期の漢文教育

　國學院の漢文教育の歴史を通覧するに
当たり、その課目を順番に追っていくこ
とにする。それに当たっては、『國學院大
學七十年史』、『國學院大學百年史』等を参
考に見ていくことにしよう。國學院大學
の設立母体である皇典講究所は、明治15
（1882）年に設立され、修業年限は予科2年、
本科3年の計5年であった。皇典講究所は
同年9月1日に開校されることになったが、

生徒募集の要項に次の一条がある。「一、
入学試験ノ科目ハ体操（種痘天然痘有無、
眼耳等身体普通ノ検査）読書大日本史（本
紀講義・続日本紀宣命白文訓点、唐宋八家
文白文読法）作文（和文漢訳・漢文和訳）
ノ三科トス」皇典講究所の生徒たるには、
まず漢文が読め、また漢文が作れることが
必須であると考えられていたと言えよう。
そして9月1日の授業開始に当たっては【表
１】のような時間割が組まれていた。
　ここでの漢文課目は『春秋左氏傳』の輪
講と『孝經』の講義である。現在の漢文教
育カリキュラムから見ると非常に素朴では
あるが、『春秋左氏傳』の輪講などは、中
国の伝統的な歴史観を基礎にしなければ容
易に行えないであろうから、当時の生徒は
非常に時間をかけて授業準備をしていたと
推測される。これらの授業を担当していた
秋月胤永（1824 ～ 1900）は、字は子錫。
韋軒と号す。会津藩士で、会津藩の日新館
に学んだ。その後、天保13（1842）年に
江戸に遊学し、弘化3（1864）年には昌平
黌に佐藤一齋に学んだ。その後、会津に帰っ
たが文久2（1862）年に藩主松平容保が京
都守護職となって上京するに従い機密に参
画した。明治元（1868）年戊辰戦争に転
戦して禁錮の厄にあったが、明治5（1872）
年に特赦され、左院少議生、五等議官、太
政官に出仕、明治17（1884）年東京大学
予備門・第一高等学校を歴任し、明治24
（1891）年に第五校等学校に赴任した。程
朱の学を宗とし詩文を善くし、また書にも
長じた。著に『観光集』八巻がある。
　『國學院大學百年史』によれば、「既述
の如く第一期生の募集は、草創当初の事
で十分な宣伝も行われず、予期した生徒数
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に達しなかった。ここにおいて第二期生の
募集を決定し、同十五年十一月次の生徒募
集を公告した。」として、第二期生の募集
がすぐに行われたとしている。第二期のカ
リキュラムは第一期に比べて格段に整備さ
れ、漢文の教科も幅広い内容となった。漢
文の教科のみを記すと【表２】【表３】の
ようになる。
　まず、どの教科においても漢籍が授業で
取り上げられている点が特徴としてあげら
れよう。修身科は、予科において『孝經』、『論
語』と経学の基礎になる漢籍を学び、本科
にて『大學』、『中庸』とすすみ、五経の中
でも聖人の言行録である『尚書』と古代中
国における宇宙哲学の大系である『周易』
を読んでいる。歴史科は、予科にて『春秋
左氏傳』を読んで古代中国の歴史観である
「春秋の筆法」を学び、本科で『史記』、『漢
書』といった正史に進んでいる。また、法
令科においては本科にて『唐六典』、『唐律
疏議』といった律令の基礎資料を読み、『明
律』まで進んでいる。『明律』を読むのは、
明治3年に頒布された「新律綱領」が『大
明律』に基づくからであると考えられる。
村山吉廣氏は『漢学者はいかに生きたか』
（大修館書店1999年）において明治時代の
漢文流行の空気を述べて、

世を挙げての漢文愛好に拍車をかけた
のは、明治三年に頒布された「新律綱
領」であった。この法令は中国の「大
明律」を基にして作られていた。その
内容は「刑法」であるが、そこには西
洋刑法の影響はほとんどない。罪名な
ども「大明律」のなかの用語をそのま
ま採用していた。このため裁判官は必

要に迫られて漢學を学ばなくてはなら
なかった。そのころ、司法官試験には
無点本の『通鑑網目』に訓点をつける
問題が必ず課せられていた。この書は
宋の司馬光の『資治通鑑』を朱熹が節
略して刊行したものである。当時のは
やり言葉の一つに、
　　可愛い書生さんにやりたいものは
　　通鑑網目・史記・左伝
とあるのはこうした背景があったから
である。
　備中松山の藩黌有終館学頭であった
三島中洲が維新後に法官となり、新治
裁判長・大審院中判事などを歴任して
いるのも、こうした時代背景があれば
こそである。

としている。法令科において『明律』が講
読されたのも、このような事情によるもの
であろう。文章科においては、『文章軌範』
から始まり、頼山陽編『謝選拾遺』が講読
されている。前者は、科挙受験のための模
範文例集ともいうべき書であるが、古文の
代表的な作品を収めており、中国では元明
時代に流行し、日本では室町時代に伝来し
たが江戸時代中期に昌平黌で和刻本が出版
され、諸藩の藩校で教科書として採用した
ため、それ以降たいへんよく読まれた漢籍
であり、後者はそれを頼山陽が補ったもの
である。これら、漢文の入門書を読んだ上
で、本科では唐宋八大家の文章を韓愈、柳
宗元、歐陽脩、三蘇、王安石、曾鞏という
順番で読み進めている。八大家の文章をど
んなテキストで読んでいたのかの詳細は不
明であるが、たとえ別集が揃わなかったと
しても『唐宋八大家文讀本』等の選集で補
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うことが出来たと考えられる。このように
してみると、修身科においては経学の伝統
を踏まえた漢文教育が、法令科では律令の
基礎となるテキストを用いた漢文教育が、
そして文章科では達意を主眼とした古文を
学ぶための教材が用いられていたことがわ
かる。この段階においては、当初は輪講さ
れていた『春秋左氏傳』が抜け、また、漢
詩を学ぶ授業も行われていなかったようで
ある。以上が皇典講究所における漢文教育
の初期の様相である。

（２）明治20年の皇典講究所規則の改正

　明治20年には皇典講究所の学則が整備
され、これまでの文学部、作業部の二部制
をやめ、予備科、本科の課程を確立し、正
科では皇典を、副科では漢籍や洋書を課し
た。また数学や理科等の自然科学の学問も
科目に取り入れ、幅広い教養を身につける
ことを目的としたカリキュラムに変更され
た。この時の漢文科は第一年で史類。史論・
作文。第二年で文集經子類・作文のみであ
り本科には授業を設けていなかったようで
ある。

（３）國學院の設立

　明治22年、山田顕義所長により「私立
国文大学設立趣意書」が頒布され、翌23
年には「國學院設立趣意書」が同所長より
公示、皇典講究所に國學院が設置された。
当時の本科においては、漢文は本科、研究
科ともに各学年で「解釈」として2時限ず
つ割り当てられている。一週間の授業時間
が25～ 6時限。国史・国文がそれぞれ5時
限ずつとられていたことからしても、さほ
ど多くの時間を漢文に取ってはいなかった

ようである。そして、この2時限の授業を
担当していた講師は川田剛、島田重禮、三
島毅、楠文蔚、内田耻叟といった講師陣で
ある。
　明治26年の学科目を見てみると、漢文
科においては1年級で『唐宋八大家文』を
三島毅が、２年級では『史記』を内藤耻叟、
左傳を楠文蔚が、３年級では『詩經』と『拙
堂文話』を三島毅が担当している。この『拙
堂文話』は三島の師である齋藤拙堂の著で、
古今日中の古文に評して唐宋八大家の古文
から秦漢の古文に遡って学ぶべしという主
張を展開したものである。また、漢文科以
外にも道義科では1年級と2年級で『中庸』
を三島毅が担当し、外国史科の支那史の授
業では1年級と3年級を市村瓚次郎が、2年
級を楠文蔚が担当している。ここで、当時
の漢文担当の講師に目を向けてみよう。
　川田剛（1830 ～ 1896）字は毅卿、甕
江と号す。備中の人。初めは山田方谷に学
び、江戸に出て佐藤一齋門下の大橋訥庵に
經史を学び、安井息軒や塩谷宕陰と交流が
あった。維新後は文部省・宮内省に出仕し
図書寮博物館・華族女学校・東宮侍講・宮
中顧問官・東京大学教授等を歴任した。学
問は程朱を宗として明清の諸家に渉って広
く通じていた。著に『講史余談』一巻、『近
世名家文評』一巻等がある。島田重禮（1838
～ 1898）、東京大崎の人。篁村と号す。
初め海保漁村・安積艮齋に学び、後に昌平
黌に入り、塩谷宕陰の推挙によって昌平黌
助教となった。明治14（1881）年東京大
学教授となり明治考証学の大家とされる。
著に『篁村遺稿』三巻がある。三島毅（1830
～ 1919）備中の人。字は遠叔、中洲と号す。
初め、山田方谷に学び、ついで齋藤拙堂に
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学んだ。安政4（1857）年、昌平黌に入り
佐藤一齋、安積艮齋に学んだ。明治5（1872）
年に法官となり、新治裁判長・大審院中判
事などを歴任したが明治10（1877）年に
退官し、麹町一丁目に漢学塾を設けた。そ
の後、高等師範学校教授・東京帝国大学文
科大學教授となり東宮侍講・宮中顧問官を
歴任した。初めは朱子学を宗としていたが
後に陽明学に転じて実用の学を重んじた。
著に『中洲詩稿』二巻、『中洲文稿』十二
巻、『論語私録』四巻等がある。市村瓚次
郎（1864 ～ 1947）茨城県の人。字は圭卿。
器堂・筑波山人・月波山人と号す。東京帝
国大学古典科漢書課を卒業。学習院教授、
東京帝国大学教授を歴任し國學院大學学長
も務めた。他にも斯文会・史学会・東方文
化学院等の理事や評議員となった。著に『東
洋史統』四巻、『支那史統』五巻等がある。
このように、明治20年代以降の講師陣は
東京帝国大学との関係が深い講師が多いよ
うに見られる。

（４）明治三十年代の学科目

　明治29年に佐々木高行伯爵を皇典講究
所所長として招いた。佐々木所長は就任と
同時に人事を刷新した。その翌年の明治
30年の学科表に基づいて漢文科目と担当
講師を【表４】に示す。
　道義科では3年間を通じて『論語』を学
ぶのは、漢文によって儒教的道徳観を学ぶ
ねらいがあったと考えられ、同時にそれは
当時の漢文教育の役割に対する一般的な見
解だったといえよう。（石毛慎一『日本近
代漢文教育の系譜』（湘南社））漢文科にお
いては、1年では唐宋八大家の古文のよう
な漢文法の基礎を学ぶことの出来、かつ漢

文の入門となるような文章や、『史記』の
列伝のような話柄として面白く、興味深い
ものが教材となっている。2年に進級すれ
ば『孟子』や『春秋左氏傳』といった経学
の基本的書物により儒教的倫理観や思想体
系を学ばせるというねらいが見られる。3
年になると『周易』や『詩經』といった難
解な漢籍を講読することになっている。漢
籍の数は多いとは言えないが、厳選したも
のをじっくり読んでいこうとする課程を組
んでいると言えるだろう。
　その後、明治32年には、政府が中学校
令を交付し、実業学校令・高等女学校令等
をも公布して学校制度を整えた。そして、
近代的な教員養成の必要から公私立学校・
外国大学校卒業生の教員免許規定を定め、
卒業生に対して中学校・高等女学校・師範
学校の教員資格を付与することとなった。
これを受けて、皇典講究所は、國學院の卒
業生に対して日本歴史と国語科の免許資格
を取得させるため、認可を文部省に申請し、
認可を得た。以来、國學院の教育は中学校・
師範学校等の教員養成に傾くように見え
たが、明治35年に学科課程に改訂を加え、
翌36年には新たな講師を招く等の教学の
充実を図った。明治36年の学科表に基づ
き漢文科の学課表を【表５】に示す。
　以前では道義科にて読まれていた『論
語』や『大學』、『中庸』が漢文科に入って
いること、支那文学史が新たに科目名とし
て入っていることが、まずこの学科表の特
徴として看取される。また、経書だけでは
なく、『莊子』のような諸子百家も授業が
行われ、漢文教育の幅に広がりが見えてい
る。講師に目を向けると、新たな科目であ
る支那文学史を塩谷温に嘱託していること
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に注意したい。塩谷温（1878 ～ 1962）は、
東京の人。節山と号す。塩谷家は塩谷宕陰
（温の大伯父に当たる）以来の漢学の名門
であり、温もその家学を継承している。明
治35（1902）年東京帝国大学文科大學漢
学科を卒業。さらに大学院に学んで学習院
教授東京帝国大学助教授となり、明治39
（1906）年にはドイツや清国に留学し、清
国では葉徳輝に師事した。中国の白話小説
や戯曲、特に元曲の研究に先鞭をつけた。
著に『支那文学概論講話』や『国訳元曲
選』等がある。また、内田周平（1858 ～
1945）、静岡県浜松の人。遠湖と号す。東
京帝国大学医学部に学んだが、後に漢文に
転じた。著に『遠湖文髄』等がある。林泰
輔（1854 ～ 1922）茨城県の人。名は直
養、字は浩卿。進齋と号す。明治20（1887）
年東京帝国大学古典講習科漢書科を卒業。
市村瓚次郎、また瀧川亀太郎と同学である。
山口高等学校教授・東京帝国大学文科大学
助教授・東京高等師範学校教授を歴任した。
著に『論語年譜』、『周公とその時代』等が
ある。宮内黙蔵（1846～ 1925）、字は子淵。
鹿川、磊磊山人、孤琴獨調齋と号す。三重
県亀山の藩士。齋藤拙堂に經史を学び、帰
藩してから藩校句読師となり補助講官を兼
ねた。廃藩後は内務省に出仕し、國學院や
二松学舎等の教員を歴任した。陽明学を最
も信奉し、著に『陽明学講話』一冊、『王
学指掌』一冊等がある。このような、いわ
ゆる漢学の大家を講師として招いたことか
らも、教学の充実をはかった跡がうかがわ
れるのである。
　また、1年に『論語』や『孟子』、唐宋
八大家や『史記』といった基礎科目を置き、
2年で『莊子』のような諸子百家と3年の

経書講読に向けての準備をして、3年にお
いて五経からテキストを採用し、本格的な
漢学に接するよう段階を踏んだ学課程であ
り、明治30年の学課程を継承していると
いえよう。このように、少しずつではある
が各授業後とのつながりが明確になってき
ている。

（5）専門学校昇格から大学令大学昇格まで

　文部省は明治36年に専門学校令を公布
し、公立私立専門学校規程を定めた。國學
院も専門学校令の認可申請に当たって学則
に改革を加え予科2年、本科3年の大学部
を設け、従来の本科を師範部として修業年
限を3年に定め、国語漢文科、歴史地理科、
国語漢文歴史科の中等教員を養成するもの
とし、同年文科省の認可を受け専門学校に
昇格した。
　大学部の予科一年は明治38年9月に募集
され、授業が開講された。漢文科は詩文を
島田鈞一、八家文を内田周平、史記を山田
倉太郎がそれぞれ担当した。その２年後の
明治40年には予科2年の修了者が大学部本
科に入学した。それにともなって新たに設
けられた科目と担当講師を漢文科目のみ
【表６】に示す。
　また、明治42年度の開講科目と担当講
師の予定表によると、漢文の授業科目及び
担当講師は【表７】のようであった。
　ここにいたって「文法」、「講読」、「文学
史」等の課目名が明記され、それぞれの教
材を用いてなにを主眼として学ぶかを明確
に示す試みがなされている。そして、教材
に目を向けると、現在の高校教育の漢文で
も扱われるような漢籍、たとえば『唐詩選』
や『戰國策』、『白氏文集』等が散見するよ
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うになった。この表からは、明治42年の
体制から漢詩が漢文の教材として明確化し
たことが伺える。『唐詩選』は江戸時代に
広く読まれ、『白氏文集』は平安時代に『文
選』とともにたいへん愛好された。また、
史書を『十八史略』をもって代えているこ
とも注目したい。講読する漢籍の分量を増
やしたため、簡便化できるものはなるべく
簡便化したと推察される。をただし、ここ
で特に注目したいのは42年度の開講予定
科目に時文が入っていることである。時文
とはその時代に行われた文体を指すが、特
に科挙の答案に用いられた八股文を指して
いうことがある。しかし、三浦叶氏は『明
治の漢学』（汲古書院1998年）において、

　まず初めに気がつくのは、第三学年
から上には明清の文を、第四・五学年
にはシナ時文を採るようにといってい
ることである。これは現在の漢文教科
書と最も違いの大きな点である。そし
てこの二点は当時と今日と時勢の相違
が然らしめるところである。即ち明治
六年副島種臣が特命全権大使として清
国に行き、通商条約の批准を終え対等
の国交を開き、翌七年柳原前光が初代
公私使として北京に駐さつした。シナ
は九年に何如璋を初代駐日公使に任命
し、これより日支両国間に国交が開か
れ両国人の往来が繁くなった。
　　駐日公使の随員には学者文人がい
て、わが国の文人との交遊が盛んにな
り詩運の隆盛をきたした。この交遊は
二十七年に日清戦争が起こるまで続い
た。当時のようすを神田喜一郎氏は「江
戸時代の末期から明治大正に至る百年

間における清詩の流行は、じつにすさ
まじいものがあった」と述べている。

と述べ、さらに明治39年には明治書院か
ら『清國時文類纂』・『支那近體文讀本』と
いう時文を集めた教科書が出版されている
ことを指摘している。このことから、國學
院で行われた時文の講義も、おそらく明清
の文章を指し、八股文を学んだわけではな
いと思われる。
　続いて大正元年には学則改正がなされる
と、それにともなって学科目と担当講師に
【表８】に示すような異動が生じた。
　学科目についてはさほど変更点は無い
が、作詩、作文が新たな科目として加わっ
ている。また、講師に何人かの異動が見ら
れる。鈴木虎雄（1878 ～ 1963）、新潟県
の人。彪軒と号す。明治35（1902）年東
京帝国大学漢文科卒業。東京大学講師、東
京高等師範学校教授、京都大学教授を歴任
した。中国文学研究に多大な業績を残し、
また漢詩人、歌人としても名がある。著に、
『支那詩論史』、『賦史大要』、『陸放翁詩解』、
『彪軒退休集』等がある。桂五十郎（1868
～ 1938）、越後新津の人。湖村と号す。
東京専門学校を卒業して日本新聞社の記者
となり、早稲田大学・東洋大学・國學院大
学で教鞭を執った。著に『漢籍解題』があ
る。黒木安雄（1866 ～ 1923）、高松の人。
字は飛卿。欽堂と号す。明治18（1885）
年に東京帝国大学古典科に入学。明治40
（1907）年には東京帝国大学講師となり、
また日本大学・二松学舎・國學院で教えた。
詩文書画に巧みで書道の普及に努めた。著
に『欽堂詩文集』、『欽堂雑著』がある。兒
島獻吉郎（1866 ～ 1931）、星江、一枝巣
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と号す。岡山県の人。漢学者の父に持ち、
早くから漢学の家学を受けた。初め二松学
舎で三島毅に学んだが、その後東京大学古
典講習科漢書課の補欠試験を受けて入学し
た。卒業後は上野博物館や東京府立第一中
学校に勤務した。その後、熊本の第五高等
学校教授・二松学舎学長・京城帝国大学教
授を歴任した。著に『支那文学史綱』、『漢
文典』等がある。
　大正7年に文部省が大学令を公布したの
に伴い、國學院においても大学昇格に向け
ての運動が行われた。そして、大正9年に
は大学令の認可がおり、大学に昇格した。
それに伴い、専門学校令における大学部は
9年度に募集を停止し、12年度には廃止と
なった。さらに、従来置かれていた師範部
を高等師範科に改め、教学体制を充実させ
ていった。大正13年の学科課程と授業担
当講師を示すと【表９】のようになる。
　このようにしてみると、講師の数も増員
され、科目数もそれ以前に比べて多くなり、
豊富な内容を持つようになった。まず、1
年では唐宋の古文、『日本政記』、『十八史
略』による日中両国の歴史の通覧。『唐詩選』
により漢詩の基礎を学ぶ。ついで2年では
『論語』や『孟子』、『大學』、『中庸』とい
わゆる四書を読み、併せて『春秋左氏傳』
を学ぶことで従来の漢学の伝統的な教育内
容を持ち、3年においては老荘思想への漢
文学の範囲の展開や、『詩經』、『書經』の
講読による経学への深化が見られる。また、
『文選』を教材として1年で学んだ漢詩を
さらに時代を追って学ぶように組まれてお
り、四部分類の集部に相当する漢籍の占め
る割合が増えている。現在の國學院大學文
学部中国文学科においても、2年次に唐宋

の詩を読む演習、3年次には『文選』を読
む演習の授業が用意されている。この、唐
詩を学び、その後『文選』を学ぶという教
科の位置づけは、現在のカリキュラムにも
通じる学課程だと考えられる。また、3年
間を通じて漢作文の授業が行われているこ
とについても、漢文を作る訓練はそのまま
漢文読解力を高める訓練に繋がるため、國
學院の伝統的な学問のあり方の、文献を丁
寧に読み込むという学問態度を教授したい
という意気込みをこの学課表に見ることも
できるだろう。
　講師陣もこれまで講師として教鞭をとっ
ていた講師に加えて新たな講師が見られ
る。池田四郎次郎（1864 ～ 1933）、名は
胤。字は公承。大阪の人。蘆洲と号す。幼
少期から学問を好み、河野葵園、近藤南洲
に学んだ。その後、上京して二松学舎にて
三島毅に師事した。詩文を善くして清朝考
証学者の著作を好み、また『史記』を好ん
だ。著に『史記読本』、『故事熟語辞典』、『蘆
洲遺稿』等がある。小柳司氣太（1870 ～
1940）、新潟県の人。もとは熊倉姓であっ
たが、叔父の養子となり小柳姓となった。
叔父は神官で漢籍を好み、幼少期から『論
語』や『大學』を習った。24歳の時に東
京大学に入学し、明治27（1894）年漢学
科選科を卒業。その後、新聞記者または雑
誌記者になろうとして東亞学校を起こすも
資金難で失敗。広島や京都の中学校の教員
をして山口高等学校教授となり、ついで学
習院教授・大東文化学院学長を歴任した。
著に『老荘の思想と道教』、『東洋思想の研
究』等がある。
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おわりに

　本稿においては、草創期から大學昇格ま
でを区切りとして考察の対象としたが、学
課表と歴代講師陣を俯瞰するに留まった。
今後は、明治時代における漢学の趨勢と國

學院の関わりや、國學院と他の大学、特に
東京帝国大学との関わりも視野に入れ、実
際に授業で用いられていたテキスト等も併
せ見ることによって國學院の漢文教育の一
端を明らかにしていきたい。

【表１】
10 時～ 12 時 1時～ 2時

月 春秋左氏傳（輪講） 秋月胤永 童蒙求入学（講義） 木野戸勝隆
火 靖献遺言（輪講） 木野戸勝隆 萬葉集新採百首（講義）日下部成徴
水 神皇正統記（会読） 日下部成徴 孝經（講義） 秋月胤永
木 靖献遺言（輪講） 秋月胤永 歴朝大綱（講義） 井上頼囶
金 春秋左氏傳（輪講） 秋月胤永 萬葉集新採百首（講義）日下部成徴
土 神皇正統記（会読） 日下部成徴 童蒙求入学（講義） 木野戸勝隆

【表２】
文学部（予科）
学年 第一年 第二年
学級 第四級 第三級 第二級 第一級
修身 孝經 忠経 論語 論語
歴史 春秋左氏傳 春秋左氏傳 春秋左氏傳 春秋左氏傳
法令 ― ― ― ―
文章 文章軌範 謝選拾遺 謝選拾遺 謝選拾遺

【表３】
文学部（本科）
学年 第三年 第四年 第五年
学級 第六級 第五級 第四級 第三級 第二級 第一級
修身 大學 中庸 尚書 尚書 周易 周易
歴史 史記 史記 史記 漢書 漢書 漢書
法令 唐六典 唐六典 唐律疏議 唐律疏議 明律 明律
文章 韓文 韓文 柳文 歐陽文 三蘇文 王曽文
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【表４】
1 年級 担当講師 2年級 担当講師 3年級 担当講師

道義 論語 四屋恒之 論語 四屋恒之 論語 四屋恒之
漢文 八家文 福永得三 孟子 林泰輔 周易 根本通明
漢文 史記列伝 林泰輔 春秋左氏傳 福永得三 詩經 林泰輔
外国史 支那史 林泰輔 支那史 林泰輔 支那史 林泰輔

【表５】
一年級 ２年級 ３年級

漢文科 学科目 担当講師 学科目 担当講師 学科目 担当講師
漢文科 論語 市村瓚次郎 支那文学史 塩谷温 支那文学史 塩谷温
漢文科 孟子 宮内黙蔵 大學・中庸 宮内黙蔵 尚書 内田周平
漢文科 八大家文 内田周平 莊子 宮内黙蔵 易經 九鬼盛隆
漢文科 史記 橋口兼之 左傳 内田周平 詩經 林泰輔

【表６】
大学部本科
１年級（明治40年開講） ２年級（明治41年開講）
科目 担当講師 科目 担当講師
左傳 内田周平 『詩經』・『書經』 林泰輔
大学・中庸 林泰輔 『荀子』 西村豊
白氏文集 桂五十郎 支那文学史 黒木安雄
支那文学史（口述） 鈴木虎雄 ― ―

【表７】
課目名 内容 担当講師
文法・講読 論語 山田倉太郎
文法・講読 孟子・時文 島田鈞一
文法・講読 八家文・書經・易經・戰國策 内田周平
文法・講読 大學・中庸・詩經 林泰輔
講読 唐詩選・文選・聖武記・白氏文集 桂五十郎
講読 左傳 西村豊
講読 十八史略・小學・荀子・韓非子・老子・莊子 宮内默藏
文学史・講読 近世文 黒木安雄
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【表８】
学科目 担当講師
漢文法・論語・漢作文 山田倉太郎
作詩・近世文 黒木安雄
十八史略・荀子・老子・莊子 宮内默藏
左傳 西村豊
八家文・漢作文・戰國策・書經・易經 内田周平
支那文学史 兒島獻吉郎
唐詩選・白氏文集・文選 桂五十郎
大學・詩經 林泰輔
孟子・時文 齋藤坥藏

【表９】
1 年 2年 3年
内容 担当教員 内容 担当教員 内容 担当教員
唐宋八家文 永井重義 支那俗文 松井等 支那俗文 松井等
日本政記 小柳司氣太 論語・孟子 永井重義 詩經・書經 池田四郎次郎
十八史略 頼成一 左傳 宮内默藏 老子・莊子 宮内默藏
唐詩選 宮内默藏 大學・中庸 小柳司氣太 文選 池田四郎次郎
漢作文 高於菟三 漢文学史 小柳司氣太 漢文学史 塩谷温
― ― 漢作文 宮内默藏 漢文演習 頼成一
― ― ― ― 漢作文 宮内默藏

※科目名等は当時のまま表記した。
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平成20年度FD講演会 講演録

初年次教育をどのようにおこなうか
―全国調査からみえる実態と課題―

山田　礼子（同志社大学）

１．初年次教育の普及とその背景

　ただいま御紹介いただきました山田でご
ざいます。今日のタイトルは、初年次教育
をどう行うかということで、全国調査から
みえる実態と課題についてお話をしたいと
思います。
　初年次教育は、アメリカで1970年代か
らFirst Year Experienceとして広まって
きたものです。國學院大學さんのほうでも
既に導入されているかと思いますが、実際、
日本でも急速に普及しつつあります。先日
も初年次教育学会、これは2008年3月に同
志社大学で設立大会が開かれまして、11
月に第1回大会を玉川大学で開催いたしま
したが、そのときに判ったことは、本当に
アメリカを凌駕する勢いで広がってきてい
るということです。その結果、初年次教育
の内容も非常に多様化しておりまして、学
部によっては導入教育であったり、あるい

は理系ですと若干リメディアル的要素を含
んでいたりもします。このように、多様化
が進んでいるということもひとつの特徴で
あると言えます。
　では、なぜこのように急速に広がってき
ているのかといいますと、ひとつはやはり
ご存知のように、学生の変容です。高等教
育への進学率が2008年には55%を超えま
したが、それに伴い非常に大きな変化が起
こって来ている。単なる学力低下といった
問題ばかりではなくて、もっと基本的な
問題、すなわちモチベーションの低下です
とか、あるいは学生の自分の将来を決める
時期が非常に遅くなってしまうというよう
に、成熟した学生が少なくなって来ている
ということがあります。
　そういう状況の中で、政策的な側面につ
きましても、より教育を重視する場へと大
学を変革させる方向に変わってきておりま
す。ご存知のように、教育GPなど様々な

日時　平成21（2009）年2月10日16:00 ～
場所　國學院大學渋谷キャンパス

（司　会）	ただいまより平成20年度FD講演会を開催いたします。本日お招きした講師は、同志社大学社会
学部教授の山田礼子先生です。山田先生は高等教育を専門に研究・実践しておられまして、同
志社大学卒業後、カリフォルニア大学でPh-Dを取得され、特に日本の初年次教育に関しては第
一人者でいらっしゃいます。昨今、日本の大学における初年次教育の重要性が指摘されており
ますので、本学においても是非講演をお願いいたしたく、本日はお忙しい中無理を申し上げて
お越しいただきました。皆さんも本学の初年次教育はどうあるべきかについて考えていただき
たいと思います。それでは山田先生、お願いいたします。
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競争的資金を獲得して、それを元に改革を
進めて行くというような仕掛けが、文科省
から行われているわけです。また、初年次
教育においては2008年審議のまとめで言
及されているだけでなく、先日の2008年
12月に出されました答申の中でも、初年
次教育プログラムについて特に考えてゆく
べきだという文言が入っております。
　もうひとつは、社会から求められる教
育効果の提示ということで、いわゆるア
ウトカム評価の導入というものも、例えば
OECDのAHELO（Assessment of Higher-
Education Learning Outcomes・ 高 等 教
育における学習成果の評価）のように、大
学における学習成果の評価を分野別に行う
というような動きさえも始まっておりま
す。
　そうした中で初年次教育の現状はどうか
といいますと、既に初年次教育の概念につ
きましては私どもの初年次教育学会におい
てかなり定義されて来ておりますが、ただ、
急速に広がってゆく中で、初年次教育その
ものが多様化しつつある。そういう意味で
は、定義はされているものの、その定義の
あり方が、もっともっと多様化して来てい
る。従って、恐らく教員の認識も様々で、
私などは初年次教育については、学生を、
高校生という「生徒」の状態から、大学の
学問・学習というところへスムーズに適応
させるための支援の教育と認識しておりま
すけれども、先生方によりましては、大学
に入ってきて、満足に高校の学習もできて
いない学生たちのための教育と認識されて
いたり、あるいは礼儀やマナーを教えると
いうような認識をお持ちの先生方もおられ
たりします。大学の、あるいは専門分野へ

の導入という認識をお持ちの先生もおられ
ます。このように認識も様々でありますた
めに、実際には導入教育あるいは初年次教
育の認識も、科目の内容も、大学もしくは
学部によっては、補習教育というような内
容も含んでいるかと思われます。
　次に、これは後でも申しますが、実際に
どのような内容で初年次教育を提供するか
ということについては、様々な調査で大体
まとまってきておりますけれども、その中
で何が教育上効果的かということについて
は、まだまだ研究して行くべき要素がある
のではないかということでございます。

２．初年次教育の意味と意義
　それでは、初年次教育の意味と意義につ
いてですが、まず、初年次教育はある意味
で、学士課程教育の一環として位置づける
必要性があります。これは中教審の答申に
おいても、初年次教育を1年次の不可欠な
教育として位置づけるということが文言に
触れられております。それは大切なことで
はありますが、ただ、学士課程教育の一環
であるということは、初年次教育で学んだ
こと、あるいは身についたことが、実際2
年次、3年次、4年次へと継続して行かな
ければならないということ、これは簡単な
ようでいて、結構難しいところでございま
す。と申しますのは、あとでデータなどを
見ていただきますが、初年次教育で学んだ
ことについて、2年次にそれがつながらな
い。つまり、2年次が意外とブラックボッ
クス状態になっておりますので、せっかく
1年次で身につけたものが、2年次でまた
元に戻ってしまいます。非常に熱心に初
年次教育を実施しておられる大学の方か



國學院大學教育開発推進機構紀要

─ 81 ─

ら、その大学の状況を聞くことがあるので
すが、せっかく初年次教育で、文献の探し
方や図書館の使い方などを懇切丁寧に教え
て、学生も身についたと答えていたのに、
2年次でそれがまた元に戻ってしまう。3
年次にゼミに入って来て、またやり直さな
ければいけないということをおっしゃる所
がございます。そうしてみますと、日本の
大学の大きな問題点としまして、カリキュ
ラムの設計上、1年次、2年次、3年次、4
年次というのが、いかにつながって行くか
というところについて、なかなか整理され
ていないという問題があるかと思います。
このあたりは、今後私どもの研究グループ
でも、1年次から4年次へと、どのように
継続がなされているかということについ
て、測定を続けてゆきたいと思っていると
ころでございます。
　次に大事なのは、日本の大学の特性に
あった初年次教育ということです。私ど
もが初年次教育を研究し始めた頃には、や
はりこれは日本には無かったものでござい
ますから、アメリカの初年次教育、First 
Year Experienceというものを調査して、
それを日本にも応用して行こうということ
で進めてまいりました。それはそれで普遍
的なモデルというふうにつながるわけです
が、一方で日本とアメリカの制度上の大き
な違いがございます。それは、日本のほう
がEarly decisionなのですね。つまり、多
くの学生たちはあらかじめ志望を決めて大
学に入学して来て、大学側はその志望学部
の中で責任を持って教育して行くというこ
とが、一部を除いて一般的になっていま
す。従って日本の場合は、早くから専門性
を教えることができます。またある意味で

は、早くからそうした専門への動機付けを
行うことが可能になるわけです。一方アメ
リカは、一言で言えばLate decision。1・
2年次は一般教育・教養教育部門に配属さ
れまして、そこから3年、4年で専門を決
めてゆきます。そうしますと、帰属場所が
非常に広がってしまいます。日本の場合は
学部に帰属して、語学を中心にしたり、あ
るいは専門の必修科目を中心としたりして
クラスが振り分けられる場合がありますの
で、そこが自分の帰属場所になる。アメリ
カの学生たちにとって不安なのは、帰属場
所が無いということです。それで無理やり、
Learning Communityというものを初年次
教育の中で作って帰属場所を用意したり、
寮の中で初年次教育を行ったりする。そう
しますと、日本の大学では帰属場所がある
という大きな特徴がありますので、それを
活かしたような初年次教育・導入教育とい
う考え方も、ここから生まれてくることに
なります。
　更に、もう少しミクロに見てゆきますと、
自分の大学に合った、オリジナルな初年次
教育というものを提供できるということが
あります。つまり、建学の精神や、学生の
特性・文化に合った教育ということですけ
れども、例えば國學院大學さんですと、建
学の精神が非常にはっきりしているかと思
いますし、それをひとつの大学史、または
そういう科目として、あるいは初年次教育
の一領域として教えることで、学生の帰属
をはっきりと確認できるということがあり
ます。私どもの大学はミッション系の大学
で、それを前面に出して教育をしていると
いうわけではありませんが、かなりはっき
りした建学の精神は持っております。それ
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はやはり、校祖新島襄が設立して以来の同
志社の建学の精神として、キリスト教主義・
自由主義・国際主義というのがありまし
て、そういうものをもとにしまして、いわ
ゆる同志社科目というものを一連、共通科
目として設置しております。その一部を初
年次教育として使うことができます。学生
にとって、自分の所属している大学を好き
になるといいましょうか、そういう精神を
養うことが出来ますので、このように、オ
リジナルな初年次教育として、建学の精神
といったものを活かすことも、ひとつの大
事な点かと思われます。
　また、学生の特性や文化ということに
なりますと、これは本当に大学によって
違います。例えばA大学に合う初年次教育
がB大学に合うかといえば、そういうわけ
ではない。これが本当に難しいところであ
りまして、例えばある国立大学は、早くか
ら研究者を養成するような初年次教育に特
化したいという目的で初年次セミナーを提
供する。いわゆる大学院への円滑な移行と
いうことを視野に入れておられるわけです
ね。もちろんそういう初年次教育があって
もいい。一方では、礼儀・マナーが全くで
きていない学生が多いので、そういう学生
たちに全員、マナーから教えるような初年
次教育を提供されているところもあるかと
思います。そのようなA大学やB大学の例
を、自大学にすぐに取り入れて、それで合
うかといえばそうはいかないわけでござい
ますから、やはり自大学の学生の特性や文
化を、データを使って把握してゆくという
ことは、大切な視点だと思います。

３．日米比較から見た初年次教育

　ここで少し話を変えます。先ほどアメリ
カの初年次教育のことを少し話しました。
本日は時間がありませんので、アメリカの
初年次教育について詳しいことは申し上げ
ませんけれども、日米の初年次教育を見る
とすれば、どういうふうに見るかというこ
とについて、少し触れておかなければなら
ないと思います。
　例えば、先ほど申し上げましたように、
日米の文化的社会的背景の差というのはあ
りますが、共通点も非常に多いかと思いま
す。とりわけ、アメリカの方が先に色々な
学生たちの変容、あるいは学生たちの大衆
化を経験して来ましたので、そこから学ぶ
こともあり、あるいは共通点なども認識で
きるわけでございます。もちろん、アメリ
カの高等教育と日本のそれとでは構造が違
いますから、そこから起こってくる初年次
教育の違いということも理解しておく必要
はあります。しかし一方で、直面している
問題などは、やはりよく似たものがありま
す。アメリカでも学生たちの変容というの
は非常に大きなテーマになってきておりま
すので、それが少し遅れて日本に入ってく
るという面があります。
　そこで、例えばどんなことが今、アメリ
カで言われているかということなのです
が、日本でアメリカの大学といえば、ハー
バード、エール、ノースウェスタン等々、
いわゆるトップの大学がよく紹介されま
す。しかし、例えば卒業率などを見たとき
に、日本はまだ4年卒業率ですし、その卒
業率にしても高いのですが、アメリカは一
部のトップクラスの大学を除けば、5年卒
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業率で標準的な年限を見るようになってい
る。つまり、それだけ学生が卒業するのに
時間がかかってきている―まあ、いろいろ
な背景があるのですけれども。
　そうした中で、いわゆる研究大学であっ
たUCバークレー（カリフォルニア大学バー
クレー校）を見てみましょう。一般的な私
どもの印象では研究大学ですから、学士課
程教育よりも大学院教育に力を入れている
というイメージがあると思いますが、実は
そこにおいて、学士課程教育の再認証に
至ってかなりの意見が出されたわけです。
WASC（Western Association of Schools 
and Colleges・西部地区基準協会）からの
評価なのですけれども、かなり厳しい意見
も出されました。まず、評価された点は、
いわゆる学生の質が高いということです。
また、UCバークレーでもフレッシュマン・
セミナーを導入しましたところ、これが高
く評価されております。それから、学部段
階での研究プロジェクトの導入、サービス
ラーニングの導入、大規模教室での教授法
改善の試みについても評価されています。
　ところが一方で、改善すべき点として、
かなり厳しいコメントが付与されていたの
です。どのようなものかといいますと、大
学の核となるべき学士課程教育に注目し、
最優先課題とすること。つまり、大学院
教育を最優先としてきたバークレーに対し
て、学士課程について―もちろん全く力を
入れなかったということではありませんけ
れども、大学院教育に比べるとそれほど力
を入れて来なかったのですね―それを最優
先課題とすること、という風につけられま
した。それから、学生の学習成果の評価に
ついても、実際に測定されてゆくことを期

待する。具体的にはベンチマークを設定し、
教養教育の成果や、学習のプロセスを測定
することなどが期待されている。また、そ
れを外に見えるよう可視化するように、と
いうこともいわれております。これを要す
るに、アメリカの研究型大学においても、
学士課程教育の重要性が指摘されているこ
と、学習成果を意識した教育目標の設定が
求められていること、学習成果の測定と結
果の公表が求められるようになってきてい
ること、そして、初年次教育・体験型学習
の導入もより普遍的になってきたことが言
えるわけでございます。
　これは言い換えれば、知識基盤型社会と
いわれる現在において、多くの先進国から
開発国を含めて、学習成果をきちんと身に
つけさせたうえで学生を卒業させてゆくと
いうことが、グローバル化のひとつの流れ
となっているということです。ですからこ
れは、日本にも大きな影響を及ぼすのでは
ないかと考えるわけでございます。

４．初年次教育の実態
     （2001年度調査より）
　それでは、実際のデータから初年次教育
の状況を見てゆこうと思います。やや古い
ですが、2001年の調査を最初に取り上げ
ます。これを2007年12月に再調査したも
のがございますので、それと比較してゆき
たいと思います。
　これは2001年度全国私立大学学部長調
査でございまして、初年次教育の必要性に
ついて訊いたものです【図１】。なぜ2001
年に全国の私立大学・学部を対象としたか
といいますと―2007年は国公私立全ての
学部が対象です―実は、この時点で学力低
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下ということがマスメディアを通じて話題
になっていたのですが、それが私立大学か
ら先に来た状況だったのですね。そういう
意味で、私立大学が直面している問題が緊
急性があるということで、私立大学を対象
といたしました。そうしてみますと、この
時点で、初年次教育を必要と認識している
学部長は93.7%。必要とする理由は、ここ
に挙げているようなことが出ております。
学力低下は既に言われておりましたが、学
力格差の拡大ということは、現在2007年、
2008年ではもっと広がって来ております。
従って、先ほど申し上げましたようにひと
つの大学の中でも、実は、初年次教育はも
うワンパターンでは出来ないのではないか
と私は考えております。つまり、学力格差・
モチベーション格差が、同一大学の中でも
思ったより進んできている。ですから、トッ
プに対しての初年次教育をどうするか、中
間層に対しての初年次教育はどうするか。
それ以上に、学力やモチベーションの低い
学生に対してはどうするかということも考
えてゆかねばなりません。かつては、それ
は大学別で考えればよかったのですが、現
在ではそれを、ひとつの大学の中において
も考えてゆかねばならない状況ではないか
と考えるわけでございます。
　それで、教育プログラムの実際なので
すけれども【図２】、授業として実施して
いるのが84.3%。授業以外としての実施は
73%くらいありました。もうひとつは、入
学前の指導・課題ということを35%程度
やっておりましたが、これは理系にやや多
いということで、やはり体系的なカリキュ
ラムで行ってゆかねばならないので、入学
前にきちっと、補習的な要素として学習さ

せるというような指導を行っていたのでは
ないかと考えられます。
さて、授業として実施している8割の実態
はどのようになっているのか、初年次教育
の科目名称から見てみましょう。最も多
かったのが、ゼミナール型、基礎・概論
型、情報リテラシー型が中心となっている
もの。言い換えれば、2001年の時点では、
基礎・概論型―これは例えば、経済学概
論、社会学概論、法学概論というような科
目があるかと思いますが―それを初年次教
育として考えておられたということがあり
ます。ただし、これらは実際には初年次教
育にはあたりません。初年次教育の大きな
特徴は少人数教育というところにありまし
て、せいぜい１クラス20名まで、そうで
なければなかなか効果が見えませんし、適
切な授業運営が出来ないということになり
ます。オリエンテーション型―これはアメ
リカ型の、円滑な移行を支援するような教
育ですが、これは少数である。まとめてみ
ますと、専門的な要素が強いというのが日
本の特徴であったということになります。
　科目類型の分布をグラフで見ますと【図
３】、これは偏差値で分けたものですが、
40未満、フリーランク型を見ていただけ
れば、ゼミナール型が48%を占めています。
逆に、偏差値が高いところ、つまり難易度
の高い学部では、基礎・概論型。大教室で
行われるようなものが多いことが特徴とし
て挙げられます。共通要素といたしまして
は、情報リテラシー型、あるいはスキル・
方法論型というのは、比較的、偏差値に関
係なく普遍的に導入されているのかなとい
う感じがいたしました。
　そうした中での、2001年度時点での初
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年次教育の評価を見てみますと、実施され
ている大学のうち、85%が教育効果を実感
されているということがわかりました。そ
して、88%近くが増強すべきと回答をして
おり、45%が既に大学教育に不可欠な正規
の教育と考えていることもわかりました。

５．初年次教育の実態
     （2007年度調査より）
　それでは、これが2007年ではどのよう
に広がっているかを見てゆきたいと思い
ます。2007年度初年次教育調査（国立教
育政策研究所＋私学高等教育研究所導入教
育研究グループ「大学における初年次教
育に関する調査」、2007年12月実施）で
は、国公私立全1980学部に対して調査を
行い、1378学部が回答して下さいました。
2001年度の調査と比較してみますと【図
４】、2001年では理系や社会系の学部でや
や導入率が高かったことがわかります。こ
れはどうしてかといいますと、理系はやは
り、必要なことを高校時代までに十分学ん
できていない、あるいは履修しないまま入
学試験で入ってきた学生がいるために、補
習的要素で行っていたということもありま
すし、実際、体系的なカリキュラムでは、
ひとつひとつこなしてゆかなければ次に進
めませんので、初年次教育で手厚く、とい
う特徴があります。一方で、社会系がなぜ
多かったかといいますと―社会系というの
は経済学部・商学部・法学部・政策学部・
社会学部系、こういうところですが―これ
は別の調査でわかったのですが、実はここ
には、進路がミスマッチしている学生が結
構いるということでした。これはどうして
かと申しますと、高校の進路指導において、

進路が決まっていない生徒に対して、就職
がしやすいであろうということで、社会系
の学部を先生方が勧めるということが多
い。とりあえず就職を考えるのだったら経
済学部や商学部に入学しておいたほうがい
いよというようなこともある。そうします
と、実際に経済学部に入ったものの、今の
経済学部はご存知のように昔と変わってい
ますので、数学を学んでいないと次に進め
ないということで、ミスマッチが起こって
くる場合がある。一方で、人文学系は比較
的進路のミスマッチが少ないという特徴が
あります。
　それからもうひとつ、2007年になると、
初年次教育はもうほとんど学部系列に関係
なく導入されておりますので、平均で97%
というように、拡大普遍化している点が特
徴として見えてくるわけでございます。
　では、2007年度では初年次教育の領域
はどのようにまとめられるかといいます
と、大体以下の８つに分かれます。

①スタディ・スキル系　（レポートの書き
方、図書館の利用法、プレゼンテーショ
ン等） 

②スチューデント・スキル系　（学生生活
における時間管理や学習習慣、健康、社
会生活等） 

③オリエンテーションやガイダンス　（フ
レッシュマンセミナー、履修案内、大学
での学び等） 

④専門教育への導入　（初歩の化学、法学
入門、物理学通論、専門の基礎演習等） 

⑤教養ゼミや総合演習など、学びへの導入
を目的とするもの

⑥情報リテラシー　（コンピュータリテラ



國學院大學教育開発推進機構紀要

─ 86 ─

シー、情報処理等）
⑦自校教育　（自大学の歴史や沿革、社会

的役割、著名な卒業生の事績など）
⑧キャリア・デザイン　（将来の職業生活

や進路選択への動機づけ、自己分析等）
　①スタディ・スキル系、④専門教育への
導入、⑥情報リテラシー、③オリエンテー
ションは2001年と同様に実施されており
ます。新たに加わったものとしましては、
⑤教養ゼミや総合演習など、学びへの導入
を目的とするもの。これは、全学共通科目
として開講しているところが多いですね。
それから⑦自校教育。おそらくこれは國學
院大學さんでは簡単に設置できるところで
すし、既に実施されているかと思いますが。
それから新たに⑧キャリアデザインなども
入っております。
　これらが実施されているのを見ますと

【図５】、やはり、スタディ・スキル系や情
報リテラシー、オリエンテーション、専門
教育へのガイダンスは実施されているとこ
ろが多い。一方でキャリア・デザインや、
教養ゼミや総合演習など学びへの導入も、
実施はされつつありますが、まだそこまで
増えてはいない。また、スチューデント・
スキル系、これはいわゆるソーシャル・ス
キルですが、ソーシャル・スキルや自校教
育はまだ実施されているところは少ないと
いうことになります。
　これをまた別の観点から、正課内外での
実施状況を見ますと【図６】、やはりスタ
ディ・スキル系や専門教育への導入、教養
ゼミや総合演習、情報リテラシーは、基本
的に正課内で行われております。一方でオ
リエンテーションやガイダンスは正課外が
多い。キャリア・デザインは比較的どちら

でも行っています。まだまだこれからとい
うのが、ソーシャル・スキルです。ただ、
これはおそらく、今後必要となってくる分
野であろうと考えられまして、学生の心理
学的な問題でありますとか、やはり薬物の
問題でありますとか、マナーの問題、人間
関係の構築ですとか、そういうのが難しい
学生もどんどん増えてきておりますので、
ソーシャル・スキルや時間管理は、これか
ら大事になってゆくことだろうと予想して
いるところです。
　今まで申し上げましたところをまとめま
すと、このようになります。

・	 オリエンテーションやガイダンス、スタ
ディ・スキル系、情報リテラシー、専門
への導入は初年次教育の内容として定番
である

・	 学びへの導入、スチューデント・スキル
系、自校教育を初年次教育として位置づ
けている比率は下がる

・	 スタディ・スキル系、情報リテラシー、
専門への導入、学びへの導入に加えて
キャリア・デザインも正課内での初年次
教育として位置づけられている

６．初年次教育の検証
　それでは次に、初年次教育の効果を検証
した結果を見てみたいと思います。2003
年7月に実施された調査と、私どもの同志
社大学で行っているものとをご紹介しま
す。
　最初の調査は全国8大学で行ったもの
で、特徴的な初年次教育プログラムを実
施している授業の受講生が、4月に入学し
て7月の前期最終授業までの約4 ヶ月間で、
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どのように変わったかということを出して
おります。授業担当者に配布回収を依頼す
るという方法をとり、有効回答数は1632
名でございました。
　それを見ますと、改善された項目、つま
り受講前には学生が出来ていなかったもの
で、伸びたと回答があったものは、「形式
的レポート作成」と「プレゼンテーション
技能」。学生は、スタディ・スキル系につ
いては、3 ヶ月くらいである程度の形式は
身につけられるようです。受講前に評価が
低くなかったもので、それでも伸びたと回
答があったものは「図書館活用」と「PC
操作」、やはり技能系の項目では達成感が
高い。私どもが学生の頃にはPCはまだあ
りませんでしたから、あれは教えるもので
はない、自分たちでという認識でしたが、
逆に考えて、3年生でゼミに入って来てか
ら手間をかける学生が多いことを考えま
すと、1年生のときに覚えておくと教員に
とっては後が楽なのですね。そういう発想
からすれば、スタディ・スキルを教えるこ
とは、その後のコストがかからなくて済む
という利点があると思います。
　一方で、改善されないのが「根拠ある批
判力」、これは冒頭で申し上げましたよう
に、2年次、3年次、4年次と継続してゆか
なければならない部分です。「課題解決力」
も同様です。「講義のポイントの要約」「粘
り強さ」といったところは、ここまでに比
較的身についてきている部分が大きいの
で、やはり伸びが低い。ただし、これらの
能力がない場合はやはりうまく行かないの
でありまして、このあたりは高校までに身
につけておかなければ厳しいものです。言
い換えれば、論理的スキルの獲得では達成

感が低いですし、初年次教育で成果を期待
するのは難しい項目と考えてよいと思いま
す。
　次に、学生たちがどういう資質を修得し
たかということなのですが【図７】、大体
このような項目を身につけることを目的と
した授業を提供している大学を対象として
調査しましたところ、学生たちが役に立っ
たというようなところが高いのはこのあた
りですね、「多様なものの見方にふれる」。
高校まではやはり、そういう経験が少ない
のだと思います。初年次教育でディスカッ
ションさせたりすることによって、多様な
ものの見方が出来るようになる。それから、

「大学生であるという自覚を持つ」とか、「一
般常識を身につける」という点でも役に
立ったと。「社会問題への関心を持つ」と
いうこと、また「探究心を持つ」というこ
ともそうですね。ただ、「リーダーシップ
を発揮する」というのは難しいですし、こ
の時点では「愛校精神をもつ」というよう
なことは、なかなか初年次教育の中では提
供されていなかったということになるよう
です。
　さて、指導法についてですが、ここから
何が見えてくるか【図８】。学生たちから
は、定期的に課題を提出させて、それを返
却してくれることが望ましいとの回答が多
く寄せられています。つまり、レポートな
どを添削して返して欲しいということなの
でしょうけれども、これは教員にとっては
なかなか厳しいので、私どもの大学では少
人数セミナーでは院生のTAをつけており
ますけれども、あるいは、上級生のSAを
使って行うということも出来るかと思いま
す。それからもちろん、教員の提供する講
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義も役に立つといっておりますが、学生に
よるプレゼンテーション、グループ・ディ
スカッションも、いわゆる従来の座学では
ない方法というのを、学生が高く評価して
いることがわかります。

７．アウトカム・アセスメントの方法
　ここでまた、観点を変えさせていただき
まして、アウトカム・アセスメントという
ことについて考えてみたいと思います。今
私が紹介しましたのは、初年次生の自己評
価を主体としたアウトカム・アセスメント
でした。それを、理論的にどのように考え
るかということを説明させていただきたい
と思います。
　アウトカム・アセスメントの方法のひと
つは直接評価（ダイレクト・エビデンス）、
学習成果の評価です。これは、先生方が一
般に行っておられるようなことですね。科
目試験やレポート、プロジェクト、ポート
フォリオ、卒業試験、卒業研究や卒業論文、
また学部によっては標準試験を行なう場合
もあるでしょう。分野としては一般教育、
専門分野として行われます。授業の中でど
ういうものを達成すべきか目標を立てて、
それをテストやレポート等で測るのがダイ
レクト的な評価となります。
　もうひとつ、先ほど私が紹介しましたの
は、学生による自己評価です。間接評価（イ
ンダイレクト・エビデンス）。これが直接
評価と違うのは、学習の成果を直接見るも
のではありませんが、学習のプロセスが非
常によく判ります。例えば、学習行動であ
るとか生活行動であるとか、自己認識、大
学の教育プログラムへの満足度等、成果に
至るまでの過程が見えてきます。これは学

生調査、新入生調査で行い、うまくいけば
卒業した後も見ることが出来るわけでござ
います。このように、学習成果の評価すな
わちラーニング・アウトカムの測定には、
二つの方法があるわけです。
　そこで、この二つは互いに独立している
のかということを考えなければなりません
が【図９】、左は、こういう評価がばらば
らに行われている場合。もっとも、間接評
価だけを行っているというところはありま
せんので、ただ直接評価のみ常時行ってい
る場合。右は、直接評価と間接評価、そし
てもうひとつ、プログラム評価―これは例
えば、教育カリキュラムなどを評価するこ
とですから、ある意味で外部評価委員、第
三者評価などもここに入ると思います―実
は、これらが連携することによってこそ効
果が現れてくるわけです。つまり、この重
なった部分の面積が広ければ効果が現れや
すいということですから、直接評価に加え
て、間接評価を組み合わせる。プログラム
評価もあればよいですね、このように評価
をいろいろな側面で組み合わせることが、
おそらく大事であろうと考えて、私は今現
在、そうしたことを行っているところでご
ざいます。
　総合的な教育力のためには、教育目標を
明確化して教職員と学生とが共有するこ
と、教育内容を改善し、また教育の意味の
認識と、教育方法の改善をするということ
が大切になってくる。それに先ほどの直接
評価と間接評価を組み合わせて行くという
ことになります。最後の教育方法の改善に
関わって、様々なペダゴジーの応用につい
て考えて見ますと、まず知識主体の講義形
式。いわゆるTraditional Learning Style。
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これも必要です、分野によっては絶対に要
りますし、Active Learningという、いわ
ゆる学生が参加する体験やサービスラーニ
ング等だけではだめです。ただし、こうし
た講義だけでは今は成り立ちませんので、
そこにActive Learning方式を組み入れる
ということが、おそらく求められていると
ころであろうかと考えます。
　さて、初年次教育の評価について、ダイ
レクト・アセスメントの方法にはどのよう
なものがあるか考えてみますと、テスト、
レポート、ポートフォリオなど色々とあり
ます。インダイレクト・アセスメントは、
いわゆる学生調査。私どもが大学として
行っている方法はこちらです。もちろん、
ひとつひとつのファーストイヤーセミナー
では、レポートや課題やプロジェクトなど
を勘案して先生方が評価をつけておられる
と思いますけれども、大学としてどう見る
かというと、この学生調査を使います。そ
れから、授業評価を実施して、教員のFD
を行い学生へ効果を及ぼしてゆくこと。こ
れらを組み合わせるなどの工夫をするのが
大切だということになります。
　それでは初年次教育を評価するにあたっ
て、具体的にどのようなことを訊いている
かといいますと、アウトカム評価の一部と
しての学生調査を利用しているのですが、
このような項目を訊いております。

・	 初年次教育を通じて身についたことは？
・	 初年次教育のコンテンツで役にたったこ

とは？
・	 初年次教育のペダゴジーで効果的なもの

は？
・	 学生の学習習慣は？

・	 学生の大学生活への適応度は？

　これを見て、一つご紹介させていただき
たいのは、身についたことについて、これ
は2006年度生が1年次を終了したとき、つ
まり昨年度行った調査の結果ですけれども

【図10】、やはり先ほど2003年に8大学で
行った調査とよく似た結果となっておりま
す。「レポートを書く力」「図書館の利用方
法」「パソコンを使っての資料作成力」「文
献や資料の読解力」の4つが、1年を通じ
て伸びた。一方で「批判する力」「課題の
解決力」「問題点の発見力」などは1年通
じてもそれほど伸びていない。全国調査と
同じ結果で、2、3、4年次への継続を考え
てゆかなければならないことが判ります。
　しかし、これだけでは不十分なのでして、
初年次と上級学年の接続をチェックして行
かなければなりません。初年次プログラム
は適切であったか、学生の学習習慣は改善
されたか、初年次教育と上級学年での教育
課程（プログラムに連続性があるのか・全
体のカリキュラムマップと初年次教育の関
係性）、また、教員は初年次の学生の特徴
を把握しているのか、学生の大学への適応
は進んでいるのか、こうした事柄について
追跡を行わなければなりません。
　この上級学年への接続ということに関し
て大学が陥りやすいワナ、これはよくある
ことです、私どもの大学でも、初年次教育
を提供した2004年の頃はこれが当たり前
でした。初年次教育で完結し、あとは学生
の自学自習に任せる。しかし、実際には自
学自習を日常化するのは少数の学生だけで
す。ですから、大多数の学生は続かないの
だという前提に立って考えてゆくことも必
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要かと思います。学習習慣、生活適応につ
いては、2年次も重要であることを認識し
つつ、初年次教育を提供することが大切な
のです。
　2006年から私どもは、３年次修了生に
も、初年次教育の効果、そして、その後の
上級学年での学びというのをどう継続して
ゆけるかということを訊くようにして参り
ました【図11】。これから見ますと、「専
攻分野や学科の知識」は伸びており、それ
以外の分野、「問題点の発見力」とか、「批
判的に考える力」「分析的問題解決力」な
ども比較的上がってはいます。その一方で、
私どもの大学で大きな課題として見えてき
たのは、「外国語能力」が伸びていない。
数字によれば、1年次のときより下がって
いるという学部もあります。あと「異文化
協力能力」もあまり上がっていませんので、
こういう点が、グローバル化した社会の中
で大きな課題なのかなと考えております。
　こうした調査を全学として行っているの
ですけれども、そこで、これをどのように
変えて行くべきかということが大事になり
ます。データの結果は必ず、各専攻、学科、
学部ごとに集計、分析し、フィードバック
することが必要になります。必要であれば、
学科、学部を対象に説明をすることも行い
ます。その上で、データを学科・学部に提
供し、独自に分析してもらうことにより、
IR（Institutional Research・機関研究調査）
の発展につながります。つまり、大学とし
て分析を行うだけでなくて、日本のような
専門分野別の学部構造になっていますと、
その中で独自に自分の学生たちの成果や特
徴を分析してカリキュラムの改善、あるい
は教授法の改善やFDにつなげてゆくとい

うことになりますので、そうしたIRを行っ
ていただく。そして、全体のデータは必ず
公表する。私どものほうでもこういうのは
あるのですが、ホームページ上では―これ
は入学志願者に影響しますので―公表して
おりません。しかし、学部・学科には結果
を返しております。ですから、皆さんは他
の学部と自分の学部とを比べることができ
ますので、いい意味での競争心につながっ
て、改善につながってくるということがあ
ります。
　学生がアクセスできるのは全体のデータ
なのですが、これがやはり重要です。とい
いますのは、2004年に初めてこういう学
生調査を始めたときには、学生の、自由記
述での不平不満がものすごく多かったので
す。こんなことをして、こんな時間をとっ
て、一体何になるのかとか、大学は我々の
ために何も教育改善をする気は無いんじゃ
ないかとか、否定的な意見が多かったので
すが、データを公表するとともに、カリ
キュラム改革や初年次セミナーの充実など
もしてゆくことになり、また学生たちもそ
のデータにホームページからアクセスする
ことが多くなりました。それによって、学
生たちの間にも、自分たちもまた評価主体
のひとつであるという、いわばアクターと
しての認識が高まってきまして、信頼性と
いうものが出来上がってまいります。そう
しますと、昨年2008年3月に行ったキャン
パスライフアンケート調査では、否定的な
意見は存在したものの、数は激減いたしま
した。やはり、学生たちに評価の文化とい
うのが浸透するようになって来たのだと思
います。これは大事なことで、日本ではこ
れがないのですね。アメリカの学生たちは
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こうした評価を当たり前に行っております
が、日本の学生たちは、自分たちも評価の
アクターとして、それを真剣にするという
文化がないのです。2004年の調査では批
判的な意見が多かったと同時に、いい加減
な答え方も多かったですね。大いに満足と
いうところにざーっとつけていたり、不満
足というところにざーっとつけていたり、
この子はいい加減につけているなというの
が一目瞭然で判ったのですが、だんだんと
そういうのが減少して参ります。というこ
とで、やはり学生も成長するなというのを
感じているところです。そして、出来れば
２年次、３年次と継続性があるように、カ
リキュラム、教育方法、学生調査の見直し
を行うこと、いわゆるPDCAを常態化する
ことが出来ればいいなと考えております。

8．PDCAサイクル常態化のために
　では、そうしたサイクルの改善に向けて
具体的に何をするかというところですけれ
ども、先生方個人で見たときには、最小単
位は、教室内での学生の成長過程の確認で
す。おそらくこれは直接評価ともつながっ
てまいります。昔でしたら、私が学生時代
だったら、最後に一回だけテストでOKと
いう科目が多かったですし、それで単位
が取れたと思います。出席はあまり関係な
かったですね。そうしますと、例えば、う
ちの大学の近くにはノート屋さんがまだあ
るのですが、ノートを買ってそれを適当に
試験前に読んで、試験を受けたらAで通る
学生がいる。一生懸命勉強してCを取る学
生からすれば「何だ！」ということもある
のですが、それはやはり教室内で学生の成
長過程を見ていないということなのです。

ある意味ではここが最小単位で大事なとこ
ろで、大教室では難しいかも知れませんが、
出来れば小教室、あるいは中規模なところ
では、何回もプロセスを見て行くというこ
とが大切になってきますので、課題などを
複数回数出すというような方法をとること
になります。
　より大きな単位では、プログラム評価が
あります。外部評価委員や、あるいは教務
担当、教務主任などが、定期的にカリキュ
ラムやプログラムを評価するということが
必要になります。
　それから学生評価。これは個別の部局で
行うこともあるし、大学全体で行うことも
あります。それと欠かせないのが、教員に
よるFD研修会です。どこの大学でも、FD
の研修会を多く開催されておりますし、実
際に私どもの大学でFD研修会をするとし
ますと、内部での研修会は本当に少なく、
ほとんど外部の先生方ばかりという状況で
す。今回こんなに國學院大學の方々が参加
して下さっているのに私はびっくりしてい
るのですけれども。しかし、やはり内部で
FD活動をしっかりと育成して行くという
ことが大切だと思います。
　そして、やはりそうしたものを全部
フィードバックして、実際に教育プログラ
ムの改善につなげて行くことが必要です。
それが出来れば、大学全体でのPDCAサイ
クルへつながるのではないかと思います。
　最後に、もしよろしければ、来年は9月
に第2回初年次教育学会を開きますので、
ご参加いただければと思います。ご清聴あ
りがとうございました。
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【図 1】

【図 2】

【図 3】
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【図 4】

【図 5】

【図 6】
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【図 7】

【図 8】

【図 9】
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【図 10】

【図 11】
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平成21年度前期ＦＤ講演会 講演録

教員の能力開発と大学教育開発の課題
―大学の担い手をどう育てるか―

羽田　貴史（東北大学）

１．はじめに

　ご紹介いただきました東北大学の羽田
でございます。教育開発推進機構という
のは今年できたのですよね。できて間もな
いところで機構の最初の講演会になるので
しょうか。お招きいただきまして大変光栄
に思っております。それから、國學院につ
いてはお礼を申し上げなければいけないこ
とがいくつかございまして、一つは私の属
しております日本高等教育学会が、今年で
１１年になるのですけれども、まだよちよ
ち歩きの平成15年でしたか、ここで大会
を開いていただきました。阿部先生が理事
でいらっしゃって、お一人しか学会員がい
ない大学で無理をお願いしてやっていただ
きました。そのせいではないかとは思うの
ですけれども、阿部先生はご不幸にあわれ
てしまわれましたが、大変すばらしい大会
でございました。それから二つ目は、私は

業務としてFDをやってはおりますけれど
も―それが研究テーマの一つですが―近代
日本の大学財政制度政策史をずっとライフ
ワークにしておりまして、國學院には井上
毅文書『梧陰文庫』がございまして、大変
これにはお世話になって、貴重な、まさに
日本の近代史の一級史料を使わせていただ
いて、大変に國學院に感謝申し上げており
ます。それから三つ目は、私は北海道の帯
広柏葉高校、先生方はご存じないかと思い
ますが、中島みゆきの卒業した高校といっ
ていただければ記憶にとどめていただける
かも知れません。中島みゆきは僕の一期上
なのです。そこの卒業生なのですけれども、
生意気盛りではありましたが高校で尊敬で
きる先生がごく何人かおられて、その一人
が小川―これも井上毅と同じ名前なのです
が―小川毅（つよし）とおっしゃる先生な
のですけれども、今でも覚えております。
一年生の最初の時の自己紹介ですね、「井

日時　平成21（2009）年７月１日15:30 ～
場所　國學院大學渋谷キャンパス

（司　会）先生方こんにちは。平成２１年度前期FD講演会ということで、本日、教員の能力開発と大学教
育開発の課題という、大学の担い手をどう育てるかということで東北大学の高等教育開発推進
センター教授の羽田貴史先生をご紹介いたします。羽田先生にこの標題でご講演していただき
ますが、貴重なデータが聞けると思いますので、時間があれば講演後の質疑応答等を行いたい
と思いますので、ご静聴いただければと思います。それでは、羽田先生よろしくお願いいたし
ます。
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上毅と同じ字で小川毅（つよし）と読むん
だ」とおっしゃって。国語の先生でしたが
大変すばらしい先生でして、新聞局を三年
間ずっとやっておりましたけれども、先生
はその顧問でして、私は1968年からの高
校生ですから、ちょうど学園紛争に高校が
まみれた時期なのですが、そういう中で本
当にお互い信頼しあって―新聞局というの
はそういう点でいうと学生運動のターゲッ
トになりやすいところなのですね―大変な
苦労もしましたけれども、先生は私たちを
信頼してくださって、今でも年賀状を交換
して、十年にいっぺんくらいは集まって飲
んでおります。こういうすばらしい先生を
育ててくださって、本当に國學院には感謝
もうしあげます。私もああいう先生になり
たいなと思っているところであります。
　さっきお部屋で赤井先生にもいろいろお
聞きしていたら、國學院はいろんな活動を
されているので、私の話はもう先生方に
とっては既知のこと、もう分かり切ったこ
とかもしれませんけれども、FDの考え方
をもう少し見直してみたいというのがその
趣旨です。授業だけではない、研究と教育
もしっかりやる。それから、大学運営の担
い手、そして学生を育てる。そういう大学
教員を育てるということが本来のFD活動
の中心だし、いろんな制度だけではなくて
大学全体の仕組みを変えながらやっていく
ことが重要ではないか。単純にいえばこう
いうお話であります。

２．ＦＤ活動として何が行われているか
　まずＦＤとして何が行われているかざっ
と見てみます。【図１】今、FD活動に一番
熱心なのは関西地区の連絡協議会です。文

科省からお金がどっとでましたので、い
ろんな調査や活動をしております。内容
を見ますと、私のように外部講師を招いて
講演会をやる、それからFD関係の研修派
遣、多いのが授業評価とそのフィードバッ
ク、応用です。授業公開も最近増えていま
す。単純にいえば講演と授業評価、これが
FD活動の二本立てになっております。実
際にはもっとたくさんの活動がされていま
す。大学で発行されているFD報告書をざっ
と30ほど読んでみましたけれども、結構
いろんなこと、講演会をやったり、意見交
換をやったりしています。最近増えてい
るのは公開授業なんですね。國學院は―

（やっております）―あ、そうですか。こ
れは、ちょっと東北大学は遅れましたね。
東北大学も見に行くのは自由ということで
やっていますけれども。それだと誰も見に
行かないんですよね。だから公開になって
いない。公開授業というのは、その後でピ
アレビューで集まって、先生方の授業に関
して懇談をするというやり方をとっている
のがものすごく多い。これは京都大学のセ
ンターがずっとやり続けていたのですね。
最初の方はもう京都の公開授業というのは
誰も来ない。関係者しか来ない。というよ
うな状況でしたけれども。しかし最近はや
はりその効果がわかってきて、全大学丸ご
と公開授業をやるということになっており
ます。そのうち飽きてやめるんじゃないか
なあとも思いますけれども、これが最近広
まってきた。それから、最近増えているの
は教育表彰です。東北大学でも全学教育で
優秀な授業をやっている方を推薦して総長
が表彰する制度を設けています。あるいは、
学生参加もFDの大きな柱です。それから、
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新しい授業開発を行う。これは東北大学と
してはかなり力を入れているところで、東
北大学では、一般教育を全学的な体制で実
施するところから、全学教育と呼んでいま
すが、全学教育で理系には理科実験の授業
を理系には必修でやらせ、理科実験の建物
を作って理科実験の授業を開発し、また一
年生の基礎ゼミを行う。この２つに力をい
れてやってきております。目指すのは大学
で主体的に学ぶ学習の転換です。特色GP
をいただいて報告書も作っています。ここ
に報告書を持って行きました。これらの資
料は全部置いていきますので、何かの役に
立てばと思います。
　そういう風な、いろんな取り組みがFD
活動では広がっているけれども、授業改善
としてどんなことを考えているかという
と、結構単純なモデルになっていると思う
のです。
　授業評価でいけば、その結果を分析公表
して教育改善努力につなげていく。公開授
業でいけば、公開授業だって自己研究会
だってお互いに披露しあって課題を明確に
して教員が改善するということで、これは
もう、小中高でやっている校内研修モデル
ですよね。単純にいえば。この校内研修モ
デルは日本独自のもので、OECDの国際比
較の中でも小中高の校内研修は、日本の制
度はとても優れているという風に国際的な
評価が高まっているのです。ですから、大
学でもこのモデルを使ってかなりやれると
いうことだと思います。
　あるいは実践交流モデルと言ってもよい
ものがあります。これは、公開授業はしな
いけれども、いろんな研究会あるいは学会
で、授業の実践を発表したり、実践記録を

公表して、そこに含まれた授業改善のノウ・
ハウを教員が利用し改善するものです。あ
るいはIRモデルというものもあります。こ
れはいろんな調査研究をして―これは日本
の大学では昔からやられてきたことです。
僕らはかなりやっているのですけれども―
学生調査をやったり、教員調査をやったり
して課題を明確にして教育改革をやる。い
ろんなことをやりながら、最後は教員の改
善努力という所にいくのがミソだと思うの
です。

３．ＦＤ活動は成果を上げているのか？
　では、そうやっていろんな活動をやりな
がら成果が上がっているのかどうか、と
いうのが一番の問題になるのですね。こ
こが今の最大の問題になっています。一
番大きい問題はどうやって成果を測定す
るか、その方法が未確立だということな
のです。アメリカで一番FDが広まって
いるので、そこで標準的に共通ガイド
ブ ッ ク に な っ て い る の が、A Guide to 
faculty development: Practical advice, 
examples, and resourcesです。これは、
POD（The Professional Organizational 
Development Network in Higher 
Education）というアメリカのディベロッ
プ関係者の連合組織が作ったハンドブック
です。私たちは文科省から大きな金をいた
だいて国際連携によるFDプロジェクトを
やったのですが、スタンフォード大学に何
人も派遣してだんだん情報が集まってくる
と、これが一番よいということで、翻訳し
たのです。翻訳原稿はあるのですが、翻訳
し終わったとたんに改訂版を出す予定があ
るという話を聞いて、これは出版するかど
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うか……迷っています。ただ、中身はとて
もわかりやすくてよいです。
　この中には、評価測定の方法としては３
つ挙げております。１つは参加者の満足度。
たぶん今日の講演会も満足度調査などアン
ケートして講師がよかったかどうかとかや
るのでしょうね。「良い」とつけてくれる
と私はまた来られそうな気がいたしますけ
れども。その満足度調査をやる。これは多
くのところでやっていることです。２つ目
が教員の行動がFD活動によって変わった
かどうか。これはあまりやられていないと
思います。もちろんこの場ではわからない
から、一年間なら一年間のうちどこかで教
員全体に、今年やったFD活動の結果、「あ
なたは自分の行動を変えましたか？」とか、

「授業評価の結果、何か変えましたか？」
こういうのを聞くことだと思うのですね。
３つ目が、その結果、学生の学習成果が上
がったかどうか。こう３段階でどうやって
測定するかというメカニズムをとってい
る。彼らはかなりシビアですよね。なぜな
らば、そういう風なものを絶えず示してい
かないとFDプログラムに教員が参加しま
せんし、効果があればいくけれども効果が
なければいかないという状態ですので、効
果を測定し説明することで、大学の執行部
に対していろんなことを要求していくと
きのAccountabilityの根源になる。だから
FD活動をやったらそれで終わりではなく
て、絶えずそれを証明しながら学長・副学
長からお金をもらっていくためにも必要だ
というわけです。
　日本では、そんなに構造化されていない
ですね。よくやるのがアンケート調査を
一括してやって、いろんな方にFD活動を

どうやっていますか？　その結果質が変
わりましたか？　ということを聞くことが
多いです。私が前に勤めていました広島大
学の高等教育研究開発センターは、こう
いう調査を何年間か繰り返しておりまし
て、2003年にやった調査ですが、学長に
聞くと教育能力・資質が「高まった」、「あ
る程度高まった」というのを合計すると、
76％が「効果があった」と回答していま
す。つまり、さっき言った第１段階のとこ
ろはオッケーだということになるのです。
あまり高まっていないというのは２割弱で
すが、じつはこの数字を私はあまり信用し
ていません。なぜならば、学長がどうやっ
て能力が高まったか、ということを知るこ
とができるのだろう？　と思うからです。
　大体、学長調査と言うのは代表者として
学長あてにしていますから、実際に学長が
書くわけではありません。おそらく教育担
当副学長とか、全学に設置されているFD
センターやFD委員会の長が書くことにな
ると思います。しかし、この人たちも部局
でやっているいろんな活動を全部知ってい
るわけではありません。だいたいはその全
学のセンターの活動とイコールで回答して
いるのです。この種のセンターは大学執行
部の肝いりでもって作りますから、自分た
ちが肝いりで作ったものについて、あまり
活動していないとか、効果がないとか、そ
ういうことは書けないというのがこの数字
だろうと思うのです。実際、広島大学の調
査は、教員調査もやってみている。教員調
査で見ていくと、「授業が改善された」と

「ある程度改善された」というのが合計し
て47.6％で、「どちらともいえない」とい
うのと「改善されていない」というのが
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52.3％。どちらかというと効果がないと
いうのが多数なのですね。教員の方が実感
に近いので、この調査から言うと、まだ
FD活動の効果はそんなにはあげていると
いう状態にはなっていないのではないかな
と思うのです。

４．東北大学全学教育の評価
　東北大学の例で紹介します。東北大学は
結構まじめに全学教育、つまり一般教育・
全学共通教育についても評価システムをお
いておりまして、教員がシラバスを作って
実際に授業をやって、その授業の結果につ
いてはセメスターごとに授業評価を行いま
す。この授業評価は学生が回収率75％と
いうくらいまじめに答えてくれているので
す。僕はこれが不思議でしょうがない。何
でこんなに、あんな同じようなものを20
項目もあるのに回答するのかと思います
が、とにかく回収率は高い。その授業評価
の結果がセメスターごとに集計されて、教
員個人に送られます。で、送った結果につ
いて、教員がそれを見て自分でどういう風
に改善するかという授業実践記録、改善案
を書くことになっているのです。僕も書
きました。「数値はあまりよくないけれど
も、自分としては満足している」とかそう
いうことを書いたり、場合によってはも
う少し具体的に書きます。この授業実践、
改善は教員の50％が書くのですね。この
データは全部、全学教育の運営に責任を持
つ学務審議会が、そこでデータもチェック
していろいろと改善策を検討する。もう一
つは成績分布図というのがあります。これ
は各先生のつけた成績も全部科目群ごとに
AA,A,Bと言った分布を出して、これも各

教員に送ってやはりウェブで評価が見られ
るようになっております。この２つのデー
タを元にチェックしながら、学生との懇談
会をふまえて教員個人と組織で改善に取り
組むというサイクルができあがっている

【図２】。私は今評価改善委員長と教員研
修委員会の委員長、FDと評価と、両方兼
ねてやっているのですけれども、こういう
システムをずっと動かしてきて、東北大学
は教育改革に成功しているとはいえるので
す。授業評価の結果を紹介します。【図３】
　授業評価の項目はおおむね３つのパーツ
に分かれておりまして、Ａ群というのは学
生の主体的な授業参加に関する項目です。
Ａ１は、「あなたはこの授業によくでまし
たか？」を5段階で聞いています。５は
80％以上の出席、4は60％以上、3は50％
以上という、こんな数値なのですけれども、
だいたい高い数値をこの５年間示してきて
いる。それから、「意欲的にこの授業に参
加しましたか」という設問にはやや下が
る。「質問や関連学習をしましたか？」と
いうとこれは低いのです。いまいちなので
す。ずーっと変わらない。「あなたはこの
授業に参加する資格がありますか？」とい
う設問も変わらないので、あまり意欲的に
関連学習はしていないけれども、一応資格
があるという風に考えているということが
分かる。つまり、学生の学習態度はこの4
年間ほとんど変わらない。今度はB群です
が、ここでは教員の活動というのをチェッ
クしています。「授業の内容はよかったで
すか？」「準備は十分でしたか？」「説明は
わかりやすいですか？」「講義の声はよく
聞きとれますか？」こういった設問です。
おもしろいんですね。東北大の調査をやり
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ますと必ず前期の方が低いんですね。そし
て後期になると上がります。で、また下が
る、とジグザグしている【図４】。数値は
0.1ですからたいした差ではありませんけ
れども、毎年繰り返していくのは何でなの
だろうかというと、解釈としては、１年生
は入った時に大学の授業に慣れていないと
いうことです。もっとも厳しく見ていると
いうことです。後期になると、「こんなも
のだ」と慣れる、甘くなるということでは
ないかと思います。翌年新しい学生が入っ
てくると、また厳しく見る。この繰り返し
で、表のようになっているのではないだろ
うかと思うのです。
　さて、これらのデータから言えることは、
４年間で見ますと、学生の学習成果に関す
るいろんな項目がプラス方面にあがってい
ることです【図５】。
　その結果はというと、たとえば「この授
業に熱意を持って参加しましたか？」と
か、「満足しましたか？」、「理解度はどう
ですか？」―まあ、これは最近いれたので
中途半端なのですが、「総合評価はどうで
すか？」。これは総合評価ですね。全体と
してあがっているのです。この授業評価の
データだけをとって東北大の全学を評価す
れば教員の努力で改善させられているとい
う図式は説明できるのです。

５．授業評価だけでは教育改善はできない
　ところが、教員の方はそう思っているか
というと、実はこの授業評価の数値だけ上
がっているのを見ますと、なぜあがってい
るのか教員自身がよくわからないのです。
いろんな要素があがっていると言われて
も、全部をひっくるめた二千何百もの科目

の総計ですから、自分の科目がどうかがわ
からないと、あまりその結果がいいかどう
かがわからない。それから、満足度や総合
評価は上がっていても、理解度があまり高
くない。教員とするとやはりわかってほし
い訳なので、理解度が高くなっていかない
ということについては、そんなにこれでよ
い授業だとはあまり思えない。さらに、授
業評価はひっくるめてやりますと、ほとん
ど差異性がなくなっていますが、実際に科
目群や個別科目をずっと見ていきますと、
ものすごくでこぼこになっているわけです
ね。したがって各科目で問題があるにもか
かわらず、科目全体で見ると、改善課題と
いうのが見えてこないと言うことになる。
さらに、授業評価の数値だけ上げると言う
ことが、教員のパーソナリティから言って
も、必ずしも目標にならないということが
あって、授業評価を使ってあげようとして
も、そのことによって授業改善をしようと
しても、なかなかその数値だけでは教員は
動きにくい。教育活動全体の実証的研究が
実は必要なんだろうということです。教育
条件、カリキュラムといったいろんな要素
が関わって教育の質が上がっているので、
これは具体的に言えばこんなところです。

６．教育メカニズムは解明されていない
　インプットとして学生がいて教員がい
て、クラスあるいはカリキュラム体系があ
る。施設も整っている。そういう中でいろ
んな授業を提供して実験授業をする。学生
も教員の活動に引きずられて講義やゼミで
学習をするけれども、それ以外に大学内で
学習したり先輩や同僚と学んでいる。そう
いう学生の活動の結果、学生が学んだアウ
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トカムが生まれる。【図６】このアウトカ
ムもいろんな要素で測るというときに、現
状で言うとこのアウトカムの学生の活動と
アウトカムの一部について授業評価や成績
評価というところだけで測るので、この要
素が関連しているかがわかりにくくて、改
善の方法というのが見えないというのが実
情だと思います。この点は、日本で一番高
等教育研究は遅れている部分だと思いま
す。たとえばクラスサイズと教育効果。こ
れは初等中等教育で言いますと、グラス・
スミス曲線というのがありますけれども、
とにかくクラスサイズが小さいほど教育効
果はいい。学生数が１では困りますけれど
も、15 ～ 20人くらいの範囲が一番効果が
いいということで、どれだけクラスサイズ
を小さくするかが教育効果にとって大事だ
ということが、研究でも教育でも結論づけ
られている。日本でも当然これは考えられ
るべきことなのです。しかし、外国の研究
ではかなり蓄積されてきて、相関があると
かないとか言われていますが、一方、だい
たいクラスサイズが大きければ効果が逆相
関、つまり成績が下がると言われておりま
す。
　日本でも、名古屋大学の中井俊樹さんの
ような研究がありますが、ここで紹介する
のは、アメリカの2002年に出た中西部の
中規模大学のものですけれども、こんなに
綺麗にデータがでるかという位の綺麗さで
す【図７】。アメリカの研究というのは学
生の個人情報を丸ごと使えるんです。僕ら
は研究するときにはある授業の中で成績分
布がどうかということと、授業評価の結果
がどうかという。そのクラスにどの程度の、
どういう専攻の学生がいるかということ

を相関的にしか使えませんけれども、彼ら
の研究を見てみると、ある個人がどういう
入試で入って、どの授業でどういう成績を
とっているかというデータまで使って研究
をしているみたいなのです。その結果、ク
ラスサイズが大きければ大きいほどGPA
の数値が下がってくるということがはっき
り出る。クラスサイズをどこで切るかに
よってGPAの平均値が上がって卒業生の
質の保証になってくるというわけです。
　ただ、その場合入学生の学力も大きな
要 因 で、EOP（Educational opportunity 
program）の学生データも別に比較されて
います。教育の機会均等のために、あまり
難しい入試をしないで入れている学生もい
るのです。このグループの成績は普通の入
試で入った学生よりも悪い。だから、学生
のレヴェルが低ければクラスサイズが大き
く効いているという結論になるわけです。
こういう風なデータが積み重なってくれば
大学の中でどの程度のクラスサイズをコン
トロールするかと言うことが政策としてで
きるわけです。これを前提に、授業改善の
メカニズムを作り上げる。ちなみに、東北
大学で同じことが言えるかどうか調べて
みました。2008年の前期のデータですが、
そうしたらおもしろいことに語学は少人数
なのでそれを除いて相関をみたら、266科
目の成績の、これは成績を加重平均で点数
化してやってみたのですが、相関係数0.05
でして、つまり東北大学の全学教育では授
業の成績とクラスサイズは相関が無い、と
いう結論にはなるのですね。本当かな？　
と思いまして授業評価を見てみたら、マイ
ナス0.132でしてやや弱い逆相関、つまり
授業評価で見ると、これは総合評価なので



國學院大學教育開発推進機構紀要

─ 104 ─

すが、学生の満足度ないし評価については、
規模が大きいと悪いという結果が出る。な
ぜなのか。もう少し調べてみる必要がある
かと思います。こうした点から、成績の付
け方をどうするかが、東北大学の全学教育
のFDの大きなテーマだという風に考えて
います。成績が信頼性のあるものでない
と、FDを進めても効果があるのかどうか
は、わかりません。というわけで、こうい
う研究が非常に重要です。ただ、数少ない
名古屋の中井さんの研究は、クラスサイズ、
これは国立大学では大人数授業というのは
100人以上ということになっております。
たぶん、國學院の先生方から言わせると何
を甘いことを言っているんだという風にせ
せら笑われると思うのですが、とりあえず
100人以上の授業は我々が大人数だという
ことでプレッシャーがかかる。しかし、中
井さんの研究でも、いくつかの項目では人
数の多いところの方が逆にいいところもあ
るんですね。なぜか、理解度などは100人
以上の方がいいということがあるのです。
しかし、おしなべて学習意欲とかいろんな
要素についてみると成績は、学生の評価は
下がっていく。ここに細かい数値がありま
すけれども、ここが名古屋のケースでいく
とやはり学生の授業規模がせいぜい60人
くらいに押さえるとか、こういう政策が出
てということになるわけです。こういうよ
うなことが、FD活動として日本の中では
あまり根付いていないのです。
　教員の側から見ますと、教員個人に特化
したFDというのはあまり教育改善では有
力ではないと思っていることがはっきり
しています【図８】。広島大学で10年前に
やった調査があります。教育活動の改善の

有効策を質問しましたら、広島大学教員の
一番は講義負担の減少、それから、支援体
制を強化する、講義準備時間の確保が上位
で、次に入試を改善―ちょっとこれは虫が
いい感じがしますが、学生がしっかり勉強
すること―これも虫がいいかもしれないが
そういう回答が上位で、FD活動というの
は７％くらいしかなかったのです。東北大
学に移ってまた調査してみました。10年
たってもやっぱり変わらないですね。東北
大学で一番授業改善にとって、教育改善に
とって有効なのはカリキュラムの体系化、
次は施設設備の改善、その次が講義負担の
減少くらいですね。FD活動は少し高いで
すが17％です。同じ時期に広島大学の研
究グループが私立大学教員を対象に調査を
してみましたところ、ここでも一番多いの
は講義負担の減少で、FD活動は15％いか
ない。徳島大学が同時期に自分の大学教員
対象にやった調査も入れてみましたがやは
り低い。

７．ＦＤ概念の誤解と個人化傾向
　実は、FDの集会でこんなことを言っちゃ
あいけませんけれども、狭い意味でのFD、
教員が授業改善をどうするかという、スキ
ルの問題に特化したところにFDは位置づ
けられているのですけれども、このFD活
動が教育活動全体を改善するという風に、
教員はあまり考えていないということなの
です。というのは、アメリカのFDという
概念は教員の個人的な授業改善だけではな
くて、ここに挙げたもの全部を含めてファ
カルティディベロップメントといっている
のです。これがアメリカの定義です【図
９】。ファカルティディベロップメントの
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中にファカルティディベロップメントとイ
ンストラクショナルディベロップメント、
つまり、狭義の専門性開発と組織的な改善
があって、今挙げたのはほとんど組織的な
開発なのです。これもFDという風にアメ
リカでは言っていて、最初はその概念を入
れたはずなのに、いつのまにかFDという
と狭い意味でのFD、教員の個人的な授業
だけになってしまった。ここに大きなズレ
がある。これは誰が悪いかと言えば、一つ
には最初に「答申」でもって明確に書いた

「98答申」が「授業改善」という風に書い
てしまった。ですので、組織的な取り組み
についてやると言うことは、FDではない
ように思われてきてしまった。
　ということで、その点については東北大
学でアメリカ、イギリス、カナダ、オー
ストラリアのFDに行ついて国際比較研究
をして、その結果を、『ファカルティ・デ
ベロップメントを超えて』（2009年、東北
大学出版会）という本にまとめて今年の３
月に出したのですけれども、僕はカナダに
行ってびっくりしたのですがカナダでは
もうFDという言葉を使っていないのです
ね。FDと使うと、これはダルハウジー大
学の学習支援センターの、FDの専門家の
リン・テイラーさんという人が言っていた
のですけれども、FDという言葉を使うと
教育改革の問題が、個人の問題になって
しまう。僕らもそうなのですが、FDとい
うとつい授業がうまくいかない、うまく
いかないのをどうするか、そこで集まっ
て相談する。平たく言ってしまうとだめ
な教員の集まり、という風になりがちな
のですね。そうすると、FDの場に行くこ
と自体が、教員が行きたくないし、教員を

強制するというイメージがあるのでよくな
い。だから、物理的環境を含めた大学政
策全体の中で教育改善が行われにくくな
る。そこで、カナダではFDという言葉を
なるべく使わないようにしている。じつは
アメリカでもFDという言葉はなるべく使
わないでTeaching Excellenceという言葉
を使い始めているんですね。今年７月に筑
波大学と北海道大学が共同でFD関係者を
集めた国際シンポジウムをやっていますけ
れども、この中でも実はFDという言葉を
使わないで専門性開発と呼ぶようにしてい
るのです。簡単に言えば、よその国でも
こういう活動全体は、オーストラリアで
はAcademic Development，カナダでは
Educational Development，イギリスで
はStaff and Educational Developmentと
呼んでいて、FDと呼んでいるのはアメリ
カだけなのですね。だから、誤用の可能
性のあるFDという概念を使っているのは、
10年後はひょっとしたら日本だけになる
かもしれない。ということなのです。せめ
てFDといった時には、教育・研究を含む
教員の全面的な能力開発という風に使うべ
きなのだろうと思います。要するにFDと
いうのは、教員の授業改善だけでは無いと
いうことを、もっと僕らは強調しなくては
いけない。
　ということで、いまFDで扱っているの
は教授＝学習だけですね。だけど、教員の
活動というのは、研究もあるし社会活動も
ある。大学教員の能力開発とすれば、こう
いう活動全体を大学としてどう発展させ
るか、という風にFDは考えなくてはいけ
ない。さらに、大学の責任で行うプログラ
ムや教員の組織の編成、雇用、こういった
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ものも含めて大学教育開発という二つを押
さえるべきではないか。本当は大学教育開
発というのをEducational Development
と言いたいのですが、EDというと別なED
のことだと先生方は連想されるので使いに
くくて……、何かいい用語はないかなあと
思っているのですが。とりあえず日本語で
は大学教育開発ということですね。しかし、
そうはいっても大学教育の中で、大学の教
員の教育能力というのはものすごく大事な
要素ですよね。我々としても、そうじゃな
かったらやっていられない、という部分も
あるかと思います。私もかなりの大学を訪
問調査したり、文科省のお仕事で行ったり、
いろいろチェックしたりということも含め
て、調査に行った時に感じるのは、大学の
質というのはやはり教員の質だということ
です。教員の、個人もそうだし組織が持っ
ている文化の強さが大学の質だ、というこ
とは本当に痛感します。そこが曖昧だと、
経営的な問題だけで大学が動いてしまっ
て、非常に質の低い教育を提供したりする。
やはり我々自身教員の能力開発ということ
もFDの中で決して落としてはいけないこ
とだと思います。その時に大事なのは、大
学教員自身が力をつけることが、FDの基
本にならなければいけないということで
す。

８．教員の能力開発の問題
　しかし、本当にFDが教員の能力開発に
なっているかというと、いろいろ大きな疑
問がある。一番は、よく考えてみると大学
教員の教育能力とは何か、ということです。
これが定義された文章、文献を先生方読ん
だことがありますか？　これについて私は

意外だと思うのですが、大学教員の教育能
力の定義が明確ではありません。しかし、
皆どうやったら授業が良くなるかというス
キルだけに焦点化した調査研究や言説を発
せられているのです。これは重要なことだ
と思います。
　私も、大学教員30年がたちました。27
歳で就職して、今思えば恥ずかしきことの
み多かりき、という寅さんみたいな気分に
なるのですが。もう、失敗の連続ですよ
ね。一番の失敗を申し上げますと、2年目
で300人の大授業、「道徳教育の研究」を
担当いたしました。300人の授業って容易
じゃない。容易じゃなかったのは採点なん
です。へとへとになって授業を終えて試験
問題を作りました。どうしても、若いとき
は観念的ですから、選択式、穴埋め式では
なく、考えた力を見てみたいということで、
文章問題を作って「あなたが道徳教育の諸
問題について学んだことを述べなさい」な
んて問題を出して、暗記詰め込みみたいな
のはいやだから、持ち込みは自由！　とい
う風にしたわけです。……想像がつくと思
います。こんな試験をしたらどんな解答に
なるか。
　最初のうちは、「なかなかよく書けてい
るな」という風に思うのですが、採点をし
ていくうちに10枚もやっていくと「あれ？
　さっきと同じ解答を見た。なんだ、これ
は！」と思う。また見たらまた同じような
解答出てくる。だんだんと自分の評価の
ボーダーが厳しくなってきてですね、結果
的に半分くらいが落ちる採点をしてしまっ
たのです。300枚も採点したらもうへとへ
とで、２日、３日かかるわけですから、見
直す勇気もなくてそのまま教務に提出をし
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ました。出してからよく考えてみると150
人落ちたら、この授業は僕しかやっていな
いから、来年また僕の所に来るわけです
よね。450人の講義室なんて無いんですよ
ね。本当にそんなにひどい答案だったのか
というと、これはさっき良をあげた答案な
のに、何でこっちは不可にしたのだろう？
　という自分の採点基準の乱れを再発見し
た。当たり前ですよね。同じといったっ
て、人間の頭の構造なんてそう変わらない
のだから、持ち込み自由でやったらだいた
い同じように書いて、だいたい同じ答えが
出てくるわけです。そうすると、そういう
要因を排除した問題を作らなければいけな
い。もともと、どうやって評価するかとい
う知識も無しに試験問題を作ったのが大失
敗で、あの時はもう教務に頭を下げて「成
績をつけ直します」、ということを申し出
て直しました。勤めて５年くらいの学生に
は本当に申し訳ない。返せるものなら授業
料を返してあげたいくらいです。こういう
点について、大学院では誰も何も教えてく
れなかった。
　先生方もおそらくそうではないでしょう
か。最初、どうやって試験をするのか、採
点をするのか、授業ってどうやってするの
か。ほとんど知識無しでいきなり教壇に立
たせられる。これはまあアメリカも実は同
じなんですね。だからスキルは大事なんだ
けれども、５年たったらスキルというのは
だいたい身についちゃう。その後、どうやっ
て教育能力を発達させるか、という時の教
育能力が問題なのですが、いろんな教員調
査では、よく読むと教育能力とは何かを定
義していません。カーネギー大学教授職国
際調査というのには、日本も２回参加して

いてきわめて大きなもので、これはこれで
意義がありますが、ここで問題なのは、「教
育と研究についてどちらに関心があります
か」という設問になっており、教育能力と
研究能力が別のものだ、という暗黙のメッ
セージになっているんですね。ほかの調査
もそうですが、教育能力を明確にせず、ど
のような要素が授業改善を進めるかと問
い、授業改善ができる力が教育能力だとい
う、逆規定の関係になっているのですね。
しかし、研究で得た知識や技能が教育を支
えているわけで、本当に、教育能力だけで
議論していいかという問題があります。と
いうのは、いま大きな問題は、教育能力と
研究能力が別だという議論がちょこちょこ
と出始めているからです。
　これは教育専任教員とか研究専任教員と
いうような言い方になるわけです。我々の
知らないところでそういう傾向が進んでい
ます。たとえば、これは中教審の答申です
けれども、2005年に「新時代の大学院教
育」という答申が出ました。この中では、
個々の教員の教育研究指導能力の向上とそ
の他の組織的体制という風に教員の能力を
書いているので、大学院教員は、教育と研
究の両方を持っているということになって
いるわけです。ところが、昨年出た学士課
程の答申ではこれは非常に回りくどいので
すが、「より高度な専門職である大学教員
について共通して求められる専門性が存在
する一方、多様なあり方の尊重が無ければ
ならない。……個々の教員も教育、研究、
社会貢献、管理運営などに関して、所属す
る大学で期待される役割の比重には違いが
生じてくる」。これだと何となく研究と教
育で分かれるということが言いたいのかな
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あ、と思う一方、「ただし、大学は、いか
に機能別分化が進んでも、教育と研究との
相乗効果が発揮される教育内容・方法を模
索し……」となっているけれども、両方必
要とは言わないんですね。言えば問題にな
るので言いたいけれども言えないけれども
言ってみたい。というような回りくどい文
章になっているわけです。この果てには研
究能力と教育能力は違うというメッセージ
が暗喩されていることは間違いありませ
ん。
　ところが、国際的にどの文献や高等教育
の教員能力に関するものを読んでも、やは
り大学教員の能力の中核は研究と教育であ
り、両者は相関しているということが明ら
かです。ユネスコの高等教育の教育職員の
地位に関する勧告の中でも、学習と教育を
通じて維持される―「獲得され維持される」
ですからね。維持される専門家としての特
別な知識と機能を有する教員、あるいは教
育内容等の相関性を有する研究活動をおこ
うなうものとして教員が定義されていま
す。ですから、国際的に見たら、研究能力
のない教員は大学の教員ではない。なぜな
ら、大学は教育と研究をやるからだ。これ
は明確なんですね。研究をしない教育機関
としての高等教育機関は、それはTertiary 
educationであって、専門学校やその他の
職業機関なんです。大学であるからには研
究と教育が必要であるということです。広
島大学の教員調査、これは回収率80％近
いものなのですが、これで見た時には大学
教員の教育能力についてですね、最先端の
研究能力と専門分野に関する広い知識、専
門を超えた幅広い教養、いろんな要素で
やってみたら教養教育だからといって講義

技術だと教員は考えていない。これらの要
素を相関しながら教育能力というふうに教
員は考えている。おそらく、國學院の先生
方も同じではないかと思います。教養教育
の内容について言えば最先端の研究は必要
ないけれども、専門分野の知識や幅広い教
養はいる。これは教授も准教授も講師も助
手も職階に関係なくほとんど同じ構図をと
ります。ただ、面白いのはこの教養のとこ
ろが、若い職階の方は60％程度が重要と
みているが、教授になると、「教養はやっ
ぱり必要だな」と思う人は増えるのです。
この点だけが違うのです。専門的能力につ
いても、専門教育の能力はやはり幅広い知
識や最先端の研究能力も含めてある。大学
院教育も、ここは当然最先端の研究能力に
なるわけですが。必ず教育能力の中に研究
能力は含まれていて、教員はそう理解して
いるということなのです。これが、今国際
的にも明確なのだけれども揺れている部分
なのです。

９．教育と研究の関係を問うイギリス
での論争

　教育と研究については、イギリスで論争
があります。やはり、研究と教育の関係は
どういうものか、調べ始めますと海外はす
ごいなあと思うのは、ちゃんと研究能力と
教育能力の相関についての膨大な研究蓄積
があるということです。これについてはい
うまでもなくイギリスですね。イギリス
で63年に「ロビンズ報告」というのが出
ました。イギリスの大学はエリート的な大
学像ですけれども、高等教育の大衆化に道
を開いたのが、この「ロビンズ年報告」な
んです。この中でも大学教育は何かという
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と、独創的な知を生み出せる人間が学生を
導くのが大学だとある。それが40年近く
たって日本でいう国大協、ユニバーシティ
オブUKという学長団体が声明を出しまし
た。研究と教育は相互依存性がある。切り
離すことで取り返しのつかないダメージを
受ける。ヨーロッパ高等教育圏構築のため
にも我々は二流の大学は作らない、という
宣言をしているのです。ところが、翌年出
たThe Future of high Educationというイ
ギリスの『高等教育白書』は「よい教育の
ためには分野の最近の研究に考え通じた学
識が不可欠だが、卓越した教師であるため
には最先端の研究を行う必要はない。」と
書いてティーチングオリティトユニバーシ
ティ、つまり教育だけの大学も作っていい
ということを示唆しているのです。
　この結果、イギリスでは、教育と研究
を結びつけてどうするかということが大
きな論点となっているのです。皮肉なこ
とにイギリスで教育中心大学がいいと
言ったのは、根拠としてはHattie,John 
& Marsh,H.W(1996).“The Relationship 
Between Research and Teaching: A 
Meta-Analysis.” Review of Educational 
Research, vol.66-4. の、研究と教育に関
する研究成果をもとにしているのです。
　HattieとMarshは研究と教育の関係に
ついて、３つのモデルに整理しています。
Negative relationship、つまり研究と教育
は関係がない。根拠はいくつかあって、時
間的にも否定的な関係になるというモデル
から、異なるパーソナリティモデルという
のもあります。これも面白いのですが、教
育というのは人にたいして向かい合ってい
くから、人間に対して開かれた開放的な人

間が向いている。研究というのは人間と関
係なく、一人でこそこそやるから閉鎖的な
人間が向いている。では、パーソナリティ
からしても、教育と研究は相関がないとい
う研究もあるようなのですが。で、Hattie
とMarshの研究はZero relationshipで、教
育と研究は同じ基盤を持たず、むしろ無関
係であるという結論なのです。無関係であ
る理由は、本来は積極的な関係があるけれ
ども、研究から来る報償があるのでそれに
引っ張られて研究時間に力を注ぐので、教
育能力の方に注ぐ時間が無くなる。だから、
教育の方に報償を求めていくと行動すると
時間が増えてしまってできない。だから、
教育の有効性とこっちの有効性が弱い積極
的関係ないしは無関係だというモデルで
Zero relationship、お互いに関係がない
状態になっているという結論なのですね。
　これをもとにイギリスの文部省は、単
独の教育中心大学を作っていいとしたの
ですが、そういう報告をしたら、Hattieと
Marshは翌年政策を批判したのです。教育
と研究に関係はないけれども、根本的には
大学として何を望むかが重要である。その
希望を実現する政策を考案することが大事
である。こういう主張なんですね。Zero 
relationshipになるのは、さっき申し上げ
たような状況がある。しかし、そういう状
況だからいいというのではなく、本来なら
結びつける努力をすべきであって、という
のが彼らの主張の根本なのですね。確かに、
我々の社会の中にはZero relationshipと
いうのはいくらでもあるわけです。たとえ
ば、家庭平和と仕事での出世。これは奥さ
んが「ちゃんと晩飯を家で食べてね」、「６
時半には家に帰ってきてね」というのを聞
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いていたらとても会社での出世は望めな
い。夜８時９時まで仕事中心でいったら、
家庭不和になること間違いなし。家庭と
仕事、これはZero relationshipでしょう。
むしろマイナスかもしれない。だけど我々
はそれを一生懸命それを両立しようと努力
するわけです。

10．教員の能力開発とステージ
　結局、教育と研究も同じことだと思う
の で す。 イ ギ リ ス のHigher Education 
Academyなんですが、どうやったら大学
が戦術的戦略的に研究と教育を結びつけて
いくかという研究も発表しています。大学
に入ってきた教員個人について言えば、研
究計画との教育をどういう風にバランスを
とりながら発達させるかということが課題
であり、能力開発をすすめるのがFDとい
うことになるかと思うのです。そこで大事
なのは、やはり能力開発のステージではな
いかと思うのですね。今みたいに、確かに
新任教員として授業をこなす力がない。５
年間ぐらい必死でやって改善に取り組んで
いく。さあ、授業がうまくいくようになっ
た。これから研究だ。となるのかどうかで
すね。5年も研究せずに教育に没頭したら
後の教員生活が持たない。そこで、アメリ
カの方で教員のキャリアステージに関する
研究があるのではないかと思って調べてみ
ました。日本ではほとんどキャリアステー
ジ論がないのですが、アメリカのFD関連
の文献等を集めて読んでみますと、きちん
とステージを３つにわけてFDのプログラ
ムを組んでいるわけです。これも大したも
のだと思います。
　最初はEarly Career Faculty、就職して

からテニュアをとるための期間。この期間
に良い教育をするためと研究成果を出すこ
とのプレッシャーからどう耐えて教員を支
援するかということについて様々なプログ
ラムがある。これはテニュアをとることが
最終目標となる。
　 テ ニ ュ ア を と っ た らMid Career 
Faculty。テニュアをとった教員の大きな
問題はとるためにがんばったので目標が無
くなり、燃え尽き症候群になってしまう。
私は何をしたらいいのでしょうか？　とい
う課題があるので、たとえば学部長や学科
長はテニュアをとった教員には適切な目標
を与えるとか、そういうことも課題になっ
ている。
　最後に、Late Career Faculty。退職5年
前から10年前のファカルティです。私も
退職まであと7年です。このステージの教
員は何かといいますと、すごくバラバラな
のですが、大きな問題としては若い教員と
の関係がうまく構築できない。加齢により
学生との距離が離れていく。退職前なため
本当は仕事がしたいのだけれども仕事を当
ててくれない。そこですっかり悩んでしま
う。たくさんの課題があり、読んでいると
涙が出てくるのでもう読むのをやめました
が、まあこういうステージがある。私は、
日本ではキャリステージ論はほとんど無い
けれども、実際にはあるだろうと思うので
す。自分自身が30年選手で来ていますの
で、Mid Careerの時にアイデンティティ・
クライシスがありました。広島大学に移る
ときも自分自身でマンネリだったので、場
を変えたいと言うことで広島に移ったので
すけれども、そういう経験や自覚は誰でも
お持ちではないかと思います。



國學院大學教育開発推進機構紀要

─ 111 ─

　一番の問題は、初期キャリアの時に一人
前の教員になるために何をするかというこ
とがFDのポイントだと思うのですね。実
はこの研究を去年あたりから始めて少しま
とめてみました。日本の大学教員にもおそ
らくキャリアステージはあるだろう、とい
う話なのです。ネタは10年前にやった広
島大学での大学教員調査です。広島大学の
教員に「あなたは大学教員としての十分な
教員能力があると思いますか？　」という
質問をしてみましたら、教授の66％、准
教授の48％、講師の41％が十分、だいた
い備えているという風に答えている。そこ
で、能力を獲得したのは、「教員経験何年
目頃ですか？　」という風に聞いたら、平
均して37.3歳。教員経験8年目です。この
ときに一人前になったというお答えがあり
ました。まあ40歳くらいですよね。惑わず、
不惑の年ですよね。昔はコマーシャルで大
正製薬のサモンだったか、「40にして惑わ
ず50にして立つ」といううたい文句があ
りましたね。よく考えたら精力剤のコマー
シャルだったので、別な意味があったよう
な気がいたしますが。とにかく、この時期
までにどういう風に後援できるか。いろん
な属性で見てみたのですが、面白いことに、
助手の方でも何％かは、私は一人前という
方がいらっしゃるのですね。助手の方が一
人前と思ったのは平均して32.5歳で就職
して3年ちょっとで私は教員能力を獲得し
たという方もいるという意味で、すべての
助手はこのときになったというわけではあ
りません。それから、講師の方は35歳で5
年。助教授で6年目、教授の方は39歳何ヶ
月で10年目ということです。教授の方で
一人前ではないから努力しているという方

も何％かはいらっしゃいましたけれども
【図10】。

11．属性別に見た教育能力獲得時期
　教育能力獲得の時期は、キャリアや分野
によってどう違うか見てみますと、あんま
り学問分野の差は関係が無くて、ほぼこの
あたりに集中しているのです。外部から来
た方と、多少違うのは内部から来た方で
外部から来た方は平均して38歳を超えて、
経験年数6年ちょっとです。内部からの方
は36歳ちょっとで経験年数8年目です。考
えてみますと、外部から来た方の方が、早
く一人前になった感があるのです。本来、
アメリカのようにテニュアをとるために努
力して一人前になったらテニュアという構
造の中では、こんな風に曲線にはならない
で、ドンとここに集中するはずなのですけ
れども、そうなっていないのはなぜなの
か？　ということを考えてみますと、一人
前になる要因を聞いてみましたら、一番多
いのが、日々の講義の積み重ね、研究の積
み重ねでして、これを見ますとＦＤ活動な
んてこんなものですね。ほとんど効いてい
ない【図11】。ようするに、だんだんやっ
ていくうちに一人前になったという自然成
長的というのか、メリハリがないというの
か。考えてみますと38歳というのは世間
で見たときに、一人前に見られるときなの
ですね。だから、本当は一人前ではないの
に、世間がそう見るからそう思っているだ
けかもしれない。ということがある。
　いくつかのポイントで大事なところを見
ますと、実は早くに教育能力を獲得したと
答えている教員は結構学部大学院で受けた
指導、これは29歳以下で一人前、30代前
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半で一人前なった方なのですが、わりと早
く一人前になったと思っている方は学部大
学院で受けた指導を結構ふまえているの
ですね。つまり、自分の先生のあり方を見
て、それをモデルにしてやっているという
可能性がある。ということですね。それか
ら、遅く教育能力を獲得したという方は外
国留学等が多いのです。つまり、外国留学
や内地留学はそういう点で大きなポイント
となっているというわけです。そういう点
でいうと、日常的な教育研究活動によって
漸進的に教育能力を獲得している。そして、
ステージ以降の節目が不明確なんです。で
すから、これをもっと意識的にやることが
FDの課題になるのではないかと思います。
　今度はそのことを東北大学の調査でやっ
てみました。東北大学の調査では、キャリ
アステージ別に見てどういうFDに参加し
たかということと、どういうものを希望す
るかと言うことなのですが、まあこれを見
て面白いのは、年齢が下がるに従ってFD
活動への参加率は上がるはずなのです。年
がたてばいろんなものに参加しますから。
ところが講演については60％でほとんど
かわらない。これはどういうことかという
と参加する人は参加するが、参加しない人
は参加しないということを実は示している
のです。

12．大学教員の能力開発
　教員のＦＤニーズで見ますと、じつは
この講演の参加は高いのですが、あまり
有効性や必要性について認めていない【図
12】。参加している率が高いのに、「必要
である」と「有効である」という回答が低
いのは、必要性を認めていないということ

です。右肩上がりなのは参加しているもの
が少ない、つまり実施されてはいないけれ
ども、実際には必要性や有効性が高いとい
うものなので、その点では「研修参加」と

「サバティカル」、よその研究会への参加と
いうのは学内で開かれている講演やワーク
ショップよりもニーズが高いと言うことが
わかります。これをキャリア・ステージの
年代別でわけてみると、かなり経験年数に
よって異なる。一番意外だったのは５年以
下の方で指導助言について34.1％が必要
と答えていることです。これは、調査する
までは、指導助言を受けるなんていうの
は、教員にとっていやなものじゃないです
か。「ああせい、こうせい」といわれるのは。
だけど、意外に３人に１人の先生は指導助
言を求めている。そして、年をとるとどん
どん減っている【図13】。
　それから、ベテランの先生で一番高く
なっているのはTAもそうなんですけれど
も、サバティカルなんです。これは、若い
人でも40％くらいほしいという人はいま
すが、むしろ10年目あたりの人がピーク
となっています。単純に言えば、授業評価
等は有効なものとして誰でもあげているけ
れど、若い人には適切なメンターといいま
すかコンサルテイションですね。指導助言
での形が求められているということです。
　これは相談窓口とも違うんですね。自分
から行くのはいやなんですね。行くと言う
ことは自分がもうできないという証拠です
から、相談窓口よりも、指導助言に来ても
らった方がいい。それと、10年たったら
サバティカル。これは、単純にいえばこの
２つを軸にいろんな研修や機会を設定する
というのがすごく大事だということです。
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困りました、まだ三分の二しかしゃべって
いないのに……。１時間たってしまいまし
た。いかに授業が下手かがわかると思いま
す。
　教員の教育能力開発に関するまとめに入
りますけれども、FDに限らず大学で重要
なことは、教員層と管理者層の考えが違う
ということです。どちら目線で行くかで、
内容は違ってくる。東北大学調査で、東北
大学の専攻長、学科長以上と教員とに同じ
設問でやってみたのですが、部局長、専攻
長は授業評価と教員評価を過大評価しすぎ
です【図14】。教員はそれほど大事だとは
思っていない。教員は、サバティカルや研
修参加やTAあるいは授業負担軽減を有効
と見ます。こっちの方が大事だと思ってい
る。部局長その他は授業評価や教員評価が
大事だと思っている。ここら辺のギャップ
を埋めることも大きな課題です。

13．教育と研究だけが大学教員の能力か
　特に、就職後間もない新任教員の研究教
育能力を育てるというところが、大学の長
期的ポテンシャルを左右するので、若い層
が意外に求めている指導助言ですね。これ
をどういうふうにやるか。これは、厳しい
教員関係の中では指導助言なんてできませ
んよね。求めていても、実際には求めてい
るものはこない。すると困りますから、こ
れもどういう風に作るかが課題になるのだ
ろうと思います。
　……もう10分くらい続けてもいいで
しょうか？　教育と研究だけが、大学教員
の能力かと考えますと、これは私は違うと
思うんですね。ドナルド・ケネディという
スタンフォードの学長を長くやった方が　

Academic Duty（翻訳『大学の責務』東
信堂）という本を書いて、これが３年くら
い前に翻訳されました。これはすごくい
い本です。もう一つハーバード大学の学
長のデレク・ボックがUniversities in the 
Marketplace(翻訳『商業化する大学』玉
川大学出版部)という本を書いていてこれ
も翻訳されました。この２冊はアメリカの
学長の目から見た、大学教育のあり方をよ
く説明してとても有意義な本です。ケネ
ディが指摘していることですが、大学教員
は研究者や教育者ではない。個人として彼
らの成長を助けてくれる教員との出会いを
学生たちは求めている。だけど、多くの教
授たちは教育と研究をティーチングだけ
で、個人として学生を成長させると言うこ
とについての心の準備さえないままに大学
に着任している。ここをどういう風にする
かということですね。つまり、メンターを
含めて青年、学生の指導者である。僕も最
近、ようやく恥ずかしがらずにこういうこ
とを言える歳になったのですけれども、し
かし、僕なんかが考えてみますと、大学教
員に同僚の、あるいは大学院時代に教わっ
た先生は、研究者として力があれば立派だ
けれども「あの先生はね」と思ったり、授
業が上手でも「口先だけだな」と思ったり
したのではないでしょうか。尊敬できる大
学教員というのは教育能力よりも研究能力
よりも何か持っている。それは人格であっ
たり、幅ひろい視野であり、社会人として
の力、そういう部分だと思うのです。大学
というのは学問の自由と自治を含んでい
る。ですから、大学の教員のモラルと能力
で一番わかるのは、卒業研究等の学生指導
の時にどういう風に学生に対して接する
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か。それから、教員人事の時に、どの程度
公平かつ識見ある教員評価を行うか。僕は
この２つが教員の能力の中心ではないかと
思うんですね。もちろん、教授会でいろい
ろ決めるときにですね。論理的に正しいけ
れども自説に固執して自分の正しさを証明
するためだけに論じる方も見かけますし、
バランスよく全体のことを考えて議論され
る方もいる。これは僕らにとっては、そう
いう人が同僚にいるかどうかでものすごく
違いますよね。だから、FDというのは決
して教育や研究だけではなくて、大学の担
い手としての大学教員を育てるということ
だと思うのです。
　実際に、「ユネスコ高等教育世界宣言」
ですとか、「高等教員の教育職員の地位に
関する勧告」の中で、大学教員というのは
研究と教育だけではなくて管理的業務に関
わる権利と機会を持つ専門家とされていま
す。管理的業務に関わるのは権利でもあり、
且つ義務でもあるのです。管理運営はいや
だと思っている方もいるかもしれませんけ
れども、しかし、そういう機会から排除さ
れたらどんなに惨めな存在になるかとい
う大学もたくさんあるのだということを、
我々は思い浮かべるべきだと思うのです。
主体的に管理機会への参加をするというこ
とは、自分たちの地位や身分を保障し、そ
の高い教育と研究を行う保証だということ
なのです。実際に多くの大学を見てきた中
で言うとそういう教員集団がInbreeding
―同僚、同じ大学の出身の中で支配されて
いくと、同じ大学の中の先輩後輩、師弟関
係が存続するので、とても住みにくい世界
になる。そうすると、自治と自由といって
も、じつは私的な利益が覆い尽くすだけの

集団となってしまっている。そういう教員
集団はハラスメントが起きてもチェックで
きないんですよね。お互いにかばい合うか
ら。ですから、仮に同じ大学出身者であっ
ても、良いことは良い、悪いことは悪いと
いえる、そういう主体的な教員集団を作る
ということが必要である。そうした行動様
式は、学生時代からそういう問題は引き継
ぐわけですから、大学院教育と教員集団の
あり方に関するFDというのも重要なテー
マになると思います。

14．Academic Ethicは最重要課題
　アカデミック・ハラスメントはどこでも
大きな問題で、密室の研究指導がしばしば
温床になります。そのために、集団指導体
制をおくのですが、教員同士のもたれ合い
の中で、なかなか批判し合わない。まして
や、教授、准教授の関係であれば、准教授
が教授のそういう問題点を指摘できない。
結局は、いくらシステムを作っても、教員
自身がこういう問題についてきちんと前向
きに向かい合うという人間ではなかった
ら、こういう問題は防げない。Academic 
Ethicの問題はそういう点ですと、これか
らとても大きな問題になると思います。全
米科学アカデミーでは、Academic Ethic
の問題は３つのカテゴリーに分けられてい
ます。偽造・剽窃を含む研究における不
正。これは、いろんな分野でいえば特にお
金がたくさん入ってくるので業績を出す圧
力からも生じています。２つめは著作権の
帰属問題。共同研究でありながら実は私が
ほとんど研究したのに、主任教授がFirst 
authorになって、私は４番目。こういう問
題がある。それから、さっきのハラスメン
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トの問題です。この問題は、簡単に一つの
結論がでない、大学人の中にもこの問題に
ついてルールが揺れているんですね。ケネ
ディはこういう例を紹介しています。心理
学科のある教授が視力を失った猿の聴覚中
の局所限定能力についての研究をおこなっ
た。大脳ではいろんな能力が特定の部位に
分布して特定の細胞が能力を持っているわ
けですよね。ですから、どこにどういう聴
覚中の能力があるかということチェックし
ている研究をすると、院生の方がいい結果
を示した。院生はなかなか論文を書かない。
そうすると２人の名前で論文を書くといっ
て、院生が承知しないうちに自分でデータ
を使って論文を書いてしまった。ファース
トファンディングは教授の論文の中で使わ
れてしまった。院生はこれにこうしたわけ
です。ケネディは自分でAcademic Ethic
の講座を開いて、若い研究者、院生を含め
た議論の中で、このケースを紹介した。ケ
ネディはびっくりして書いているのですけ
れども、これはルール違反だという風に考
えているのは四分の一だけだったと。多く
の院生は、この院生は騒ぎすぎだと言い、
ポスドク研究員はもっと教授の行為は問題
ないという風に答えている。ケネディは
びっくりしたわけですね。生物医学の分野
においてはある研究室から出てくるすべて
の研究成果に対して、その主任教授が管理
権あるいはそういうものを持つという伝統
が驚くほど浸透していることも知った。ケ
ネディは、倫理的に問題があると考えたわ
けですが、彼の予測が外れたということで
す。では、なぜそういう風に思うのかと聞
いたら、ある学生が「それが流儀というも
のではないかと思った」と答えたのだそう

です。「今は学生だから私が研究成果を上
げれば教授の帰属となる。私が自分の実験
室を持てば私の番になるでしょう」と。先
生方はこの話を聞いてどう思われるでしょ
うか。僕は相撲部屋で兄弟子がげんこつで
鍛えて、くやしいと思ったら今度は出世し
て、兄弟子になったらげんこつをやるとい
うような、体育会と研究室は似ている、と
思いました。体育会の方には失礼な話です
けれども。率直に言えば、僕は情けない
と感じました。文系の人たちは、こうい
う共同研究は少ないので独立性が高いか
ら同じように思うのではないかと思いま
す。1993年にアンダーソンとレイビスと
いう研究者が倫理問題を調査をしたとこ
ろ、大量に不正問題が出てきたのですね【図
15】。ただし、これは一つの事例について
複数答えている可能性があるので、これが
必ずしも正しい答えではないということは
ケネディは注釈付きで説明しております。
　一つには剽窃ですね。これは、教員と学
生に分かれていますが、教員によって行わ
れた剽窃を知っているか、学生によって行
われた剽窃を知っているかということを教
員と学生に聞いているのです。そうしまし
たら、工学の分野では教員によってやられ
た剽窃というのが、どのくらいあるかとい
うと18％くらいの教員が知っていると答
えている。そして、圧倒的に学生によるミ
ス・コンダクト、レポートや論文で他の所
から引っ張ってきてやる。これはもう圧倒
的に学生の方が多いのでこういう結果に
なっている。不適切な著作権は、工学では
40％くらいそういうのを知っている。セ
クシャルハラスメント。セクハラというの
は社会学が多いですね。学問的な特性と関
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係しているのでしょうか？しかし、40％
の教員が教員によるセクハラがあることを
知っている。研究搾取についても学生は６
割が教員によってやられたことを知ってい
る。実際にいくつかの大学でハラスメント
の調査をすると膨大な数が上がってきま
す。大学院におけるAcademic Ethic、研
究搾取、ハラスメントこれはあまりないの
ですが研究搾取、著作権の問題、それから
最近は指導放棄がすごく多い。ものすごく
大きな問題となっています。Ethicsの中身
というのは、能力だけでなく、価値観を備
えた専門家としての大学教員を育てること
が何よりも重要です。なぜこういう問題が
起こるかというと、優秀な大学ほどこうい
う問題は起きるのです。これは、ケネディ
が書いていますけれども不正に関わった多
くの研究機関は全米ランキングでも一流と
されたところです。忙しい研究グループが
不正の圧倒的多数である、と風に指摘して
います。東北大学でも、ハラスメント関係
の専門家がおられるのですが、ある時、い
ろんな機会で話をしていると優秀な教員が
来ると、周りが荒れるといいます。研究成
果を挙げるために、なりふり構わずいろん
なことをする。その結果指導放棄とかいろ
んなトラブルが起きると。これはどこでも
そうではないかと思います。とくに大量に
研究資金が流れ込んできますから、その結
果起きる問題はすさまじい。もし、國學院
に資金が流れ込んできたら気をつけなけれ
ばいけないのかもしれませんね。

15．誰がディベロップメントに責任を
負うのか

　さて、こういうディベロップに誰が責任
を負うのか。これはやはり、まず教員自身
ですね。アメリカの大学の中でも、こうい
う言葉があります。「大学というのは彼ら
自身のディベロップメントに対して独立し
た専門的責任を持っている。病院は医者を
ディベロップしないし大学は教授をディベ
ロップしない。手助けはするけれども、機
会と手段を提供し、時には手当も提供する
が究極的には専門職それ自身が彼らの開発
計画を練り、実行するのだ。」自分たち自
身で、やる気になって開発しない限り、ど
んなにいいプログラムを作ってもだめなの
であると。その結果、モチベーションが保
てません。しかし、これはあえて言うまで
もないことですよね。僕らは自分自身で専
門性を高めて仕事をすることに喜びを感じ
ているので、これは自己責任です。それか
ら、こういうものの責任を負うのは、FD
センターではないのです。なぜなら、アメ
リカの文献をみてもディベロップの責任者
というのは、もう学科長講座主任、学部長
なんですね。FDセンターの組織は、手助
けをするだけであって、責任はこういう人
たちが持っている。なぜならば最初の方で
述べたように、大学全体のカリキュラムに
責任を持ったり、人事に責任を持っている
人がいろいろとやらなければ、たとえば人
事にしても、研究中心でもって、研究に
しか関心が持てないという人を採用して、
それをFDセンターがいかにプログラムを
作ったところでそれは責任を持てない。東
北大学の全学教育も、全学出動ですから、
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学部や大学院で採用した教員が全学教育を
担当します。その時点で、一般教育、全学
教育を担当できます。しなくてはいけませ
ん。ということをちゃんと公募の要件なり
人事採用の際にいってくれなければ、「え？
　そんなこと僕がやるのか？　」という人
では、これははじめから成り立たないので、
それも含めてこういう人たちが責任を持つ
ということははっきり理解する必要がある
のです。実際にアメリカでは学部長や学科

長はFDデベロッパーとして位置づけられ
ています。それから、いま赤井先生が責任
者になっているような教育改善のためのセ
ンター。これが重要な役目を果たしますが、
問題は、個人と、マネージメントの責任者
と、FDセンターの三者が連結してやると
いうことが一番大事なのだろうということ
をまとめにして、15分ほど延びてしまい
ました。誠に申し訳ございませんでした。
以上で私の話を終わらせていただきます。

【図 1】
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【図 2】

【図 3】
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【図 4】

【図 5】
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【図 6】

【図 7】
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【図 8】

【図 9】
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【図 10】

【図 11】
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【図 12】

【図 13】
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【図 14】

【図 15】
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彙　報
（平成 21 年 4 月 1 日～平成 22 年 1 月 31 日）

【会議】
○運営委員会
　第1回：4月22日	 第2回：7月15日	 第3回：9月29日

○國學院大學FD推進委員会
第1回：6月24日	 第2回：10月7日	 第3回：12月9日	 第4回：1月20日

○教育開発センター委員会
第1回：4月15日	 第2回：5月20日	 第3回：6月24日 	 第4回：7月22日
第5回：10月7日 	 第6回：11月11日	 第7回：12月9日	 第8回：1月20日

○共通教育センター委員会
第1回：4月22日	 第2回：5月20日	 第3回：6月17日	 第4回：7月15日
第5回：10月7日	 第6回：11月11日	 第7回：1月13日

○学修支援センター委員会
第1回：4月22日	 第2回：5月20日	 第3回：6月17日	 第4回：7月15日
第5回：10月7日	 第6回：11月11日	 第7回：12月9日	 第8回：1月20日

【行事】
○講演会・シンポジウム
・7月1日　平成21年度 前期FD講演会（國學院大學FD推進委員会・教育開発センター主催）

講　師：羽田貴史氏（東北大学高等教育開発推進センター教授）
題　目：「教員の能力開発と大学教育開発の課題―大学の担い手をどう育てるか―」

・11月14日　國學院大學人間開発学会設立記念公開講演会・シンポジウム
「人間開発学研究の胎動―大学の行方を見据えて―」（人間開発学会主催・本機構共催）
①公開講演会「これからの大学のあり方と課題」
講　師：天野郁夫氏（東京大学名誉教授）
②公開シンポジウム「人間開発学の樹立に向けて―展望と課題―」
発　題：田沼茂紀・柴崎和夫・安野　功・一　正孝・原　英喜（いずれも人間開発学部教授）
コメンテーター：奈須正裕氏（上智大学総合人間科学部教授）

・12月2日　平成21年度 後期FD講演会（國學院大學FD推進委員会・教育開発センター主催）
講　師：沖　裕貴氏（立命館大学教育開発推進機構教授）
題　目：「学士課程教育の構築に向けて―３つのポリシーの実現方策とシラバス―」
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○教育開発懇話会（教育開発センター主催）
・第1回　6月26日　
「FD10年史と教育開発センターの役割」
報告者：白川博一（教育開発センター副センター長・総務部次長）

・第2回　7月30日
「新任教員対談会」
参加者：
赤井益久（本機構長・文学部教授）  	新井大祐（本機構助教・神道文化学部兼担講師）
佐野あつ子（文学部兼任講師）    	 鈴木崇義（本機構助教・文学部兼担講師）
高屋景一（文学部助教）　　　　　　
森　悟朗（研究開発推進機構助教・神道文化学部兼担講師）
司　会：中山　郁（本機構助教・神道文化学部兼担講師）

・第3回　11月12日
「経済学部におけるFD活動の現状と課題」
報告者：橋元秀一（経済学部教授）　田原裕子（経済学部教授）

○研修会
10月7日　学修支援センター研修会

【FD活動・教育支援】
○授業公開（専任教員対象）	5月25日～ 6月6日　　

○学生による授業評価アンケート実施　　前期：6月22日～ 7月18日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　後期：12月10日～ 1月21日

○平成20年度の教育活動における教員評価アンケート実施　12月2日〜 1月15日

○SA（スチューデント・アシスタント）制度トライアル実施（第１期）　10月〜 3月

【出張等】
・6月6日、7日	 小濱助教・中山助教、大学教育学会第31回大会に出席（首都大学東京南大沢キャンパス）

・7月21日	 新井助教・中山助教、地域科学研究会高等教育情報センターセミナー「教員評価・人
事制度の進化と運用Ⅱ」に出席

・8月3日	 赤井機構長、大学評価・学位授与機構主催「内部質保証システムの充実をめざしたア
カデミックリソースの活用―個性ある大学作りのために―」に出席（学術総合センター
（旧一橋講堂））

・9月1日、2日	 小濱助教・鈴木助教、日本リメディアル教育学会第5回全国大会に出席
	 （千歳科学技術大学）
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・9月10日～ 12日 	 赤井機構長、私立大学連盟主催教学担当理事者会議「国際的通用性を備えた“学士”
の育成―「学位授与の方針（ディプロマポリシー）」の観点から教学経営を考える―」
に出席（アルカディア市ヶ谷 私学会館）

・11月21日	 新井助教・中山助教、大学セミナーハウスFD研究会「FD組織化の現状と課題」に参
加（日本大学会館）

・12月11日、12日	 柴崎学修支援センター長・鈴木助教・松本教務課主任、富山大学の学修支援体制ヒ
アリング調査実施

・1月7日、8日	 中山助教、文部科学省・文教協会主催「大学教育改革プログラム合同フォーラム」
に参加（晴海ビッグサイト）

・1月29日	 鈴木助教、第9回障害学生修学支援セミナーに参加（東京国際交流館）

【申請支援】
○平成21年度 文部科学省大学教育・学生支援推進事業【テーマＡ】大学教育推進プログラム（大学にお
ける教育の質保障の取組の高度化）への申請支援（2件）
　1. 伸ばせ人間力！全学で育てる４つの力（教務部）
　2. 初年次における「学士力」養成の基盤整備（経済学部）
・5月6日～ 29日　申請作業
・8月19日　　　 ヒアリング対応支援

【情報発信】
○教育開発推進機構Webサイト（http://www.kokugakuin.ac.jp/iatl/index.html）開設（6月19日）

○教育開発推進機構NEWSLETTER『教育開発ニュース！』第1号発行（11月4日）

○学修支援センター相談室パンフレット（平成21年度後期版）発行
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《編集後記》
　ここに『國學院大學 教育開発推進機構紀要』
第1号をお届けする。
　記念すべき創刊号は、論文4点、研究ノート1点、
講演録2点の計7点を収めた。
とくに論文・研究ノートは、機構長はじめ、本機
構の所属教員が日々の業務や自身の担当授業、あ
るいはこれまでの研究の中で得た知見によるもの
である。
　巻頭には赤井機構長の論考を掲げた。一昨年末
に提出された中教審答申「学士課程教育の構築に
向けて」に対し、各大学において自校の歴史的背
景や建学の理念などの個性、あるいは現状を十分
に吟味・検討し、その上で教学・経営の両立を図
りながらエンロールメント・マネジメントを進め
る必要があることを、本学における具体例を示し
ながら論じている。
　新井論文は、古典に関する講義を担当する教員
としての立場から、自身の授業運営を省察しつつ、
中世期に盛んに行われた『日本書紀』に対する講
釈のリアルな様子を伝える記録である「抄物」か
ら古典教授にあたっての知恵や工夫を学び取ろう
という試みに基づくもの。
　中山論文は、宗教系大学における「建学の精神」
と、それを体現した教育の変容について歴史的に
概観し、そのうえで1990年代まで大学の「世俗化」
に埋没していた「建学の精神」が、近年なぜ再度
注目されるようになったのかについて考察を試み
る。主にキリスト教、とくにプロテスタント系大
学の事例を中心に論じているが、今後、神道・仏
教・新宗教などの宗教系大学全体を見渡した考察
が課題となろう。
　小濱論文は、現在、大学がその明確化を強く求
められている「3つの方針」が、教学経営やFD活
動の場のみならず、大学の理念や方針を学外に発
信するツールとしても有益であることを指摘した
上で、特に伝統的教育理念や宗教的理念を拠り所
とする大学においては、その掲げる価値や目的を、

社会に広く共有されている価値へと普遍化しつつ
接続してゆけるような文言へ置き換えることが重
要であることを掲げ、その工夫の在り方を考察し
ている。
　鈴木氏は、本学の漢文教育の歴史について、と
くに草創期から大学令による大学昇格までを区切
りとして考察を加えたもの。当時の学課表や漢文
担当の講師陣などを丹念に読み込むことによっ
て、草創期は経書を中心とした授業が行われてい
たが、時代を降るにつれて教材として扱う漢籍の
種類や内容が豊富になっていくという変遷過程を
明らかにしている。
　また、講演録2点は、昨年度まで本学のFD活動
を進めてきたFD委員会が平成21年2月に開催した
山田礼子氏による講演と、本機構発足と同時に前
記委員会を前身として新たに組織された國學院大
學FD推進委員会が平成21年7月に開催した羽田貴
史氏の講演記録である。
　初年時教育の重要性とPDCAサイクルの常態化
の必要性を強調する山田氏、教員個人・マネジメ
ント責任者・FDセンター等の三者が連携してFD
活動へ取り組むことが重要と説く羽田氏、いずれ
もこれからの本学の教育力向上のための施策の検
討・推進において、重要なヒントを与えてくれる
ものである。
　以上、学問史から現代的課題まで、幅広い論考・
講演録を取り揃えることが出来た。
　なお、今回は創刊号ということもあり本機構の
教員による論考が主となったが、今後は本学のす
べての教職員の、個々の視点や研究分野からの論
考、あるいは実際の教育活動における取組リポー
トなど、「教育」に関する様々な研究成果を積極
的に掲載し、本紀要が本学教職員の教育に対する
情熱を学内外へ発信するための“なかだち”となっ
てゆけば、と考えている。
　全教職員の皆様の投稿を切に希望する次第であ
る。（新井）
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